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はじめに 

人口減少が実際に始まり、本格的な少子高齢化社会をむかえようとするなか、医療福祉問題、雇用教育問

題、地球環境問題等、これから日本が直面しなければならない様々な社会経済的な課題を解決するためには、

ＩＣＴ（情報通信技術）の可能性を最大限発揮させることが必要不可欠である。こうした観点から、ｅ－Ｊａｐａｎ戦

略やｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱの進捗状況を踏まえ、「いつでも、どこでも、誰でも、何でも」ネットワークに簡単につな

がるユビキタスネット社会の実現に向けた「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」を提言したのは、２００４年１２月である。ｕ－Ｊａｐａ

ｎ政策は、有線系のブロードバンドネットワークだけではなく、高度な利用が進む無線系のネットワーク、デジタ

ル化する放送系のネットワーク、快適と安全を志向する交通系のネットワーク、電子タグ、センサーネットワーク、

ネットワークロボット等でつながる実物系のネットワークの５つのネットワークを整備していくとともに、それらの

相互接続性・相互運用性を確立することを本質にしている。現在、この５つのネットワークは着実に整備が進み

つつあり、相互接続性・相互運用性についても、通信と放送の融合、電子タグの高度化、あるいは次世代ネット

ワーク（ＮＧＮ）の整備などを通じて多様なネットワークがつながりあう形で進展し、２０１０年代には世界最先端

のＩＣＴインフラが世界に先駆けて日本で実現すると思われる。 

一方、日本の置かれた現状を冷静に評価すると、国際的な存在感の低下というグローバル面での閉塞感と、

地域間格差の拡大というローカル面での閉塞感の２点が喫緊の課題となっている。これらの課題を克服し閉塞

を突破するには、日本が着実に成長力を回復していくための道筋を明確に描く必要があるが、その鍵は、経済

成長への寄与度が高く、地域のエンパワメントを実現するＩＣＴの力を最大限に活かすことであると私は確信し

ている。世界最先端のユビキタスネットワーク環境を産業と行政が徹底的に活用し、都市と地域に住む生活者

の持つ様々な問題の解決手段を提供し、新たな豊かさの追求を可能にすることによって、成長のエンジンを駆

動させていくことが不可欠となる。 

しかし、ＩＣＴインフラの利活用は思ったように進んでいない現実がある。Japan as No.1と囃された８０年代は、

マイクロエレクトロニクス技術が産業の隅々まで浸透することで家電・自動車といった分野で次々とイノベーショ

ンが起こり、それが世界市場を席巻した。日本経済が、「失われた１５年」を経験した後に、再び力強い経済成

長を実現するとすれば、ユビキタスネットワークとのつながりが社会の隅々まで浸透し、それによって起こる環

境変化に対応して産業や地域が迅速に適応し、自らを改革できたときであろう。ｕ－Ｊａｐａｎ政策では、将来実

現する便利で豊かな社会のイメージを生活面でのさまざまな利用シーンとして具体化したが、ユビキタスネット

社会がどのような形で成長に寄与するのかといった面ではいま一つ明確なビジョンが描けていなかった感もあ

る。 

このたび「ＩＣＴ成長力懇談会」を開催し、ＩＣＴによる成長力強化に向けた政策を構想するにあたり、ユビキタ

スネット社会と成長をつなぐ経路を「見える化」し、その経路を強化するための政策を加味することによってｕ－

Ｊａｐａｎ政策を拡張することを心がけた。特に、これまで明らかにしてきた「生活が変わる」姿に加え、力強い成

長に向けて、一方で既存産業の効率性を高め、他方で新たな産業領域を生み出すことで「産業が変わる」姿や、

一方で従来からのコミュニティを確保し、他方でその集積効果を高めることにより「地域が変わる」姿を具体的

に提示することに注力した。懇談会での構成員による議論の結果、産業や地域の変革を示す共通コンセプトと

して、“xICT”を打ち出すこととした。“xICT”とは「○xICT」の意味で、○には産業や地域などあらゆるワードが
入りうる。これは、産業と地域が、“ｅ”の世界から“u”の世界へ進む中でＩＣＴ利用を深化させることにより、生ま

れ変わることを示す改革理念である。例えば、医療×ＩＣＴ＝ｕ－Ｈｏｓｐｉｔａｌ、住宅×ＩＣＴ＝ｕ－Ｈｏｕｓｉｎｇ、環境×ＩＣ
Ｔ＝ｕ－Ｅｃｏｌｏｇｙといった応用例が考えられるだろう。また、“x”は“extensible”と読むことも可能であり、ＩＣＴの
発展形や汎用化と捉えることも可能である。この“xICT”の理念を基本に、ＩＣＴによる成長力強化策をパッケー
ジ化した「ＩＣＴ成長力強化プラン」の策定も提言している。 

本報告書の提言が、官民や府省の連携による具体的な大仕掛けの政策として実行段階に移されることによ

って、成長と環境の両立に向けてＩＣＴの潜在力が最大限に発揮され、日本が持続可能な成長モデルを手にす

るための一助となることを期待してやまない。 

 

２００８年７月 

    Ｉ Ｃ Ｔ成 長 力 懇 談 会 

座 長  村 上 輝 康
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第１章  日本の成長力の現状 

１．１ 少子高齢化を迎えた日本の課題 

２００５年に日本は大きな節目を迎えることとなった。「人口動態統計」（厚生労働省）

によれば、２００５年の出生数が死亡数を下回り、人口推計による予測よりも１年早く、１

８９９年に統計を取り始めて以来初めて人口が自然減に転じた1。その結果、日本は先

進国の中でも真っ先に人口減少社会に突入した。このトレンドは、労働力人口の減少

や消費の減退等によって日本経済全体が縮小する可能性を示唆するものであり、少

子高齢化を抜きにして、日本の将来像を語ることは不可能である。 

この少子高齢化社会に直面する中で、高齢者の就労機会の確保、患者中心の優し

い医療、地球温暖化の歯止め、食品の安全性の確保等々、生活・社会、医療・福祉、

環境・エネルギー、治安・防災等の各分野において想定される社会的課題を可能な

限り包括的に取り上げたものが図表１．１である。 

 

図表１．１ 少子高齢化の中で日本が直面する課題 
 

 
 

これらの多くの課題の中でも、喫緊の課題として指摘されるのが、日本の国際的な

存在感の低下と国内における地域間格差の拡大である。 

  

                                                  
1 ２００５年に２１，２６６人の純減となった。２００６年には純増に転じたが、２００７年には再び１８，５３５人の純減とな

っている（「平成１９年人口動態統計月報年計（概数）の概況」（厚生労働省））。 

日本が直面している少子高齢化社会では、解決すべき課題が山積み

国際的な存在感の低下 地域間格差の拡大

喫緊の課題

生活・社会
• 人口減少の歯止め
• 食品の安全性に対する信頼回復
• 地域コミュニティの再生
• 高齢者の住みやすい環境整備

医療・福祉
• 遠隔医療等患者中心の医療実現
• 医師確保による緊急医療体制の整備
• 年金に対する不安解消

交通・物流
• 交通事故の削減、渋滞や満員電車の緩和
• 高齢者障害者に優しいﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ環境の整備
• 流通分野の生産性向上

環境・エネルギー
• 進展する地球温暖化の歯止め
• ゴミ減量化やリサイクルの強化
• 太陽等自然エネルギーの開発
• 遺伝子操作等バイオ技術の適正利用

教育・人材
• 「数学」「理科」嫌いの増加回避
• 深刻化する青少年犯罪の防止
• 大学・大学院の国際競争力強化

雇用・労働
• 高齢者の就労機会の確保
• ﾌﾘｰﾀｰ等若年労働者の雇用安定化
• 育児支援等女性の就労環境の改善
• 実力主義や雇用流動性の確保

治安・防災
• テロや凶悪犯罪への不安解消
• 地震、台風や大事故等の災害対策
• ピッキング等の治安への不安解消

産業・地域
• 日本経済の競争力強化
• サービス業、中小企業の生産性向上
• 地域間の経済格差の解消
• 道州制の導入検討行政サービス

• 国、地方における財政再建、税制改革
• 引越時等のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの実現

国際
• 戦略的に重要なアジアとの関係強化
• 日本のソフトパワーの強化
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１．２ 国際的な存在感の低下 

２１世紀に入り、日本の国力の低下が懸念されている。実質ＧＤＰ成長率は、９０年

代に入って急激に低下。近年は２％台で推移していたが、２００７年度には１．６％に低

下した。近隣アジアやＢＲＩＣｓ諸国の台頭もある中で、日本の国際的な存在感の低下

が顕在化しつつある。 

このような認識のもと、日本の国力の動向を以下に分析する。 

 

１．２．１ 一人あたりＧＤＰの推移 

図表１．２は、日本の一人あたりＧＤＰの順位の推移である。９３年には日本が２位2を

占め、ＧＤＰの規模と併せ名実ともに世界第２位の経済大国となったが、バブルの崩壊

や「失われた１５年」の間に順位が後退を続け、０６年には２０位まで低下した。ＧＤＰの

規模は引き続き２位を維持しているものの、人口１３億人を擁する中国に抜かれるのは

時間の問題となりつつある。少子高齢化の中で量より質を重視し、一人あたりＧＤＰを

高めることを優先的な政策目標に掲げる時代を迎えていると考えられる。 

 

図表１．２ 日本の一人あたりＧＤＰの推移 

 

 

１．２．２ 国際競争力の推移 

（１） ＩＭＤによる国際競争力ランキング 

図表１．３は、スイスのＩＭＤ（国際経営開発研究所）が、世界の５５カ国・地域を「経

済状況」、「政府の効率性」、「ビジネスの効率性」、「インフラ」の面で総合評価し、毎

年公表している国際競争力ランキングの推移を示したものである。 

日本の競争力は、バブル期には世界１位を維持したが、その後低下を続け長期的

                                                  
2 １９９３年の日本の順位については、近年になってスイスの一人あたりＧＤＰ値が遡及的に修正されたため、ＩＭＦ

にて現在公表されているデータベースでは日本が３位となっている。 

（ＵＳドル） （順位） 
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に２０位台に低迷。０６年には１６位まで上昇したがその後再降下し、０８年では２２位と

なっている。アジア地域においても、近年ではシンガポール、台湾、中国、マレーシア

の後塵を拝する評価にある。 

国際競争力を示す指標の内訳（図表１．４）をみると、「経済状況」（２２位）、「政府の

効率性」（３４位）、「ビジネスの効率性」（２７位）、「インフラ」（６位）の４分野から構成さ

れており、特に「政府の効率性」に大きな課題がある。さらにその内訳をみると、特に税

財政やビジネス法制度等での評価が低い。また、「ビジネスの効率性」も課題が多く、

特に生産性・効率性、労働市場、マネジメント等での評価が低い。教育や健康、科学

技術、社会資本等の社会的インフラは整っているものの、政府部門・民間部門の双方

で効率性に問題があり、十分な経済パフォーマンスが得られていない状況と言える。 

 
図表１．３ 日本の国際競争力の推移（ＩＭＤ調査） 

 
(主要国の順位の推移) 

 
 
(アジアの主要国・地域の順位の推移) 

 
【出典】 国際経営開発研究所（ＩＭＤ） “World Competitiveness Yearbook” 
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図表１．４ ＩＭＤの国際競争力指数（２００７年）の内訳 
 

 
【出典】 国際経営開発研究所（ＩＭＤ） “World Competitiveness Yearbook” 

 

 
（２） 世界経済フォーラム（ＷＥＦ）による国際競争力ランキング 

図表１．５は、ダボス会議の主催者として知られる世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が、世

界１２５カ国以上の国・地域を総合評価し、毎年公表している「成長性の競争力」及び

「ビジネスの競争力」の国際ランキングの推移を示したものである。 

これによると、「成長性」「ビジネス」ともに、日本の競争力は０１年以降緩やかな回復

傾向にあったが、直近ではそれがやや低下しつつあり、「成長性」では１１位（０６年）、

「ビジネス」では１０位（０７年）となっている。アジア地域の中では、日本はシンガポー

ルに次ぐ位置を占めている。なお、「成長性」については０７年より評価指標が大幅に

変更され、各国・地域とも順位が大幅に変動しているため単純な比較はできないが、

日本は８位となっている3。 

「成長性の競争力」を示す指標の内訳（図表１．６）をみると、「基礎的条件」（２２位）、

「効率性向上要因」（１３位）、「イノベーション要因」（２位）の３分野から構成されており、

特に「基礎的条件」に大きな課題がある。さらにその内訳をみると、特にマクロ経済や

制度的環境、初等教育での評価が低い。また、「効率性向上要因」も課題が多く、特

に金融市場、高等教育、技術適応力等での評価が低い。ＩＭＤにおける評価と同様、

科学技術や社会資本等のインフラ整備における評価は高いが、制度面や税財政、ビ

ジネス面の効率性等を中心に克服すべき問題が多いと考えられる。 

 
                                                  
3 「成長性の競争力」の評価指標の大幅な変更（Growth Competitiveness Index から Global Competitiveness Index

に変更）に伴い、０７年の順位の公表とともに、０６年の順位を遡って再推計している。日本は０６年に５位、０７年に８

位となり、順位の低下傾向は変わっていない。なお、図表１．５では、「成長性の競争力」の０７年の順位を除外し

た。 

２００７年順位 国名

1位（1位） 米国

2位（2位） シンガポール

3位（3位） 香港

4位（5位） ルクセンブルグ

5位（6位） デンマーク

6位（4位） スイス

7位（－） アイスランド

8位（10位） オランダ

9位（9位） スウェーデン

10位（8位） カナダ

・

・

24位（22位） 日本

＜国別総合順位＞

経済状況 22位
国内経済 5位

貿易 30位

国際投資 17位

雇用 19位

物価 48位

政府の効率性 34位
財政 42位

租税政策 30位

制度的枠組 20位

ビジネス法制度 32位

社会的枠組 44位

ビジネスの効率性 27位
生産性・効率性 42位

労働市場 22位

金融 16位

マネジメント 27位

意識と価値 26位

インフラ 6位
基礎インフラ 18位

技術インフラ 20位

科学インフラ 2位

健康と環境 9位

教育 19位

＜項目別順位（大項目、中項目）＞ ＜小項目で見た強み、弱み＞

強み 弱み

経済状況 消費者物価ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝ（１）

商品財の輸出（４）

サービスの輸出（４）

証券投資資産（５）

対外直接投資（５）

観光収入（５３）

貿易の対GDP比率（５３）
消費者物価指数（５２）

対内直接投資（５２）

実質GDP成長（５１）

政府の

効率性

総準備金（２）

消費税率（２）

金利差、利ザヤ（６）

実質短期金利（１３）

パラレルエコノミー（１６）

法人税率（５５）

一般政府赤字（対GDP比）（５４）
政府財政収支（５４）

公的機関との契約に係る対外開放度（５３）

外国人労働者雇用に関する法制度（５１）

ビジネスの

効率性

顧客満足（２）

従業員教育（４）

銀行部門の資産（５）

製造部門の賃金（８）

労使関係（８）

企業家精神（５３）

サービス部門専門職の報酬（４９）

文化の閉鎖性（外部のｱｲﾃﾞｱに対して閉鎖的）（４９）

ビジネスにおける個人の柔軟性や適応性（４９）

株式市場指数（４８）

インフラ 中等教育の就学率（１）

平均寿命（１）

高等教育修了率（２）

コンピュータ利用数の世界シェア（２）

自国民の特許件数（３）

言語スキル（５１）

携帯電話通話料金（４９）

産業需要家向け電力料金（４７）

国際通話料金（固定電話）４６）

教育に関する公的支出（４３）

※網掛けは日本の弱い項目（２０位以下）

※（ ）内は２００８年の順位
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図表１．５ 日本の国際競争力の推移（ＷＥＦ調査） 
 

■成長性の競争力（Growth Competitiveness Index） 

 
 

■ビジネスの競争力（Business Competitiveness Index） 

 
【出典】 世界経済フォーラム（ＷＥＦ） “The Global Competitiveness Report” 
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図表１．６ ＷＥＦの国際競争力指数（Global Competitiveness Index） 

（２００７年）の内訳 

 

 
  
【出典】 世界経済フォーラム(WEF) “The Global Competitiveness Report 2007-2008” 

２００７年順位 国名

1位（1位） 米国

2位（4位） スイス

3位（3位） デンマーク

4位（9位） スウェーデン

5位（7位） ドイツ

6位（6位） フィンランド

7位（8位） シンガポール

8位（5位） 日本

9位（2位） 英国

10位（11位） オランダ

＜国別総合順位＞

１．基礎的条件 22位

制度的環境 24位

インフラ整備 9位

マクロ経済 97位

初等教育・保健衛生 23位

２．効率性向上要因 13位

高等教育 22位

商品市場の効率性 19位

労働市場の効率性 10位

金融市場 36位

技術適応力 20位

市場規模 4位

３．イノベーション要因 2位

ビジネスの洗練度 3位

イノベーション 4位

※（ ）内は２００６年の順位

＜項目別順位（大項目、中項目）＞

※網掛けは日本の弱い項目（２０位以下）

※「成長性の競争力」の評価指標の大幅

な変更（ Growth Competitiveness Index
からGlobal Competitiveness Indexに変更）

に伴い、０７年の順位の公表とともに、０６年
の順位を遡ってとして再推計している。

制度的環境（注） 24位
政府支出の無駄 94位

組織的犯罪 65位

会計監査標準の強度 42位

少数株主の利害保護 38位

政治家に対する信頼 33位

犯罪・暴力のビジネスコスト 32位

公的ファンドの多様性 31位

取締役会の有効性 31位

司法の独立性 21位

企業倫理 20位

インフラ整備（注） 9位
空港インフラの質 32位

マクロ経済 97位
政府債務残高 120位

政府財政収支 111位

国民貯蓄率 35位

保健衛生・初等教育（注） 23位
教育支出 86位

初等教育の質 24位

高等教育 22位
経営大学院の質 68位

高等教育の就学率 32位

理数教育の質 29位

教育システムの質 28位

学校でのインターネット接続 26位

中等教育の就学率 22位

＜小項目の例（２０位以下の項目のみ）＞
商品市場の効率性 19位

農業政策のコスト 122位

外資導入 90位

税率 80位

海外直接投資（FDI）のﾙｰﾙ 66位

貿易障壁 59位

関税率 46位

税関手続の負担 40位

起業に要する時間 38位

起業に要する手続 37位

労働市場の効率性 10位
採用・解雇の柔軟性 85位

女性の労働力化 75位

非賃金労働コスト 48位

雇用の安定性 35位

金融市場 36位
銀行の健全性 84位

資本フロー規制 58位

融資の利便性 53位

証券市場規制 38位

ベンチャーキャピタル 37位

資本市場の成熟度 34位

法的権利の整備 27位

技術適応力 20位
海外直接投資・技術移転 58位

携帯電話の加入率 45位

ICT関連法制度 29位

（注）一部関連性の低い項目を省略
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１．２．３ まとめ 

（１） 日本の国際競争力の推移 

調査機関による差異はあるものの、大まかな共通の傾向は次の通りである。 

①日本の競争力は、１９９０年前後はトップクラスにあったが、その後２０００年にかけ

て大きく低下。 

②２０００年以降、ゆるやかな回復傾向にあったが、直近では再び低下する傾向。 

③アジア地域での相対的な順位も低下傾向。シンガポール、中国、韓国、台湾、マ

レーシア等の国・地域との競争が進展。 

 

（２） 日本の国際競争力の評価 

各種調査機関による結果4を総合すると、大まかな傾向は、次の通りである。 

①マクロ経済要因として、財政、税制等に課題。 

②貿易や海外からの投資に関する要因として、金融市場整備、国内市場への参入

に係る各種制度・手続・慣習、農業、観光等に課題。 

③人材に関する要因として、理数教育、高等教育、外国語教育等の教育面に課題。

また、女性の労働力化、雇用の柔軟性、外国人雇用等の労働市場面に課題。 

④ビジネス創出に関する要因として、企業家精神、起業の柔軟性、ベンチャーキャ

ピタル等に課題。 

⑤技術適応力に関する要因として、ＩＣＴの活用に関する法制度に課題。 

 

 

  

                                                  
4（財）日本経済研究センターの「世界 50 カ国潜在力調査」によれば、日本の国際競争力は、８０年以降大幅に低

下。０６年に反転した（１２位）が、０７年に再び低下（１３位）している。 
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１．３ 地域間格差の拡大 

近年、格差問題が広く関心を集めるようになり、中でも地域間格差が大きな社会的

課題と認識されるようになっている。例えば、内閣府の世論調査では、「地域格差が悪

い方向に向かっている」と答える人の割合が、平成１７年までは１０%未満にとどまって

いたものの、平成１８年には１５．０％、平成１９年には２６．５％、平成２０年には３２．

９％と急増している5。 

このような認識のもと、日本の地域格差の動向を以下に詳しく分析する。 

 

１．３．１ 人口に関する地域格差 

図表１．７は、三大都市圏の人口の転入超過数の推移を示したものである。地方圏

で人口が減少しつつある中、三大都市圏では、平成８年以降１２年連続で転入超過と

なり、さらに拡大傾向が続いている。平成１９年度では、三大都市圏全体では約１５万

人の転入超過となり、特に、東京圏では大幅な転入超過となっている。その結果、三

大都市圏に住む人口の比率は平成１９年に初めて半数を超え、５０．０１％となった6。 

 

図表１．７ 三大都市圏の転入超過数の推移（昭和２９年～平成１９年） 

 
【出典】 「住民基本台帳人口移動報告」（総務省） 

 

このように人口が地方圏から三大都市圏へシフトする傾向に加え、地方圏の中でも

地域ブロック内の中心的な拠点都市に人口が集まる傾向が見られる。また、地方圏で

は人口が減少するだけでなく高齢化も進んでおり、地域間格差の意識を高める結果

になっていると考えられる。 

                                                  
5 内閣府「社会意識に関する世論調査」（平成２０年２月調査）を参照。 
6 総務省住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数（平成１９年３月３１日現在）を参照。 
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１．３．２ 所得に関する地域格差 

図表１．８は、一人あたり所得の都道府県間格差（変動係数）の推移を示したもので

ある。変動係数とはバラツキを示す指数であり、値が大きいほど都道府県間の格差が

全体的に大きいことを示す。「１人あたり県民所得」の変動係数は４年連続で拡大して

おり、地域間の所得格差は確かに拡大しつつある。また、「就業者１人あたり県内総生

産」の変動係数7も、地域間格差が近年拡大している傾向は同様である。 

 

図表１．８ 一人あたり所得の都道府県間格差（変動係数）の推移 

 
【出典】 ９０年から９５年までは内閣府『平成１５年度県民経済計算』、９６年から０５年までは内閣府『平成１７年度

県民経済計算』より総務省加工。 

 

１．３．３ 景気に関する地域格差 

図表１．９は、地域ブロック別有効求人倍率を示したものであるが、２００７年における

有効求人倍率は、北海道、東北、四国、九州では１倍を下回っている。また、２００２年

におけるデータと比較すると、これらの地域とその他の地域の有効求人倍率の差は広

がっており、雇用の面での地域間格差が拡大する傾向にあると考えられる。 

また、図表１．１０は、地域別短観による業況判断指数の推移を示すものである。２０

０７年に入ってから全国的に景況感の低下が進みつつあるが、関東甲信越、東海、近

畿の三大都市圏と比較して、北海道、東北、四国では特に景況感の落ち込みが大きく、

景気の実感の面でも地域間格差が存在している。 

 

  

                                                  
7 「１人あたり県民所得」は「県民所得」を「県内総人口」で除したものである。分子の「県民所得」には他県から得た

賃金・俸給や利子・配当などが含まれ、分母の「県内総人口」には学生や高齢者等の非労働力人口も含む。 
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図表１．９ 地域ブロック別有効求人倍率 

 
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」 

 

図表１．１０ 地域別短観による業況判断ＤＩの推移（全産業） 

 
【出典】 日本銀行「地域経済報告（さくらレポート）」 

 

１．３．４ まとめ 

以上見てきたように、地域間格差は、人口、所得、景気の面で拡大する傾向にある。

ただし、過去のトレンドを長期で分析すれば、現在の地域間格差の拡大がかつてない

レベルに達しているという状況ではない。したがって、景気の回復が地方圏にも波及

すれば一段落するような一過性の格差拡大なのか、格差の固定化をもたらすような構

造的な事象であるのかについては、引き続き注視していく必要がある。  
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第２章  ＩＣＴと成長力のつながり 

２．１ ＩＣＴと成長力の関係 

第１章では、本格的な少子高齢化を迎えた日本が直面する多くの課題の中でも、国

際的な存在感の低下や地域間格差の拡大に対応し、成長力を高めることが喫緊の課

題であることを明らかにした。この成長力を強化していく上で、ＩＣＴが中核的な役割を

果たすことが期待されている。 

ＩＣＴ産業は他の産業と比較して経済成長への寄与度が高く、またＩＣＴをツールとし

て有効に利用することにより、地域が抱える様々な課題を解決する潜在力を有するも

のである。このような観点から、ＩＣＴと成長力の関係について、以下に詳しく分析する。 

 

２．１．１ ＩＣＴと成長力の相関 

図表２．１は、ＷＥＦ（世界経済フォーラム）が公表しているＩＣＴ競争力指数（ネットワ

ーク準備度指数、詳細は第３章３．２を参照。）と成長力を示す指数との相関を示す。

左側は一人あたりＧＤＰとの相関、右側はＩＭＤ（国際経営開発研究所）が公表してい

る国際競争力指数との相関である。いずれも相関関係の存在は明白で、ＩＣＴの成否

が一国の経済成長を左右することは疑いようがない。 

 

図表２．１ ＩＣＴ競争力指数と成長力指数の相関 

 

（ＩＣＴ競争力指数と一人あたりＧＤＰ）          （ＩＣＴ競争力指数と国際競争力指数） 
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２．１．２ 一人あたりＧＤＰを高める産業の柱 

図表２．２は、２００６年の一人あたりＧＤＰの上位２０ヶ国の比較である。２００４年から

２００６年にかけて、一人あたりＧＤＰが２年連続マイナス成長となっているのは日本の

みである。上位諸国の成長の柱は、資源、金融、ＩＣＴ。天然資源に恵まれず、バブル

後に金融の国際競争力もすっかり低下した日本にとって、残された選択肢はＩＣＴのみ

という状況にある。 

 

図表２．２ 一人当たりＧＤＰ上位２０カ国の国際比較 

順位 国名 04-05 年伸び率（％） 05-06 年伸び率（％） 産業の柱 

1 ルクセンブルグ 8.6  12.5  金融 

2 ノルウェー 15.9  10.8  資源・ＩＣＴ 

3 カタール 28.4  20.4  資源 

4 アイスランド 21.7  -0.6  金融・ＩＣＴ 

5 スイス 2.1  3.7  金融 

6 アイルランド 6.9  7.1  ＩＣＴ 

7 デンマーク 6.0  6.5  金融・ＩＣＴ 

8 米国 5.3  5.1  金融・ＩＣＴ 

9 スウェーデン 2.0  6.9  ＩＣＴ 

10 オランダ 3.4  5.6  金融・資源 

11 フィンランド 3.0  6.8  ＩＣＴ 

12 英国 3.0  6.4  金融 

13 カナダ 12.8  11.3  金融・資源 

14 オーストリア 3.6  5.6  金融 

15 ベルギー 4.0  5.6  金融 

16 オーストラリア 10.2  4.9  資源 

17 クウェート 36.7  18.3  資源 

18 フランス 3.0  4.6  製造業 

19 ドイツ 1.6  4.4  製造業 

20 日本 -1.3  -4.0  製造業 

 

【出典】国際比較統計（国際貿易投資研究所）。「産業の柱」は経済財政諮問会議・経産省提出資料（2008年1月17日）に加筆。 

 

上位２０ヶ国の中でも、日本が範とすべきモデルは北欧諸国ではないかと考えられ

る。一人あたりＧＤＰとＩＣＴ競争力指数の双方で、デンマーク（７位、１位）、スウェーデ

ン（９位、２位）、フィンランド（１１位、６位）、アイスランド（４位、８位）、ノルウェー（２位、１

０位）と、北欧諸国がいずれも上位を占めている。 

北欧諸国は、国土が狭くて人口は少なく、社会保障が充実していて平均寿命も長

いという特徴がある。しかし一方で、税金が高く、公的部門の比率が高いという面もあ

る。人口減少や高齢化に直面している日本は、北欧モデルを参考として、「高福祉・高

負担」の道に進むか否かという「守り」の決断が必要な一方で、産業の競争力強化とい

う「攻め」の政策ではＩＣＴを機軸とすることが必須である。 
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２．１．３ 経済成長への寄与度 

図表２．３は、ＩＣＴ産業の経済成長への寄与度の推移を示したものである。マイナス

成長の時期も含め、実質ＧＤＰの成長率に対するＩＣＴ産業の寄与度は一貫してプラス

を維持し、直近の寄与度は３７％となった。ＩＣＴ産業が経済成長の４割近くを占める結

果となり、日本経済の牽引役としての役割が期待されるところである。 

 

図表２．３ 実質ＧＤＰ成長率に対する情報通信産業の寄与 

 

 
一方、図表２．４は、ＩＣＴ産業の経済成長への寄与度を都道府県別に見たものであ

る。ここでは資本を情報通信資本と一般資本に分け、さらにＩＣＴ利用におけるユビキタ

ス化の進展状況を示す指数（ユビキタス指数）を情報通信資本ストックに乗じた変数を

作成し、この変数の実質県内総生産の成長率への寄与度に注目した。その結果、全

都道府県で寄与度はプラスとなり、寄与度が５割を超えるケースが３５に達する結果と

なった。ＩＣＴ産業は一国の経済成長に寄与するとともに、地域経済に対しても大きな

役割を果たすと言える。 

 

図表２．４ 都道府県別の実質県内総生産の成長率の要因分解 
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２．２ ＩＣＴによる成長戦略の必要性 

２．２．１ ＩＣＴを基軸とした成長モデルの共有 

第１章でみたように、日本が直面している少子高齢化社会では解決すべき課題が

山積みとなっているが、これからの日本の成長を描いていく上では、日本の国際的な

存在感の低下というグローバル面での閉塞感と、地域間格差の拡大というローカル面

での閉塞感の２点が喫緊の課題となっている。 

このような閉塞感の中、日本に最も必要なのは、グローバルとローカルの両面で成

長力を回復することである。しかし、さまざまな「成長」の方向性がある中で、成長力の

回復を軌道にのせるには、日本がどのようなモデルを目指すのかという明確なビジョン

を国民の間で共有する必要があるのではないか。ひとたび設定された目標に向けて

邁進する底力にかけては、日本人は定評がある。 

前節で確認したとおり、一人あたりＧＤＰが上位の北欧諸国を参考とすれば、今後の

日本の成長のエンジンとしてＩＣＴを明確に位置付けることが不可欠と考えられる。ＩＣＴ

の経済成長への寄与度は高く、これをＩＣＴ産業のみならず製造業を中心とした産業

全体を対象として徹底活用していくことが日本の国力回復の鍵となる。また、ＩＣＴをツ

ールとして有効に利活用することにより、地域が抱える様々な課題を解決することも可

能である。このような状況を踏まえると、成長力強化について、ＩＣＴ政策の観点から総

合的な戦略を構築することにより、著しい貢献が期待されるものである。特に、日本の

強みでもあり、高い将来性を有する「ユビキタスネットワーク」の活用を柱として、総合的

な政策を検討していくことが有効と考えられる。 

日本の成長力強化については、経済財政諮問会議でも全般的な観点から「経済成

長戦略」8を策定しており、「全員参加経済戦略（全員参加の経済）」「グローバル戦略

（平成の開国）」「革新的技術創造戦略（強み発揮の経済）」の３つの戦略が提示され

ている。この「経済成長戦略」を確実に実行段階に移行させるためにも、日本の今後

の成長モデルの中核となるべきＩＣＴを基軸とした成長力強化策を取りまとめ、集中と

選択による効果の高い政策展開を図ることが重要である。 

 

２．２．２ ＩＣＴによる成長力強化に必要な検討課題 

ＩＣＴによる成長力強化策を検討するにあたっては、図表２．５に示すとおり、以下の

３点の検討課題に取り組むべきである。 

 

（１） 現状評価 

総務省は２００４年１２月に「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」を策定し、２０１０年を目標として「いつで

も、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに簡単につながるユビキタスネット社会の実

現を目指して、①ユビキタスネットワークの整備、②ＩＣＴ利活用の高度化、③利用環境

                                                  
8 平成２０年６月１０日 経済財政諮問会議取りまとめ。
http://www.keizai-shimon.go.jp/minutes/2008/0610/item7_1.pdf 

削除: 実行
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整備を中心とした取組を進めている。 

新たな成長戦略を検討するに当たっては、これまでの取組を評価し、ＰＤＣＡのサイ

クルを有効に機能させていくことが必要である。このため、情報通信社会の現状把握

を行いつつ、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」の軸にしたがって、①ユビキタスネットワークの整備（基

盤）、②ＩＣＴ利活用の高度化（知恵）、③利用環境整備（安心）の３点について定量的

評価を実施し、公表すべきである。世界最高水準の情報通信基盤を実現したものの、

その利活用が遅れていることが指摘される中で、①～③に分類して本格的な評価を行

うことにより、その背景や理由を精緻に分析することが可能となる。 

 

図表２．５ ＩＣＴによる成長力強化に必要な検討課題 

 

 

（２） 社会の将来像の具体化 

２０１１年には、ブロードバンド・ゼロ地域の解消や、地上デジタル放送への完全移

行が終了し、いわゆる「完全デジタル元年」が到来する予定となっている。 

この「完全デジタル元年」以降に迎える未来社会は、経済・社会や生活・文化の抜

本的な変革をもたらし、現代社会のさまざまな形式・手順・規則・法律等に対して変化

を迫る。このような変革を、産業革命に匹敵する新しい「デジタル文明」の到来と認識し、

新しいコンセプトの提示を図るべきである。 

この「デジタル文明」の波はいわゆる「Ｓ字カーブ」を描いており、「農業による成長」、

「工業による成長」に引き続く、「情報・知識を原動力とする成長」をもたらしうるもので

ある。世界最高水準の情報通信基盤を実現した日本は、この「Ｓ字カーブ」の上昇軌

道にのれるか否かの端境期にあり、この機会を活かすためには、明確な未来社会像を

描いて広く共有し、これに向かう道筋を民産学官一体となって進んでいくべきである。 

この未来社会像は、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」が目標とする「いつでも、どこでも、何でも、誰

でも」ネットワークに簡単につながるユビキタスネット社会を、さらに一層具体化し発展

させた社会として捉えることができるのではないかと考えられる。 
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（ユビキタスネット社会）

国際的な存在感の低下
国際的な存在感の低下

２０２０年

２００５～２０１１年

地域間格差の拡大
地域間格差の拡大

「成長力強化」への道筋をオールジャパンで策定

懇
談
会
の
検
討
課
題

２０１５年

削除: 受け止めて
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以上のような認識を整理しつつ、夢や希望に満ち、かつ実感を伴う社会の将来像を

明確とするために、技術、サービス、端末、産業、ビジネスモデル等の方向性を明らか

にし、具体的な産業や地域のイメージを分かりやすく提示することが必要になる。 

 

（３） 新たなＩＣＴ政策の検討 

現状評価に基づき、日本の強みや弱みを十分に把握するとともに、未来社会像の

具体化によって、今後の進むべき道筋を明らかにする。その上で、成長力強化の観点

から新たなＩＣＴ政策の具体化を図るべきである。 

その際に、次の２点に考慮することが必要である。 

① 経済成長に直結する政策メニュー 

経済成長に対する高い寄与度など、ＩＣＴと成長との間に密接な関係があることは

確認したが、成長力に直結する施策を具体化するためには、ＩＣＴと成長とを結ぶ経

路を明らかにし、そのつながりを高める施策が必要となる。 

一般に、経済成長率は、生産性上昇率、資本投入の伸び率、労働投入の伸び

率等に分解される。ネットワーク外部性の高い情報通信分野については、これらに

加えて外部効果を考慮することが必要であるため、これらの各要素を吟味した上で、

具体的な政策を検討していくことが有効となる。 

② 地域活性化に直結する政策メニュー 

ＩＣＴの利活用が地域活性化に寄与する事例は数多く知られているが、ＩＣＴの利

活用が地域における集積効果を高めるケースと遠隔地におけるサービス利用を確

保するケースに大別されると考えられる。 

以上のような認識のもと、定住自立圏構想なども踏まえ、ユビキタスネット社会に

おける新たな地域モデルを志向するとともに、情報格差の解消によりナショナルミニ

マムを確保しつつ、経済成長の源泉となる集積の効果を高めるための具体的施策

を検討することが必要となる。 

 

なお、総務省では、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」に引き続き、「次世代ブロードバンド戦略２０１

０」、「デジタル放送推進のための行動計画」等を策定した他、「通信・放送分野の改革

に関する工程プログラム」、「ＩＣＴ改革促進プログラム」、「新競争促進プログラム」、「ＩＣ

Ｔ国際競争力強化プログラム」、「デジタル・ディバイド解消戦略」等を随時策定し、２０

１０～２０１１年の時期を目標としたＩＣＴ政策を展開している。したがって、「ｕ－Ｊａｐａｎ

政策」の①ユビキタスネットワークの整備（基盤）、②ＩＣＴ利活用の高度化（知恵）、③

利用環境整備（安心）の３つの軸ごとに、政策の現行化（アップデート）を図ることとす

る。 
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２．２．３ オールジャパンやグローバルな仕掛け 

ＩＣＴの利活用が進んでいない分野への働きかけ等を考えると、総務省としての施策

のみならず、民産学官の連携や他府省、地方公共団体等を巻き込んだオールジャパ

ンの仕掛けが必要となる。また、成長著しいアジア地域をはじめとする近隣諸国等との

連携を深め、国際競争力と国際共生力を共に高めていくためには、グローバルな仕掛

けが必要となる。 

このような施策を展開するためには、重点分野の設定や象徴的なプロジェクトの提

示により、大がかりな仕掛けをビルトインしていくことが必要である。 
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第３章  日本のＩＣＴの現状 

３．１ 日本のＩＣＴ戦略の推移 

３．１．１ 政府全体の取組み 

図表３．１は、日本のＩＣＴ戦略の推移を示したものである。１９９０年代後半からインタ

ーネットや携帯電話等が急速に普及したが、韓国等の先進諸国と比較して「ＩＴ革命」

への取組みに日本が出遅れたとの危機感のもと、２００１年１月に「ＩＴ戦略本部」が設

置され、「５年以内（２００５年）に世界最先端のＩＴ国家となる」ことを大目標とした「ｅ－Ｊ

ａｐａｎ戦略」がとりまとめられた。特に、インフラ整備については、２００５年までに高速イ

ンターネットを３千万世帯で、超高速インターネットを１千万世帯で利用可能とする目

標が設定された。 

 

図表３．１ 日本のＩＣＴ戦略の推移 

 

 

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略を受け、インフラ整備、電子商取引、電子政府、人材育成を重点分

野として様々な施策が集中的に講じられた結果、２００３年には短期間のうちに目標が

達成され、供給基盤が整備された。一方、実際の利用率は低調にとどまり、魅力あるコ

ンテンツの不足や、医療、教育、電子政府・電子自治体等、利活用面の課題に関心が

完
全
デ
ジ
タ
ル
元
年

①ITによる医療の構造改革

②ITを駆使した環境配慮型社会

③世界に誇れる安全で安心な社会

④世界一安全な道路交通社会

⑤世界一便利で効率的な電子行政

⑥IT経営の確立による企業の競争力強化

⑦生涯を通じた豊かな生活

総務省の情報通信政策 （ビジョン）

インフラから利活用へ

先導７分野でのＩＴ利活用の促進

①医療、②食、③生活

④中小企業金融、⑤知
⑥就労・労働、⑦行政ｻｰﾋﾞｽ

①インフラ

2005年のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境整備

・高 速 3,000万世帯
・超高速 1,000万世帯

②電子商取引、③電子政府、④人材

e-Japan戦略Ⅱ(03年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略(06年1月)

ＩＴによる構造改革力の追求

ＩＴによる社会課題の解決

2001 ～2005 ～2010 2011

e-Japan戦略(01年1月)

ブロードバンドインフラの整備

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家を実現 ２０１０年いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現

情報通信審議会答申（０１年７月、０２年８月、０３年７月）

①インターネット利用

の高度化

②インターネット基盤

の高度化

①コンテンツ流通の促進

②IPv6の利用促進

③IPv6を備えたｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

基盤への移行

①本格的な利用拡大を目指

す第二段階のICT社会へ

②我が国の特徴･強さを活か

した日本発のICT社会を

世界に提示

21世紀におけるインターネット政策③

日本発の新ICT社会
を目指して

21世紀における
インターネット政策①

21世紀における
インターネット政策②

貢
献

貢
献

貢
献

①シームレスなユビキタス基盤の整備（ブロードバンドからユビキタスへ）

②２１世紀の課題解決にICTを利活用（電子化促進から課題解決へ）

③ICTの利用環境整備の推進（安心･安全の抜本強化）

ｅからｕへの進化

本格的な利用拡大へｺﾝﾃﾝﾂ流通・
IPv6の利用促進

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用・
基盤の高度化

ＩＣＴ国際
競争力強化
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(07年5月)

通信・放送分野
の改革に関する
工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(06年9月)

総務省のｕ－Ｊａｐａｎ政策(04年12月)
ユビキタスネット社会の実現
（「いつでも、どこでも、誰でも、何でも」ネットワークに簡単につながる社会の実現）

ＩＣＴ成長力強化プラン(08年5月)
あらゆる産業・地域と

ＩＣＴとの特化した融合

削除: 基盤
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向けられるようになった。 

その結果、「インフラから利活用へ」をコンセプトとした「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」が２００３

年７月に策定され、医療、食、行政サービス等の国民生活に身近な７分野について重

点的に利活用が推進されることとなった。 

しかし、その後も、医療、教育、行政等でのＩＴ利用や、地域や世代間等での情報格

差、企業経営でのＩＴ活用等における課題が依然として存在していることから、２００６年

１月には「ＩＴによる社会課題の解決へ」をコンセプトとする「ＩＴ新改革戦略」を策定した。

ＩＴが有する構造改革力を活かし、日本社会の抱える大きな社会的課題を解決するべ

く、政府全体で各種の施策を展開しているところである。 

総務省としても、「ＩＴ新改革戦略」に掲げられた個別施策をＩＴ戦略本部のもと政府

一体となって着実に推進し、「いつでも、どこでも、誰でも、ＩＴの恩恵を実感できる社会

の実現」に向けて、全力を傾注している段階である。 

 

３．１．２ 総務省の取組み 

総務省では、２００１年以降、情報通信基盤整備を中心とした独自の情報通信政策

ビジョンの策定を行っている。２００１年から２００３年にかけては、「インターネット基盤の

利用・高度化」「コンテンツ流通・ＩＰｖ６の利用促進」「本格的な利用拡大へ（日本発の

新ＩＣＴ社会を目指して）」を基本コンセプトとしたビジョンが、情報通信審議会の答申と

して策定された。 

２００４年末には、ｅ－Ｊａｐａｎ戦略及びｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱの進捗状況を踏まえ、「いつ

でも、どこでも、誰でも、何でも」ネットワークに簡単につながるユビキタスネット社会の

実現に向けたｕ－Ｊａｐａｎ政策が策定された。このｕ－Ｊａｐａｎ政策は、①情報通信基盤

を「ブロードバンドからユビキタスへ」発展させるとともに、②ＩＣＴ利活用を「電子化促進

から課題解決へ」進化させ、併せて③利用環境整備において「安心・安全の抜本強化」

を図ることによって、ｅ（電子化）の世界からｕ（ユビキタス）の世界へ飛躍させることを基

本理念とするものである。 

その後、２００６年９月には、「通信・放送分野の改革に関する工程プログラム」が策

定された。ブロードバンド基盤の全国整備や地上デジタル放送への完全移行が実現

することが予定されている２０１１年を「完全デジタル元年」と位置づけ、工程プログラム

にしたがって、基盤整備を着実に実行することとされている。さらに、２００７年５月には

「ＩＣＴ国際競争力強化プログラム」が策定され、ＩＣＴ産業の国際競争力強化に向けた

複数のプログラムを並行的に実施しているところである9。 

なお、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の提案がＩＴ新改革戦略の土台として貢献するなど、総務省に

おけるビジョンの内容は、ｅ－Ｊａｐａｎ戦略、ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ、ＩＴ新改革戦略、さらには

ＩＴ戦略本部が毎年策定する重点計画に反映され、情報通信政策の連携や調和が図

られている。  

                                                  
9 これらの政策は、「ＩＣＴ改革促進プログラム（平成１９年４月２０日）」にまとめられている。

http://www.soumu.go.jp/pdf/070420_1.pdf 
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３．２ 日本のＩＣＴ競争力の推移 

３．２．１ ＩＣＴ競争力ランキング 

図表３．２は、世界経済フォーラム（ＷＥF）が２０００年以降毎年作成している「ネット

ワーク準備度指数」により、ＩＣＴ競争力の国際ランキングの推移を示したものである。

日本のＩＣＴ競争力は２０００年以降上昇基調にあったが、２００５年には下降に転じ、２

００７年には１２２カ国・地域中１９位まで後退した10。デンマーク、スウェーデン、スイス、

フィンランド等、欧州勢が上位１０カ国中７カ国を占めている。 

 

図表３．２ ＩＣＴ競争力ランキングの推移 

 
【出典】 世界経済フォーラム（WEF） “Global Information Technology Report” 

 

３．２．２ 日本のＩＣＴ競争力の課題 

「ネットワーク準備度指数」は、ＩＣＴの「環境（市場、政治・規制、インフラ）」「対応力

（個人、企業、政府）」「利用（個人、企業、政府）」の３つの要素（合計９の指標群）から

なる合計６７の指標から構成されている。図表３．３は、２００６年の日本の「ネットワーク

準備度指数」について、その構成を示したものである。ＩＣＴに関する「環境」（１８位）や

「対応力」（１２位）と比較して、「利用」（２１位）が大きな課題となっており、「ビジネスの

利用」が高評価である一方、「個人の利用」「行政の利用」の評価が非常に低い。個別

の指標を詳しく見ると、政府のＩＣＴ利活用、オンラインサービスの提供、ＩＣＴの政府内

でのプレゼンス等、政府部門の課題が目立つ状況にある。 

 
                                                  
10 本指標の作成にあたっては、第３世代携帯電話や光ファイバなどの新技術に関するデータは対象外となってい

る。ＷＥＦ事務局によれば、調査対象国・地域の約３分の２以上からデータが得られることが指標として採用する条

件であり、新技術の普及の実態はデータが入手しにくく、この条件に合致しない。しかし、それでは先端技術よりも

陳腐化した技術に有利に働くため、積極的に新技術に関するデータを採用し、データの得られない国・地域は推

計値やゼロで代用するなど、評価の実効性を高める工夫が必要と考えられる。 
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１ １ ３ デンマーク

２ ２ ８ スウェーデン

３ ５ ９ スイス

４ ７ １ 米国

５ ３ ２ シンガポール
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７ ６ １２ オランダ
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削除: 関連法制度



 

24 
 

図表３．３ 日本のＩＣＴ競争力の強みと弱み 
 

 

 

  

総合 19位

環境構成指標 18位

市場環境 14位

行政･制度環境 14位

インフラ環境 21位

対応力構成指標 12位

個人の対応力 27位

ビジネス対応力 9位

行政の対応力 14位

利用構成指標 21位

個人の利用 22位

ビジネスの利用 3位

行政の利用 31位

＜２００７年（大項目、中項目）＞ ＜日本の強み（小項目）＞

電話料金 62位

政府のICT利活用と効率性 65位

税の範囲と効果 64位

携帯電話の普及度 49位

政府のオンラインサービスの提供 49位

金融マーケットの成熟度 34位

サービス輸入 32位

高等教育就学率 32位

インターネットの帯域 39位

報道・言論の自由 33位

税率 91位

ビジネス開始までにかかる時間 48位

ベンチャーキャピタルの実用度 37位

＜日本の弱み（小項目）＞

※網掛けは日本の弱い項目（２０位以下）

※５位以上の項目

※３０位以下の項目

教育費 85位

ICTの政府内でのプレゼンス 37位

マネジメントスクールの質 67位

ビジネス開始までに要する手続き 44位

事務用月額電話料金 54位

ブロードバンド料金 1位

有効な特許 2位

地域のサプライヤーの数 2位

科学技術者の供給力 2位

買い手の洗練度 3位

地域の競争環境 3位

企業のR&D投資 3位

企業レベルの技術吸収力 3位

イノベーション 3位

地域のサプライヤーの質 4位

企業の職員教育 4位

ブロードバンド月間加入申込者数 5位
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第４章  情報通信基盤の現状評価 

４．１ ｕ－Ｊａｐａｎ政策の政策目標 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策では、「基盤」と「利活用」と「安心・安全」を三本柱とする政策パッケ

ージを策定し、前述のとおり、①情報通信基盤を「ブロードバンドからユビキタスへ」発

展させるとともに、②ＩＣＴ利活用を「電子化促進から課題解決へ」進化させ、併せて③

利用環境整備において「安心・安全の抜本強化」を図ることとしている（図表４．１）。 

これらの政策を展開する上で、三本柱のそれぞれについて、２０１０年を念頭に置い

た政策目標を以下の通り設定している。 

①基盤：「２０１０年までに国民の１００％が高速または超高速を利用可能な社会に」 

②利活用：「２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴは課題解決に役立つと評価する社会に」 

③安心・安全：「２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴに安心感を得られる社会に」 

成長力強化に向けた新たな政策を検討するためには、ＰＤＣＡ11を徹底する観点か

ら、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の現状を客観的に評価し、これらの政策目標の進捗状況を確認す

ることが必要である。 

 

図表４．１ ｕ－Ｊａｐａｎ政策の概要 

 

                                                  
11 Plan（計画）-Do（実行）-Check（評価）-Act（改善）の略。 

ｕ
ー
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ

政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備

ブロードバンド基盤の全国的整備

有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備

実物系ネットワークの確立

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進

ＩＣＴによる先行的社会システム改革

ＩＣＴ人材活用

ＩＣＴ利活用の高度化

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進

利用環境整備
「影」に関する課題の整理・明確化

ユビキタスネット社会憲章の制定

顕在化しつつある重要な課題への対応

現
状

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴは課題解決に役立つと

評価する社会に

民産学官の有機的な連携

学 （学界）

官（地公体）

民 （生活者）

産 （産業界）

官 （国） 協調

①主役は民産学（官は環境整備）
②多様な主体が政策実施に参画
③適切な役割分担

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を

利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％が

ＩＣＴに安心感を得られる社会に

工程表とＰＤＣＡ
２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

施策A

施策B

施策C

明確な
成果目標

工

程

表

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

Ｐｌａｎ
（計画）

Ｄｏ
（実施）

Ｃｈｅｃｋ
（評価）

Ａｃｔ
（改善）

フィードバック

国際戦略： 国内にとどまらず、国際的な市場やネットワークを視野に入れた政策を推進（アジア・ブロードバンド計画の推進によりアジアを世界の情報拠点に）

技術戦略： 重点分野の研究開発や標準化を戦略的に推進するとともに、持続的発展に向けたイノベーションを促し、国際競争力を高める

４５％の利用者がＩＣＴが

問題解決に役立つと評価、
用途はウェブサイト閲覧等に限定

およそ１割の自治体において
ブロードバンドサービスが未提供であり、

地域間格差が存在

利用者の約３分の１が、
インターネット利用に不安感

目
標

実
施
の
在
り
方

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家となる
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なお、本章では「基盤」に関する評価を行うこととする。「基盤」については、国際比

較可能な定量データが豊富に存在するため、客観的手法により精緻な定量分析を行

った上で、国際ランキングやレーダチャートにより評価結果を視覚化する。 

一方、「利活用」及び「安心・安全」については、第５章でまとめて評価を行うこととす

る。これらについては、国際比較可能なデータは極めて不足しており、政策目標が国

民の「実感」を基準としているため、アンケートの手法に基づく意識調査が必要となる。

したがって、「利活用」及び「安心・安全」の双方について、一体的なアンケート調査を

行った上で、可能な限り定量的な分析を行い、レーダチャート等により評価結果を視

覚化する。 
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４．２ 情報通信基盤の現状評価 

４．２．１ ブロードバンド基盤整備の進捗状況 

日本のブロードバンド基盤は、図表４．２に示すとおり、料金や通信速度の面で既に

世界一となっており、世界最高水準のネットワーク環境を実現している。 

 

図表４．２ ブロードバンドの料金と速度の国際比較 

     

 

一方、ブロードバンドのサービスエリアの世帯カバー率（推計）では、利用可能な世

帯が２００８年３月末で全世帯の９８．３％に達しており、超高速ブロードバンドのＦＴＴＨ

でも８６．５％に増加した（図表４．３）。ｕ－Ｊａｐａｎ政策における「基盤」の目標に照らし、

比較的順調に推移しているものの、残された地域における基盤整備において１００％

を実現するには、地形等の自然環境要因や採算性等の市場要因の双方から困難が

予想され、引き続き積極的な政策展開を図ることが重要である。なお、普及率につい

ては、２００８年３月末のブロードバンド回線の契約数が２,８７５万契約に達し、５５．６％

となっており、近年では特に光ファイバの利用が急拡大している。 

 

図表４．３ ブロードバンドの整備状況 

 

ブロードバンド料金
2002年度末 2006年4月
1位 日本
2位 韓国
3位 ベルギー
4位 香港

5位 台湾
6位 ニュージーランド
7位 シンガポール

1位 日本
2位 韓国
オランダ
スウェーデン

シンガポール
イタリア
台湾

※ ＩＴＵが各国・地域で最も典型的なブロードバンドと認める接続条件に基づき、毎
秒１００キロビットにかかる料金を各国の一月当たりGNIの一人当たりに占める割合
（ここで用いているのは、逆数）

（出典）
2002年：国連の専門機関であるITUの調査
2006年： ITU Internet Report 2006

ブロードバンド通信速度（２００６年４月）

ＤＳＬの下り速度
（単位Mbps）

※ケーブルインターネットも含む

（出典） ITU Internet Report 2006 

8 .1

12 .3

12 .3

20 .5

24 .0

24 .0

30 .7

51 .2

51 .2

0 10 20 30 40 50 60

英国

イタリア

台湾

オランダ

フィンランド

シンガポール

韓国

日本

スウェーデン

●IT新改革戦略
（2006.1.19 IT戦略本部）

●デジタル・ディバイド解消戦略
（2008.6.24 総務省）

※１ 2000年（平成12年）国勢調査の世帯数及び2005.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,038万世帯）より推計
※２ 2000年（平成12年）国勢調査の世帯数及び2006.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,110万世帯）より推計
※３ 2005年（平成17年）国勢調査の世帯数及び2007.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,171万世帯）より推計

ブロードバンド

超高速
ブロードバンド
（ＦＴＴＨ）

90％

ブロードバンド・
ゼロ地域の解消

2010年度
目標

2007年3月末
（平成19年3月末）

93.9％
（4,733万世帯）※１

79.7％
(4,015万世帯)※１

2006年3月末
（平成18年3月末）

95.2％
（4,863万世帯）※２

83.5％
(4,268万世帯)※２

98.3 ％
（5,083万世帯）※3

86.5％
（4,471万世帯）※3

2008年3月末
（平成20年3月末）

サービスエリアの世帯カバー率（推計）

（注）

●デジタル・ディバイド解消戦略
（2008.6.24 総務省）

削除: ２００７年末

削除: ９５．８

削除: 光ファイバ

削除: ８５．３

削除: 世帯カバー率の進捗状況
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４．２．２ 情報通信基盤の現状評価のあり方 

（１） 包括的な評価の必要性 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策における「基盤」の政策目標との関係では、前述のとおり世帯カバー

率の動向を評価すれば足りるものであるが、この分野は各国の数値データが豊富に

入手可能であるため、定量的な国際比較を実施することにより、日本の情報通信基盤

の現状評価を行うこととする。 

なお、既に世界最先端水準と評価されている日本のブロードバンド環境ではあるが、

その根拠としているデータは利用料金や通信速度に過ぎず、ＰＤＣＡを的確に行うた

めには、包括的なデータを用いて客観的な評価を行うことが重要である。 

また、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）のＩＣＴ競争力ランキングでは、光ファイバや第３

世代携帯電話等の新技術はデータの制約上対象外となっているが、情報通信基盤の

先進性を評価する上では新技術のデータを含めることが不可欠となる。 

このような認識のもと、以下に示す独自の分析手法によって国際比較を行った12。 

 

（２） 評価に使用するデータ 

使用するデータは、包括的な評価による国際比較を確保するために、幅広い指標

をできる限りバランス良く採用し、図表４．４に示すとおり、情報通信基盤に関連する以

下の６分野１２項目を選定した。なお、データについては、恣意性を排除し中立性を確

保するため、国際機関等によって既に公表されているデータをそのまま使用した。 

１） 利用料金  

情報通信基盤が広く普及するためには、低廉な料金で利用できる環境が提供さ

れていることが重要である。そこで、情報通信基盤の利用料金として、「①電話基本

料金」「②ブロードバンド料金」の２指標を採用した。 

２） 高速性  

利用者がＩＣＴを快適に利用するためには、ストレスなく利用できる高速大容量の

環境が重要である。そこで、情報通信基盤の高速性として、「③光ファイバ比率」「④

ブロードバンド速度」の２指標を採用した。 

３） 安全性  

利用者がＩＣＴを安心して利用するためには、セキュリティの面で高品質であること

が重要である。そこで、情報通信基盤の安全性として、「⑤安全なサーバ数」「⑥ボ

ット感染ＰＣ台数」の２指標を採用した。 

４） モバイル度  

利用者がＩＣＴを「いつでも、どこでも」ユビキタスに利用できるためには、モバイル

化が重要である。そこで、情報通信基盤のモバイル度として、「⑦第三世代携帯電

話比率」「⑧携帯電話普及率」の２指標を採用した。 

５） 普及度  

利用者がＩＣＴの恩恵を十分に享受するためには、ＩＣＴインフラが普及し利用でき

                                                  
12 平成２０年３月１８日公表。http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/080318_3.html 
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ることが大前提である。そこで、情報通信基盤の普及度として、「⑨インターネット普

及率」「⑩ブロードバンド普及率」の２指標を採用した。 

６） 社会基盤性  

情報通信基盤は今や社会資本の中枢であるが、道路等の旧来型の社会基盤と

の比較における優先度が、今後の発展を左右する。そこで、情報通信基盤の社会

基盤性として、「⑪インターネットホスト数」「⑫ＩＣＴ投資割合」の２指標を採用した。 

 

図表４．４ 情報通信基盤の評価指標（６分野１２項目） 

    
 

（３） 評価対象とする国・地域 

情報通信基盤の先進性を評価する以上、使用するデータの一部に先進的な技術

の導入状況のデータを含むため、情報通信基盤が比較的整っていると評価されてい

る国・地域を絞り込んで、評価対象とすることとした。具体的には、地域バランスも考慮

して、以下の計２３カ国・地域を北米、欧州、アジア・太平洋から選定した。 

北米   ： アメリカ、カナダ 

欧州   ： フィンランド、オランダ、デンマーク、スウェーデン、スイス、フランス、 

ポルトガル、イギリス、ドイツ、スペイン、ベルギー、イタリア、オーストリア 

アジア・太平洋： 日本、韓国、中国、シンガポール、台湾、香港、オーストラリア、 

ニュージーランド 

 

（４） 評価手法 

以下の通り、透明かつ簡便で評価結果が視覚化できる評価手法を採用した。 

① 各指標の偏差値平均による国際ランキング 

各国・地域において各指標のデータを偏差値化13し、情報通信基盤の水準に

関する総合評価は、全指標の偏差値平均によりランキング化した。  

                                                  
13 偏差値を求めるために、（偏差値）＝{（各国の値）－（平均値）}／標準偏差×10＋50 という式を用いた。ただし、

値が小さい方が、よりインフラが整えられていると考えられる指標（電話基本料金、ブロードバンド料金）に関しては、

各国・地域の値の逆数を用いた。 

ＩＣＴインフラ
評価指標

(1) ＩＣＴインフラ
の利用料金

(4) ＩＣＴインフラ
のモバイル度

(5) ＩＣＴインフラ
の普及度

(6) ＩＣＴインフラ
の社会基盤性

①電話基本料金

②ブロードバンド料金

④ブロードバンド速度

⑥ボット感染のＰＣ台数

⑦３Ｇ携帯比率

⑧携帯電話普及率

⑨インターネット普及率

⑩ブロードバンド普及率

⑪インターネットホスト数

⑫ＩＣＴ投資割合

(2) ＩＣＴインフラ
の高速性

(3) ＩＣＴインフラ
の安全性

⑤安全なサーバ数

③光ファイバ率
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② 各国・地域の偏差値データのレーダチャート化 

各国・地域の偏差値データをレーダチャートに図示し、視覚化した。なお、レー

ダチャートの面積が大きい程、情報通信基盤の水準がより高評価であると解釈で

きる。 

 

４．２．３ 情報通信基盤の評価結果 

（１） 国際ランキング 

上記の評価手法に基づく２３カ国・地域の情報通信基盤に関する国際ランキングを

図表４．５に示した。その結果、新技術も含めた総合評価で日本は世界一となり、料金

や速度にとどまらず包括的なデータに基づく総合評価を行っても、文字どおり世界最

高水準の情報通信基盤が実現していることが明らかとなった。 

なお、総合評価では韓国が僅差で２位となり、日韓と３位以下との間には大きな開き

がある14。上位１０カ国は、フィンランド・スウェーデン等の北欧勢、香港・シンガポール

等のアジア勢、米国となった。世界経済フォーラム（ＷＥＦ）のランキング等と比べても、

上位陣の顔ぶれは類似しており、違和感はない。 

 

図表４．５ 情報通信基盤に関する国際ランキング 

 

 

（２） レーダチャートによる分野別の評価 

日本の情報通信基盤に関する分野別の評価について、各指標の偏差値データや

２３カ国・地域における順位を示したレーダチャートを図表４．６に示した。 

日本は、ブロードバンド料金、光ファイバ比率、ブロードバンド速度、ボット感染ＰＣ

台数の４指標で１位となり、第３世代携帯電話比率で２位、電話基本料金で４位となっ

た。ブロードバンドの料金と速度に加え、新技術に関する指標では、まさに世界最高

水準である。 

                                                  
14 総務省では２００５年に同様の評価を行っているが、２００５年時点の評価結果と比較し、日本と韓国の差は縮ま

った一方で、日韓両国と他国との差は広がる結果となった。 

ランキング 国・地域名 偏差値平均 ランキング 国・地域名 偏差値平均

1 日本 60.2 13 スイス 49.3

2 韓国 59.8 14 イタリア 48.6

3 フィンランド 54.6 15 オーストリア 48.3

4 スウェーデン 53.7 16 カナダ 47.5

5 オランダ 53.7 17 ニュージーランド 47.4

6 香港 52.6 18 ベルギー 46.2

7 シンガポール 52.4 19 ドイツ 45.4

8 台湾 52.1 20 ポルトガル 45.4

9 米国 51.9 21 フランス 45.3

10 デンマーク 51.3 22 スペイン 44.1

11 オーストラリア 49.9 23 中国 40.7

12 イギリス 49.8
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図表４．６ 情報通信基盤の評価に関する日本のレーダチャート 

 

 

一方、普及率や社会基盤性に関する指標では、全般的に低調な結果となった。も

っとも、データにやや難点もある。例えば、携帯電話普及率では、プリペイド携帯電話

の容認やＳＩＭカードのロック解除といった要因もあり、人口普及率が１００％を超える

国が少なくない。また、インターネット普及率では、パソコンからの利用者のみを対象と

し、携帯電話からの利用者は含まれていない。国際機関等が公表しているデータをそ

のまま利用するのではなく、適切な補正を行えば日本の順位は多少上がるだろう。し

かし、そのような点を割り引いても、普及率や社会基盤性の点で日本が課題を抱えて

いることには本質的に変わりがない。 

 

（３） 上位５カ国の比較 

 国際ランキング上位５カ国（日本、韓国、フィンランド、スウェーデン、オランダ）のレー

ダチャートを比較したものが、図表４．５である。 

韓国はブロードバンド速度、第三世代携帯電話比率、ブロードバンド普及率で１位、

フィンランドはボット感染ＰＣ台数で１位、ブロードバンド料金で２位、スウェーデンはブ

ロードバンド料金、インターネット普及率で２位、オランダはブロードバンド普及率で１

位、ブロードバンド料金、インターネットホスト数で２位といった状況である。特徴は国

によって異なるが、上位５カ国とも世界１～２位の指標を複数有している。 
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図表４．７ 国際ランキング上位５ヶ国の比較 

 
 

４．２．４ まとめ 

日本は新技術のデータも採り入れた総合評価では世界一となったが、情報通信基

盤の「普及度」、「社会基盤性」等では改善の余地が残されている。 

安くて速く、新技術も取り入れたブロードバンド環境でありながら、それが社会的な

普及や社会基盤としての充実に必ずしも十分につながっていない現実をどう評価す

べきだろうか。普及に関しては、コンテンツの魅力不足や、高齢者等にも優しく使いや

すいサービスになっていない等の点が指摘される。社会基盤に関しては、課題山積み

の日本政府内でのＩＣＴ政策の優先度が不十分であるといった点も指摘されるだろう。

このような課題も踏まえ、都市と地域の情報格差の解消や情報化の進展を踏まえた社

会資本整備における資源配分の見直し等を進め、情報通信基盤の価値をさらに高め

て日本の競争力強化につなげていく努力が求められる。 

なお、社会基盤性については、世界経済フォーラムの報告書の中で、「政府におけ

るＩＣＴの優先度」、「政府の将来ビジョンにおけるＩＣＴの重要性」のランキングが報告さ

れている（図表４．８）。日本の順位は今一つの位置にあり、アジア地域の中でもシンガ

ポールや台湾、韓国の後塵を拝している。ＩＣＴの分野は技術革新のスピードが速く、

新技術の波をうまく捉えれば蛙跳びで追い抜くことも不可能ではない。一人あたりＧＤ

Ｐの上位国における産業の柱を参考とすれば、今後の成長の原動力にＩＣＴを位置づ

けることは不可欠であり、世界最高水準の位置を引き続き維持するには、社会基盤と

しての優先度の向上を図るべく、情報化の進展を踏まえた社会資本整備や資源配分

の見直しに取り組むべきである。 
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図表４．８ ＩＣＴの社会基盤性に関連する国際ランキング 
 

（政府におけるＩＣＴの優先度）     （政府の将来ビジョンにおけるＩＣＴの重要性） 

  

  【出典】  世界経済フォーラム（ＷＥＦ） “The Global Information Technology Report 2005-2006” 
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第５章  ＩＣＴの利活用及び利用環境の現状評価 

５．１ ＩＣＴの利活用及び利用環境の評価のあり方 

５．１．１ 意識調査の必要性 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策における「利活用」及び「利用環境」の政策目標は、「２０１０年までに

国民の８０％がＩＣＴは課題解決に役立つと評価する社会に」及び「２０１０年までに国

民の８０％がＩＣＴに安心感を得られる社会に」とされており、国民の「実感」を基準とし

ている。この「実感」について現時点での進捗状況を評価するには、国民利用者を対

象とする意識調査（以下、「生活者調査」という。）を行う必要がある。また併せて、ＩＣＴ

分野に造詣の深い有識者にも同様の意識調査（以下、「有識者調査」という。）を実施

し、一般国民との認識の相違についても比較分析を行うことが有用である。 

なお、本来は、第４章の「情報通信基盤の現状評価」のように、定量的な国際比較

によって現時点での日本の位置づけを客観的に把握することが望ましいが、ＩＣＴ利活

用については幅広い分野が対象となることもあり、定量データは極めて不足している。

したがって、国際比較は多国間で十分に対比可能な定量データが入手できる場合に

のみ補足的に行うこととし、基本的には上記の意識調査の分析結果に現状評価を依

存することとする。 

 

５．１．２ ウェブ調査の活用 

｢国民の８０％｣という目標に照らし合わせた意識調査を行うには、大規模なアンケー

ト調査が必要となるが、以下の理由によりウェブ調査を２５００人規模で実施した。 

○ インターネットは、ＩＣＴ利活用の進展の中心的な役割を担っていること。 

○ ブロードバンドの全国整備の完了が予定されている２０１０年には、ほぼすべて

の国民がインターネットを利用可能となる環境が整うと想定されること。 

○ ウェブ調査は、郵送調査に比べて、大規模なアンケート調査を行う上での手法

や費用の面で柔軟性が高いこと。 

この結果、｢国民の８０％｣という基準は、「インターネット利用者の８０％」という基準で

代用することとなる。ただし、あくまで現時点での進捗状況を簡便に評価するための便

宜的な解釈であり、インターネット利用者のみを調査対象としている点について、分析

結果の解釈の際には一定の留保が必要である。 

なお、２５００人の内訳については、生活者調査が２４００人弱、有識者調査が１００人

強という構成になっているが、具体的な調査の概要については５．４を参照されたい。 
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５．１．３ 評価手法の概要 

（１） ＩＣＴの利活用の現状評価 

ＩＣＴの利活用の到達目標については、ＩＣＴ利活用に関する１０分野を設定し、図表

５．１に示す方法により、それぞれの分野における「ＩＣＴシステムの課題解決に対する

実感」を算出し、その平均値を用いて到達目標に対する進捗状況を把握した。 

 

図表５．１ ＩＣＴの利活用に関する政策目標の分析手法 
 

○ ＩＣＴ利活用に関する１０分野 

①医療・福祉分野  ②教育・人材分野     ③就労・労務分野  ④行政サービス分野  ⑤文化・芸術分野 

⑥企業経営分野    ⑦環境・エネルギー分野  ⑧交通・物流分野    ⑨安心・安全分野     ⑩電子商取引分野 

 

○ 「ＩＣＴシステムの課題解決に対する実感」に関する設問 

設問： 総合的に見て、この分野の課題解決にＩＣＴは役立っていると思われますか。５段階で評価してください。 

１．非常に役立つと思う ２．役立つと思う ３．どちらともいえない ４．あまり役立たないと思う ５．まったく役立たないと思う 

 

○ 「ＩＣＴシステムの課題解決に対する実感」に関する算定方法 

・ 各分野に関連するＩＣＴシステムについて、「利用経験がある者」又は「利用したことはないが、ＩＣＴシステムの名

前や内容を知っている者」を母数とし、上記の設問で１又は２と回答した者の割合を算定し、各分野の「ＩＣＴシス

テムの課題解決に対する実感」とする。 

・ １０分野の平均値を算定し、ＩＣＴシステム全般における「課題解決に対する実感」とする。 

 

 

（２） ＩＣＴの利用環境整備の現状評価 

ＩＣＴの利用環境整備の到達目標については、ＩＣＴの利用環境に関する１０分野を

設定し、図表５．２に示す方法により、それぞれの分野における「ＩＣＴの利用環境整備

に対する進捗感」を算出し、その平均値を用いて到達目標に対する進捗状況を把握

した。 

なお、「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」は、「ＩＣＴの利用環境に対する安心

感」と密接な関係にあり、「進捗感」が大きいほど「安心感」がより一層醸成されるものと

仮定する。このような観点から、本アンケート調査では、この「進捗感」の指標を「ＩＣＴ

の利用環境に対する安心感」を示す指標として代用する15。 

 

  

                                                  
15 進捗感が大きければ大きいほど、ＩＣＴの利用環境に対する安心感がより一層醸成されるものと判断できるため

に代用するが、あくまで代用であるため分析結果の解釈の際には一定の留保が必要である。 
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図表５．２ ＩＣＴの利用環境整備に関する政策目標の分析手法 
 

○ ＩＣＴの利用環境整備に関する１０分野 

①プライバシーの保護 ②情報のセキュリティ確保 ③電子商取引環境の整備  

④違法・有害コンテンツ、迷惑通信への対応 ⑤知的財産権への対処 ⑥新たな社会規範の定着 

⑦情報リテラシーの浸透 ⑧地理的ディバイドの克服 ⑨環境や心身の健康への配慮 

⑩サイバー社会に対応した制度・慣行の整備 

 

○ 「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」に関する設問 

設問： あなたがＩＣＴを安心して利用するために、それぞれの分野における技術面、制度面等の環境整備は進んでいると思

いますか。 

１．進んでいる ２．どちらかといえば進んでいる ３．わからない ４．どちらかといえば進んでいない ５．進んでいない 

 

○ 「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」に関する算定方法 

・ アンケート回答者数を母数とし、上記の設問で１又は２と回答した者の割合を算定し、各分野の「ＩＣＴの利用環

境整備に対する進捗感」とする。この値を、各分野における「ＩＣＴの利用環境に対する安心感」とみなす。 

・ １０分野の平均値を算定し、ＩＣＴ全般における「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」とする。この値を、ＩＣＴ全

般における「利用環境に対する安心感」とみなす。 
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５．２ ＩＣＴの利活用の現状評価 

５．１に示した評価手法により、２５００人規模のアンケート調査を実施した。本節では、

まず、ＩＣＴ利活用に関する部分の現状評価を行うこととする。 

 

５．２．１ ＩＣＴの課題解決に対する実感 

１０分野ごとの「ＩＣＴの課題解決に対する実感」をレーダチャートに示したものが図

表５．３である。 

生活者調査では、「ＩＣＴの課題解決に対する実感」の平均値は、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の

到達目標である８０％を上回る約８２％という結果が得られた。特に「実感」が高い分野

は、「交通・物流分野（89.6％）」、「電子商取引分野（89.0％）」、「医療・福祉分野

（85.8％）」であった。 

有識者調査でも、「ＩＣＴの課題解決に対する実感」の平均値は約８３％という結果が

得られた。企業経営と関わりの深い回答者が多いこともあり、「企業経営分野（92.3％）」

が最も高い。その他の分野では、生活者調査とほぼ同様な結果となり、双方の認識に

大きな差は見られなかった。 

このように、生活者調査及び有識者調査のいずれにおいても、国民のＩＣＴの課題

解決に対する実感は非常に高く、ＩＣＴ利活用が高度化することによって、社会におけ

る様々な課題の解決が可能であることを経験として良く認識し、期待もしていることが

伺える。 

 
図表５．３ ＩＣＴの課題解決に対する実感 

 有識者調査 （n=103）
生活者調査 （n数については、図表中に記入）
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５．２．２ ＩＣＴシステムの利用率 

ＩＣＴシステムの課題解決に対する実感が非常に高いことは把握できたが、実際に

国民はどの程度ＩＣＴシステムを利用しているのだろうか。図表５．４に、生活者調査に

おけるＩＣＴシステムの認知率と利用率を示したが、認知度は高いものの、利用率は全

１０分野の平均値で約４６％にとどまった。 

分野別にみると、ＩＣＴ利活用が進んでいない分野は、「企業経営分野（31.4％）」、

「教育・人材分野（33.0％）」、「医療・福祉分野（37.7％）」であり、最も利用率が高い

「電子商取引分野（68.2％）」と比べると、利用率に約２倍程度の開きが見受けられる。 

なお、「企業経営分野」については、生活者調査では利用率が低くなることが避けら

れないが、「教育・人材分野」や「医療・福祉分野」については、生活に密着した分野

であるものの、学校等におけるパソコンやインターネットを活用した授業や、自宅等に

おけるテレビ会議システムを活用したｅ－ラーニング、遠隔医療、レセプトのオンライン

化等が必ずしも十分普及しているとは言えないこともあり、ＩＣＴの利活用の進展が低調

にとどまっている状況にある。このように、ＩＣＴシステムの利活用は特定の分野にやや

偏っている傾向にあり、期待されるほど広範な分野にまで広がっていないと言える。 

 
図表５．４ ＩＣＴシステムの利用率（生活者調査） 

 

 

５．２．３ 利用者層によるＩＣＴシステムの利用率の差異 

ＩＣＴシステムの利用率について、アンケート回答者のインターネット利用年数による

分析を行ったところ、インターネットの利用年数が増えるとＩＣＴシステムの利用率が上

がる傾向がみられた（図表５．５）。その他の属性についても同様な分析を行ったところ、

ＩＣＴシステムの利用経験がある回答者の割合

ＩＣＴシステムの名前や内容を知っている回答者の割合
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上記１０分野の平均値 ４６％

上記１０分野の平均値 ６９％
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男性、非高齢者、都市圏、高所得層、ネットの長時間利用者において、ＩＣＴシステム

の平均利用率が比較的高い結果となった（図表５．６）。 

ＩＣＴの利活用促進を進めていく上では、以上の特徴を踏まえ、特にＩＣＴシステムの

利用率が低い利用者層を中心に対応を進めていくことが有効と考えられる。 

 

図表５．５ インターネット利用年数の別によるＩＣＴシステムの利用率（生活者調査） 

 
 

図表５．６ 利用者属性の別によるＩＣＴシステムの利用率（生活者調査） 
 

 １０分野の利用率の平均値 

性別 男性 ４８．５％ 女性 ４４．０％ 

年代 ２０代～５０代 ４６．９％ ６０代 ４３．７％ 

居住地域 三大都市圏 ４９．０％ 三大都市圏以外 ４３．８％ 

最近１年間の世帯収入 ７００万円以上 ５０．７％ ７００万円未満 ４４．０％ 

平日１日のインターネット接続時間 ２時間以上 ４７．５％ ２時間未満 ４４．７％ 

休日１日のインターネット接続時間 ２時間以上 ４７．５％ ２時間未満 ４４．１％ 

 
 
５．２．４ ＩＣＴ利活用の高度化に優先的に取り組むべき分野 

生活者調査を対象として、「ＩＣＴの課題解決に対する実感」及び「ＩＣＴの利用率」の

１０分野ごとの値をプロットしたのが図表５．７である。「医療・福祉分野」や「安心・安全

分野」のように、「ＩＣＴの課題解決に対する実感」が高いにもかかわらず「ＩＣＴの利用

インターネットを使い始めてからの年数が４年未満の回答者（n=296）
インターネットを使い始めてからの年数が４年以上の回答者（n=2,077）
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上記１０分野の平均値 ４７％
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率」が低いという左上の領域に存在する分野は、ＩＣＴ利活用の促進に優先的に取り組

むべき分野と判断することができる。 

 

図表５．７ ＩＣＴ利活用の高度化に優先的に取り組むべき分野（生活者調査） 

 

 

５．２．５ ＩＣＴ利活用の高度化に向けた今後の課題 

生活者調査では、各分野におけるＩＣＴを利用したことがない回答者に、その理由を

尋ねているが、その結果が図表５．８である。全体的に「自分にとって必要ない」や「身

近にシステムが整備・提供されていない」とする回答が多く、ＩＣＴシステムの需要と供

給にミスマッチが存在していることが伺える。分野別にみると、「身近にシステムが整

備・提供されていない」が大きな理由となっているのは、「医療・福祉分野」や「環境・エ

ネルギー分野」等である。また「行政サービス分野」では「手続きが面倒」、「電子商取

引分野」では、「セキュリティが心配」がそれぞれ最大の理由となっているのが特徴的

である。これらの分野では、ＩＣＴシステムの利用率を高めるために、分野固有の課題

に的確に応えていく取り組みが必要である。 

一方、有識者を対象として、各分野のＩＣＴシステムの効果を上げるために、今後乗

り越えるべき問題点を尋ねた結果が図表５．９である。「医療・福祉分野」や「行政サー

ビス分野」では、法制度の不備や業界慣習による障壁が主な問題点として指摘されて

いる。また、「教育・人材分野」では、システムを使いこなすことができる人材の育成不

足を、「交通・物流分野」では、業界内のシステム標準化の遅れを問題点として指摘す
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る声が多い。 

有識者からの意見においても、ＩＣＴシステムの技術的な問題よりも、業務の手順や

段取りなどの「企業経営の仕組み」、業界固有の取引慣行などの「産業の仕組み」、法

律や規制などの「公的制度の仕組み」が、ＩＣＴシステム導入の効果を弱めることが指

摘されている。これらの問題点を乗り越えていくためには、政府、業界、企業、学界が

連携して課題に取り組むことが重要である。 

 

図表５．８ ＩＣＴシステムを利用したことがない理由（生活者調査） 
 

 
自分にとって

必要ないから

身近にシステ

ムが整備・提

供されていな

いから 

システムの利

用料金が高い

から 

システムを利

用する時の手

続きが面倒だ

から 

システムを利

用するときのセ

キュリティが心

配だから 

その他 合計 

1.医療・福祉分野 29.4% 47.1% 3.7% 8.7% 8.5% 2.6% 100.0% 

2.教育・人材分野 42.7% 31.7% 6.5% 8.7% 7.0% 3.4% 100.0% 

3.就労・労務分野 49.0% 26.0% 2.3% 11.0% 8.4% 3.3% 100.0% 

4.行政サービス分野 21.4% 27.2% 4.2% 27.7% 15.0% 4.5% 100.0% 

5.文化・芸術分野 29.9% 34.8% 8.4% 11.0% 10.3% 5.6% 100.0% 

6.企業経営分野 53.5% 21.5% 4.5% 8.3% 7.5% 4.8% 100.0% 

7.環境・エネルギー分野 23.7% 46.2% 4.3% 12.8% 7.7% 5.5% 100.0% 

8.交通・物流分野 26.8% 28.1% 9.4% 18.4% 12.1% 5.2% 100.0% 

9.安心・安全分野 25.5% 36.9% 7.3% 14.3% 10.7% 5.3% 100.0% 

10.電子商取引分野 25.8% 15.1% 7.4% 18.5% 30.6% 2.6% 100.0% 

10分野の平均値 32.8% 31.5% 5.8% 13.9% 11.8% 4.3% 100.0% 

     は各分野の中で最も高い値のもの 
 

図表５．９ ＩＣＴシステムの効果を上げるために乗り越えるべき問題点（有識者調査） 
 

 

必要な法制

度が十分に

整備されて

いない 

業界の慣習

がシステム導

入の障壁とな

っている 

システムを使

いこなすこと

ができる人

材が育って

いない 

必要なシス

テムを開発

することがで

きる人材が

育っていない

業界内でシ

ステムの標

準化が進ん

でいない

既存のシス

テムと新しい

システムの

整合性が取

れていない

その他 合計 

1.医療・福祉分野 72.8% 71.8% 46.6% 24.3% 47.6% 24.3% 12.6% 100．0% 

2.教育・人材分野 22.3% 38.8% 80.6% 24.3% 29.1% 12.6% 12.6% 100．0% 

3.就労・労務分野 34.0% 46.6% 37.9% 21.4% 24.3% 12.6% 13.6% 100．0% 

4.行政サービス分野 50.5% 51.5% 50.5% 23.3% 46.6% 42.7% 15.5% 100．0% 

5.文化・芸術分野 39.2% 32.4% 32.4% 26.5% 26.5% 7.8% 17.6% 100．0% 

6.企業経営分野 11.7% 35.9% 38.8% 27.2% 47.6% 32.0% 14.6% 100．0% 

7.環境・エネルギー

分野 
37.3% 22.5% 34.3% 28.4% 36.3% 15.7% 15.7% 100．0% 

8.交通・物流分野 33.3% 24.5% 25.5% 18.6% 52.0% 26.5% 14.7% 100．0% 

9.安心・安全分野 40.2% 17.6% 36.3% 24.5% 39.2% 13.7% 12.7% 100．0% 

10.電子商取引分野 36.3% 28.4% 30.4% 11.8% 42.2% 21.6% 13.7% 100．0% 

10 分野の平均値 37.8% 37.0% 41.3% 23.0% 39.1% 21.0% 14.3% 100．0% 

     は各分野の中で最も高い値のもの 
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５．３ ＩＣＴの利用環境整備の現状評価 

５．２の「ＩＣＴの利活用の現状評価」と同様の評価手法により実施した２５００人規模

のアンケート調査に基づき、本節では、ＩＣＴの利用環境整備の現状評価を行うことと

する。 

 

５．３．１ ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感 

まず、１０分野ごとの「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」をレーダチャートに示

したものが図表５．１０である。 

生活者調査では、「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」の平均値は約２３％にと

どまり、これを「ＩＣＴの利用環境に対する安心感」とすれば、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の到達目

標の８０％を下回る結果が得られた。特に、「進捗感」の低い分野は、「サイバー社会に

対応した制度・慣行の整備（14.1％）」、「新たな社会規範の定着（14.4％）」、「情報リテ

ラシーの浸透（15.3％）」であった。 

有識者調査では、「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」の平均値は約３１％とな

り、生活者よりもやや高い結果となった。生活者に比べ、「電子商取引環境の整備」

「プライバシーの保護」「情報のセキュリティ確保」等に関して「進捗感」が高く、「新たな

社会規範の定着」や「サイバー社会に対応した制度・慣行の整備」等に関しては「進捗

感」が低いという結果となった。 

このように、生活者調査及び有識者調査のいずれも、ＩＣＴの利用環境整備に対す

る進捗感は低く、安心感は低いと言わざるを得ない状況にあり、近年頻発しているイン

ターネットや携帯電話における違法・有害情報の問題等が影響しているものと思われ

る。ｕ－Ｊａｐａｎ政策の到達目標も下回ることから、安心・安全のさらなる抜本強化を図る

政策を進めることが必要である。 

なお、生活者調査と有識者調査の双方で、１０の分野ごとにＩＣＴの利用環境整備に

対する進捗感を質問しているが、各分野の内容を明確にするために、具体的に発生

しうる課題を多数例示した上で回答を求める形となっている。このような質問形式によ

る調査では、ＩＣＴの利用環境に対する安心感が低く出る可能性も指摘されており、評

価結果の解釈には一定の留保が必要である16。 

  

                                                  
16 例えば、内閣府が平成１９年１１月に実施した「インターネット上の安全確保に関する世論調査」では、「インター

ネット利用に対する不安感」という設問に対し、「不安はない」とする回答が３６．３％、「不安がある」とする回答が４５．

４％、「わからない」とする回答が１８．３％となっている。 
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図表５．１０ ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感 

 

 
 
５．３．２ ＩＣＴの利用環境整備が遅れている具体課題 

１０分野の代表的な課題について、ＩＣＴの利用環境整備が遅れている具体課題を

示したものが図表５．１１である。 

生活者調査では、「進捗感」が低いものとして、「掲示板等への誹謗中傷や権利侵

害に関する書き込み(76.8％）」「盗撮とそれらの映像のネット上での不正流通(74.8％）」

「ホームページや掲示板上での他人に不快感を与える情報発信(72.3％）」が上位を

占めた。 

有識者調査では、これらの課題に加え、「医療現場や労働分野におけるＩＣＴの利

活用の遅れ(78.6％）」や「添付書類の別途郵送や持参等による行政手続きのオンライ

ン化の遅れ(77.7％)」、「地方公共団体の業務のアウトソーシングや標準化の遅れ

(73.8％）」といった「サイバー社会に対応した制度・慣行の整備」に関わる課題が上位

を占めたのが特徴的となっている。 

生活者調査及び有識者調査で上位を占めた課題については、近年新たに顕在化

してきた課題というよりも、これまでにも幾度となく不安や脅威が指摘されてきた課題が

並んでいると考えられる。これらの課題については、ＩＣＴの利活用が一段と進むにつ

れて、これまで以上に不安感が拡大することも懸念されるため、十分な対策が必要で

ある。 
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図表５．１１ ＩＣＴの利用環境整備が遅れている具体課題 
順位 生活者調査（n=2,373） 
1位 違法・有害ｺﾝﾃﾝﾂ、迷惑通信

への対応 

掲示板等への誹謗中傷や権利侵害に関する書き込み（76.8％） 

2位 プライバシーの保護 盗撮とそれらの映像のネット上での不正流通（74.8％） 

3位 新たな社会規範の定着 ホームページや掲示板上での他人に不快感を与える情報発信

（72.3％） 

4位 情報のセキュリティ確保 一般ユーザの情報セキュリティ意識の未成熟（69.7％） 

5位 知的財産権への対処 コンテンツの模倣品、海賊版の不正流通（69.0％） 

6位 電子商取引環境の整備 利用した覚えのない有料サイトの情報料未納に関する悪質な請求

（68.2％） 

7位 知的財産権への対処 ファイル交換ソフトを利用した不正なファイル交換（67.8％） 

8位 新たな社会規範の定着 公共空間等における携帯電話等の節度のない使用（67.2％） 

9位 違法・有害ｺﾝﾃﾝﾂ、迷惑通信

への対応 

巧妙化・悪質化する迷惑メール、ワン切りの手口が巧妙化している迷

惑電話（66.9％） 

10位 地球環境や心身の健康への

配慮 

インターネットや携帯電話、ゲーム等の過度な利用による青少年の発

育への悪影響（66.7％） 

 

順位 有識者調査（n=103） 
1位 情報のセキュリティ確保 一般ユーザの情報セキュリティ意識の未成熟（79.6％） 

2位 サイバー社会に対応した制

度・慣行の整備 

医療現場や労働分野におけるＩＣＴの利活用の遅れ（78.6％） 

3位 サイバー社会に対応した制

度・慣行の整備 

添付書類の別途郵送や持参等による行政手続きのオンライン化の遅

れ（77.7％） 

4位 知的財産権への対処 コンテンツの二次利用の不足（76.7％） 

5位 プライバシーの保護 盗撮とそれらの映像のネット上での不正流通（75.7％） 

6位 新たな社会規範の定着 ホームページや掲示板上での他人に不快感を与える情報発信

（74.8％） 

7位 サイバー社会に対応した制

度・慣行の整備 

地方公共団体の業務のアウトソーシングや標準化の遅れ（73.8％） 

8位 違法・有害ｺﾝﾃﾝﾂ、迷惑通信

への対応 

掲示板等への誹謗中傷や権利侵害に関する書き込み（72.8％） 

9位 情報リテラシーの浸透 対人関係の希薄による社会性やコミュニケーション能力の低下

（68.0％） 

10位 違法・有害ｺﾝﾃﾝﾂ、迷惑通信

への対応 

子ども等による有害サイトや出会い系サイトへのアクセス（66.0％） 

（ ）内は、「あまり対策が進んでいるとはいえないと思う」、「まったく対策が進んでいないと思う」と回答した者の割合 
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５．３．３ ＩＣＴの利用環境整備に優先的に取り組むべき分野 

生活者調査を対象として、縦軸に「ＩＣＴの利用環境整備に対する進捗感」、横軸に

「社会的影響度の大きい問題の発生の程度」をとり、１０の分野ごとの値をプロットした

ものが、図表５．１２である。 

「違法・有害コンテンツ、迷惑通信への対応」や「知的財産権への対処」は、社会的

影響度の大きい問題の発生の程度が高いにも関わらず、「ＩＣＴの利用環境整備に対

する進捗感」が低いという右下の領域に位置し、ＩＣＴの利用環境整備に優先的に取り

組むべき分野と評価できる。 

 

図表５．１２ ＩＣＴの利用環境整備に優先的に取り組むべき分野（生活者調査） 

 

 

５．３．４ ＩＣＴに対する安心感とリテラシー 

回答者のインターネット利用年数が、ＩＣＴの利用環境に対する安心感（進捗感）に

どのような影響を及ぼすかを分析したのが、図表５．１３である。インターネット利用の経

験に応じて安心感（進捗感）が高まることを当初予想したが、回答者のインターネット利

用年数の多寡により、安心感（進捗感）には大きな差がない結果となった。 

ただし、インターネットの利用年数が１年未満の初心者を特に抽出して調べた場合

には、図表５．１４に示すようなＵ字型の曲線が得られる結果となった。この結果につい

て、あくまで一つの可能性に過ぎないが、次のような解釈が成立するのではないかと

考えられる。すなわち、初心者の間はＩＣＴに対する安心感が比較的高いが、インター

ネット利用経験を積みリテラシーが高まってくると、さまざまな問題を認識するようにな
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って安心感がやや低下し、さらにリテラシーが高まって有識者レベルまで達すると、不

安や脅威を回避する知識を得て、安心感が向上する。仮に、このような解釈が可能で

あるとすれば、今後のＩＣＴの利用環境整備における取り組みとして、インターネット等

の利用経験の多寡に応じて、適切なリテラシー対策を選択して対処する必要がある。 

 
図表５．１３ インターネット利用年数とＩＣＴに対する安心感（進捗感）① 

【分野別】 

 

 

図表５．１４ インターネット利用年数とＩＣＴに対する安心感（進捗感）② 
【全分野の平均】 
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以上の分析を、各分野の具体課題の別で見ると、図表５．１５に示す通り、興味深い

結果が得られた。ウイルス等への感染、個人情報の不正取得、迷惑メール・迷惑電話

といった課題では利用年数とともに「安心感」が高まり、子どもの有害サイト利用、盗撮

映像の不正流通、掲示板等での誹謗中傷といった課題では利用年数とともに「安心

感」が低下する傾向となった。 

前者のような課題は、利用者の経験が高まるにつれ、不安感が次第に解消していく

ことが期待されるものである。したがって、情報リテラシーやモラル教育を早い段階から

行っていくことが有効である。なお、有識者からの意見でも、初等・中等教育段階での

情報リテラシー向上に向けたカリキュラムの必要性についての指摘が多い。 

一方、後者のような課題は、利用者の経験が高まったとしても不安感の解消が必ず

しも期待できないものである17。したがって、情報リテラシーやモラルの向上を待つだけ

は自ずと限界があり、利用者が自らでは対処不能な状況が発生することも想定される

ため、法規制や技術開発も含め、政策面で利用環境整備への積極的な関与が必要

である。 

 

図表５．１５ インターネット利用年数とＩＣＴに対する安心感（進捗感）③ 
【具体的課題の別】 

 

  

                                                   
17 図表５．１５における右側の具体的課題の例は、違法行為及び青少年保護に関するものとなっている。 
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５．４ アンケート調査の概要 【参考】 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策における「ＩＣＴ利活用の高度化」及び「ＩＣＴの利用環境整備」の政策

目標について、現時点での進捗状況を評価することを目的として調査を実施した。調

査にあたっては、到達目標が国民の「実感」を基準としているため、国民利用者を対象

とするアンケート調査（生活者調査）を行うこととした。また併せて、ＩＣＴ分野に造詣の

深い有識者にも同様のアンケート調査（有識者調査）を実施し、一般の国民との認識

の相違についても比較分析を行った。 

なお、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の政策目標では｢国民の８０％｣という基準を示しているが、以

下の点を考慮して、便宜上、「インターネット利用者18の８０％」という基準で代用した。 

○ インターネットは、ＩＣＴ利活用の進展の中心的な役割を担っていること。 

○ ブロードバンドの全国整備の完了が予定されている２０１０年には、ほぼすべて

の国民がインターネットを利用可能となる環境が整うと想定されること。 

○ ウェブ調査は、郵送調査に比べて、大規模なアンケート調査を行う上での手法

や費用の面で柔軟性が高いこと。 

ただし、あくまで現時点での進捗状況を簡便に評価するための便宜的な解釈であり、

インターネット利用者のみを調査対象としている点について、分析結果の解釈の際に

は一定の留保が必要である。 

 

（１） 生活者調査 

 

① 調査対象： 株式会社野村総合研究所が提供するインターネットリサーチサービス

「ＴｒｕｅＮａｖｉ」の提携モニター会員から、性別、年代、居住地域に配慮

しつつ、約２，４００名を募集した。その結果、回収票は２,３７３票となっ

た（図表５．１６）。なお、ＩＣＴの利用環境整備の到達目標の進捗状況を

把握するための設問のみ回収票は、２,２２３票となっている。 

 

図表５．１６ アンケート回答者の属性（生活者調査） 

 
（注）三大都市圏には、東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、愛知県、大阪府、京都府、兵庫県が含まれる。 

 

                                                   
18 ＩＣＴ利活用の政策目標については、ＩＣＴシステムが課題解決に役立っているか否かを評価するものであり、回

答者の利用経験や認知度を勘案すべきであるため、「インターネット利用者のうち、ＩＣＴシステムを利用又は認知し

ている者」で代用した。 
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② 調査方法： ウェブ形式によるアンケート調査 

 

③ 調査時期： ２００８年３月２８日（金）から２００８年３月３１日（月）までの４日間 

 

（２） 有識者調査 

 

① 調査対象： ＩＣＴ分野に造詣の深い産学官その他の有識者を対象に、所属や専

門分野のバランスに配慮しつつ、約１４０名に依頼した。その結果、回

収票は１０３票となった（図表５．１７）。 

 

② 調査方法： ウェブ形式によるアンケート調査（希望に応じて、書面によるアンケー

ト調査も一部併用） 

 

③ 調査時期： ２００８年４月２９日（火）から２００８年６月６日（金）までの約１ヶ月間 

 

図表５．１７ アンケート回答者の属性（有識者調査） 

 

 

  

法律・経済
１３％

情報・政策
１２％

理・工・医等　６％

機器メーカー
１９％

通信・放送
７％

　その他企業
７％

　政策担当者
（国、地方、国際機関）

１３％

　シンクタンク・コンサル
１３％

公益法人等
　　　６％

ｼﾞｬｰﾅ
ﾘｽﾄ
　   5%

弁護士
２％

大学 ３１％

行政　１３％

産業　３３％

その他　２６％

ｎ＝１０３
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情報社会の将来像 
  



 

51 
 

第６章  目指すべき「情報社会」の姿 

６．１ 成長と環境を両立させる持続可能社会 

第Ⅱ編で現状評価を行ったが、第Ⅲ編では、２０１１年に実現予定の「完全デジタル

元年」以降に迎える情報社会の姿を描くこととする。 

第１章でみたように、２００５年以降、日本は人口減少社会に突入し、国際的な存在

感の低下や地域格差の拡大といった問題に直面しつつある。また、地球温暖化問題

に対する世界的な取組の広がりを受け、低炭素社会への移行を社会全体で進めてい

くことが必須となっている。 

このような時代を迎え、経済成長一辺倒の成長モデルは描くべきではなく、また実

現できるものでもない。成熟社会へ向けて、量の拡大よりも質の向上を優先し、将来の

社会の姿を描くべきと考えられる。 

図表６．１は、日本の目指すべき「未来社会」の姿を示したものである。以上の背景

から、経済成長と環境を両立させる持続可能な成長モデルを追求すべきであることに、

ほぼ異論はないと考えられる。「経済財政改革の基本方針２００８」においても、「地球

環境と両立する経済の姿をつくること」が日本経済の大きな課題として掲げられ、「つ

ながり力」と「環境力」19が二つのキーワードとなっている。 

 

図表６．１ 日本の目指すべき「未来社会」の姿 
 

  
                                                   
19 「経済財政改革の基本方針２００８」では、「つながり力」とは、それぞれの主体が自立し、強みを発揮しながら連

携することによって生ずる力、「環境力」とは、環境に配慮するマインドの共有や、地球環境問題における先導的役

割の遂行、低炭素社会構築等のための環境イノベーションの強化などを通じて発揮される力、とされている。 

グローバルに成長し、
個も組織も活力を
発揮する社会

global 
& growth

地球にも人にも
優しく、安心して
生活できる社会

sustainable
& secure

調和

＜目指すべき「未来社会」の姿＞

経済成長と環境を両立させる
持続可能な成長モデル
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経済成長の面については、国際社会とも共生しつつ、「グローバルに成長し、個も

組織も活力を発揮する社会（global & growth）」の構築を目指すべきと言える。一方、

環境の面については、これをやや広義に解釈してユニバーサル社会や安心・安全社

会を含むものと捉え、「地球にも人にも優しく、安心して生活できる社会（sustainable & 

secure）」の構築を目指すべきと言えるだろう。これらの二つの社会の調和を図りつつ、

成熟した「未来社会」を目指していくことが、日本の進むべき道筋であると考えられる。 

このような「未来社会」の姿が国民の間で共有されたとして、完全デジタル元年以降

に迎える「情報社会」とこの「未来社会」との間には、どのような関係が成り立つのであ

ろうか。本章では、この「情報社会」と「未来社会」との関係を明確に整理しておくことが

必要である。 

「完全デジタル元年」以降に迎える次世代の情報社会の姿とは、ｕ－Ｊａｐａｎ政策が

掲げる「ユビキタスネット社会」である。「ユビキタスネット社会」とは、あらゆる人や物が

ネットワークで簡単につながり、価値を創発する社会であり、図表６．２に示すように、

ubiquitous（あらゆる人や物が結びつく）、universal（人に優しい心と心の触れ合い）、

user-oriented（利用者の視点が融け込む）、unique（個性ある活力が湧き上がる）の４

つの“u”を基本理念とした社会である。 

 

図表６．２ ユビキタスネット社会（ｕ－Ｊａｐａｎ）の理念 
 

 
 

次節以降、この「ユビキタスネット社会」が、日本の目指すべき成長と環境が両立し

た「未来社会」とどのような関係にあるのか、明らかにしていくこととする。 

  

ｕ－Ｊａｐａｎは、次の特質を備えた２０１０年の次世代ＩＣＴ社会

User-oriented（ユーザ）
利用者の視点が融けこむ

○利用者に近い

・供給側の発想でなく、利用者の利便性をより強
く意識した社会へ

・ﾆｰｽﾞと強く結びついた技術やｻｰﾋﾞｽを開発
○利用者が供給者にも
・ﾈｯﾄﾜｰｸの力によって１億総「ﾌﾟﾛｼｭｰﾏｰ」化

Unique（ユニーク）
個性ある活力が湧き上がる
○個の活力が生み出される
・個人でも夢を持ち新たな挑戦が容易な社会へ
○社会が活性化される
・新しい社会ｼｽﾃﾑやﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾋﾞｽが次々創出
・画一を脱し、創意工夫による地域再生を実現

Ubiquitous（ユビキタス）
あらゆる人や物が結びつく

○「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに簡単につながる
・ＩＣＴが日常生活の隅々まで普及し、簡単に利用できる社会へ
○人－人に加え、人－モノ、モノ－モノが結ばれる
・あらゆる局面で、コミュニケーションがより重要な役割を担う時代に

ｕ－Ｊａｐａｎ （ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄ・ジャパン）

Universal（ユニバーサル）
人に優しい心と心の触れ合い
○人に優しい
・機器やﾈｯﾄﾜｰｸを意識せず、誰でも簡単に利用
・ＩＣＴで、高齢者や障害者等も元気に社会参加
○心が触れ合う

・心の触れ合うｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝで、世代や地域を越え
た一体感を醸成

4U ＝ For You
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６．２ 変わる「世の中の原則」 

２０１１年には「完全デジタル元年」を迎え、「ユビキタスネット社会」を実現していくこ

とが想定されるが、図表６．３に示すように、電子化を進める“ｅ”の世界からユビキタス

化を展開する“u”の世界へ進むことで、さまざまな不連続的な環境変化が到来し、世

の中の「原則」が変わることが予想される。以下、その特徴を記述する。 

 

図表６．３ 変わる「世の中の原則」 

 

 

６．２．１ ネットワークの常識が変わる 

 “ｅ”の世界から“u”の世界へ進むことで、大きなＩＣＴの技術革新のうねりが到来し、

ネットワークの常識が変わることが想定されている。例えば、「いつでも、どこでも、何で

も、誰でも」ネットワークに簡単かつシームレスにつながるユビキタスネットワーク環境が

実現すると、「いつでもつながる」というよりも、「いつもつながっている」状態が当たり前

となり、設定が簡単で誰でも使える空気のような意識しないネットワークとなる。また、

「人と人」がコミュニケーションする「人のネットワーク」から、「人とモノ」や「モノとモノ」、

さらには状況や事象といった「コト」までもがネットワークを通じて結ばれて互いにコミュ

ニケーションするようになり、「人・モノ全てのネットワーク」へ移行する。 

情報システムで言えば、ハードやソフトをカスタマイズして作り込む「自ら所有するシ

世の中の「原則」が変わる
（不連続的な環境変化）

２０１１年
２０１５年

完
全
デ
ジ
タ
ル
元
年

＜“ｅ” （電子化）から“ｕ”(ユビキタス）へ進むことで・・＞

「自分でつくる」から「皆で協働する」へ

「人のﾈｯﾄﾜｰｸ」から「人･ﾓﾉ全てのﾈｯﾄﾜｰｸ」へ

「いつでもつながる」から「いつもつながっている」へ

「生産者が主役」から「消費者が主役」へ

１ ネットワークの常識が変わる

２ 社会の共通ルールが変わる

「紙が基本」から「電子が基本」へ

「見る・聞くｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」から「感じるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」へ

「自ら所有するｼｽﾃﾑ」から「皆で共有するｼｽﾃﾑ」へ

「職場が基本」から「ワークライフバランス」へ

・
・

・
・
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ステム」から、ネットワーク上でＡＳＰ・ＳａａＳを利用したり、共通システム・アプリケーショ

ンを共同でアウトソースするように「皆で共有するシステム」が主流となる。また、視聴覚

の二感だけを働かせる「見る・聞くコミュニケーション」から、嗅覚・味覚・触覚を含む五

感全てがネットワーク上でやりとりできるような「感じるコミュニケーション」が実現するよ

うになる。 

このように、“u”の世界が到来すると、ネットワーク基盤の世界では非常に大きなパラ

ダイムシフトが起こり、ＩＣＴの利活用や安心・安全といった面でも不連続的な変化が起

こるものと予想される。 

 

６．２．２ 社会の共通ルールが変わる 

“ｅ”の世界から“u”の世界へ進み、ネットワークの常識が変わることで、社会の共通

ルールにも大きなうねりが到来することが想定されている。例えば、「いつでも、どこで

も、何でも、誰でも」ネットワークに簡単かつシームレスにつながるユビキタスネットワー

ク環境が実現すると、事務手続等において、「紙が基本」で電子申請や電子納税は例

外といった状況から、「電子が基本」で紙を提出するのは例外といった状況が定着する

ようになり、電子手続の手数料を割り引くのではなく、持参や郵送の手数料をコストに

応じて割り増すようになる。また、知的作業等を中心に、「自分でつくる」よりも、リナック

スやウィキペディアのように集合知を活用するために「皆で協働する」ことによって創造

力を高めるスタイルが主流となる。 

働き方でいえば、「職場が基本」であったのが、テレワークやモバイル端末等の積極

活用によって自宅や外出先等の場所も柔軟に利用できるようになり、自由な働き方を

志向できる「ワークライフバランス」が定着する。商品やサービスの供給においても、

「生産者が主役」となって市場を創出していたのが、Ｗｅｂ２．０の普及等によって、例え

ば動画投稿サイトのように利用者が供給者にもなるプロシューマー化が進んだり、消

費者参加型の商品開発等が普及することによって、「消費者が主役」となる場が急増

する。 

このように、“u”の世界が到来することによって、社会の共通ルールが変わり、パラダ

イムシフトが起こるようになる。しかし、そういった新しい「原則」が定着するまでには、現

状維持を図る勢力からの抵抗や、モラルやマナーといった新たな社会規範の醸成が

不可避となるなど、社会や組織、さらには個人レベルにわたって意識改革を伴うことが

必須となってくる。 

 

  

削除: で

削除: であった
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６．３ 目指すべき情報社会としてのユビキタスネット社会 

６．３．１ 生活が変わる、産業が変わる、地域が変わる 

前節でみたように、世の中の「原則」が大きく変わることによって、目指すべき情報社

会である「ユビキタスネット社会」においても、さまざまな変化が起こるようになる。 

「ユビキタスネット社会」の将来像については、既にｕ－Ｊａｐａｎ政策の中で多様な利

用シーン例を提示することによって具体的なイメージを明確化しているが、これらの利

用シーン例は基本的に生活面でのイメージを中心としており、「生活が変わる」といっ

た部分を強調するものであった。 

しかし、今回、ＩＣＴによる成長力を検討するにあたっては、「ユビキタスネット社会」

の将来像を、生活から産業、地域まで拡張し、具体的にどう成長力へ寄与するのか、

その経路を明らかにする必要がある。 

第７～８章においては、この「産業が変わる」及び「地域が変わる」のイメージを見え

る化し、成長力への経路を明確化した「ユビキタスネット社会」のトータルな将来像を包

括的に提示することとしたい。 

 

図表６．５ 目指すべき「未来社会」に寄与する「ユビキタスネット社会」の姿 
 

 

 

グローバルに成長し、
個も組織も活力を
発揮する社会

global 
& growth

地球にも人にも
優しく、安心して
生活できる社会

sustainable
& secure

あらゆる人や物がネットワークでつながり、
価値を創発する社会（ユビキタスネット社会）

ubiquitous, universal,  user-oriented & unique

調和

＜目指すべき「未来社会」の姿＞

経済成長と環境を両立させる
持続可能な成長モデル

＜目指すべき「情報社会」の姿＞

成長力に寄与するＩＣＴ社会

従
来
の
将
来
像

（生
活
面
の
利
用
イ
メ
ー
ジ
の
み
）

今
回
「見
え
る
化
」す
る
将
来
像

（産
業
＋
地
域
＋
生
活
の
ト
ー
タ
ル
社
会
像
）

産業
が変わる

地域
が変わる

寄与

生活
が変わる

削除: に限られ
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６．３．２ 成長と環境の両立を促すユビキタスネット社会 

「ユビキタスネット社会」が、産業や地域の変革を通じて成長力を強化し、「未来社会」

に貢献する具体的な絵姿は、第７～第８で提示するが、ここでは、マクロの面における

「未来社会」への貢献について確認する。 

ＩＣＴによる経済成長への寄与度が相対的に非常に高い点は既に第２章で確認して

いるが、一方の環境面でもＩＣＴの貢献は大きいことが明らかになっている。 

図表６．６はＩＣＴによる環境負荷の低減を試算したものだが、ＩＣＴ利活用による排出

源がＩＣＴ機器等の使用による排出増を上回り、ＩＣＴによるＣＯ２排出削減量は、トータ

ルで、１９９０年度の日本のＣＯ２排出量の３％と試算された。 

このように、マクロの面において、「ユビキタスネット社会」の実現は、成長と環境の双

方に好影響を与え、両者のバランスを目指す「未来社会」の構築に大きな貢献を果た

すものであると言える。 

 

図表６．６ ＩＣＴによる環境負荷の低減 

 

【出典】  総務省「地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会報告書」（平成２０年４月１０日）  
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６．４ “ｘＩＣＴ”～あらゆる産業・地域とＩＣＴとの深化した融合に向けて～ 

ｕ－Ｊａｐａｎ政策が希求する「ユビキタスネット社会」の将来像を、生活から産業・地域

まで拡張し、成長力へつなぐ経路を明らかにする必要があるが、特に「産業が変わる」

及び「地域が変わる」のイメージについては、共通のコンセプトを明確化しておくことが

有効となる。 

図表６．７は、ＩＣＴによる成長力強化のイメージ図である。「ユビキタスネット社会」の

実現によって、“ｅ”の世界から“u”の世界へ進み、ＩＣＴの利活用がより進化する時代を

迎えるが、産業と地域がＩＣＴとの深化した融合を遂げ、生まれ変わることによって、成

長力が強化されることが期待される。 

第１章でみたとおり、日本にとっての喫緊の課題は「国際的な存在感の低下」と「地

域間格差の拡大」であるが、これらに対応するために、「グローバル成長力」と「地域成

長力」の双方が成長力強化に必要となる。 

グローバル成長力の担い手となるのは国際展開する産業であり、これがＩＣＴと深化

した融合を遂げることにより、グローバル成長力を高めることが可能である。一方、地域

成長力の担い手となるのは地域（中心市と周辺市町村の組合せ20）であり、これがＩＣＴ

と深化した融合を遂げることにより、地域成長力を高めることが可能である。また、産業

と地域のネットワークが有機的に形成されることにより、双方の成長力のエンジンとして

機能すると考えられる。 

 

図表６．７ ＩＣＴによる成長力強化（ｘＩＣＴ）のイメージ 
 

 
  

                                                   
20 総務省「定住自立圏構想研究会報告書」（平成２０年５月１５日公表）において、「集約とネットワーク」の考え方に

基づき、中心市と周辺市町村からなる「定住自立圏」の構想が提言されている。 

周辺市町村中心市

世界

ＩＣＴ基盤
を活用

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
市場と直結

地域成長力

産業が変わる 地域が変わる

産業×ＩＣＴ 地域×ＩＣＴ

“ｘＩＣＴ” ＩＣＴとの深化した融合

住民宅

診療所 学校

地場産業

グローバル成長力

中心市

中心市 中心市

中心市
産業 産

業
と
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

産
業
と
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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このような認識のもと、世の中の「原則」を変え、ＩＣＴの徹底活用を促す改革のコン

セプトとして、“ｘＩＣＴ”（エックス・アイ・シー・ティー）を打ち出すこととした。ｘＩＣＴは、ＩＣ

Ｔを掛け合わせる（掛け算する）という意味21で、さまざまな産業や地域が、“ｅ”の世界

から“u”の世界へ進む中でＩＣＴ利用を深化させることにより、生まれ変わることを示す

ものである。掛け算の相手は、ＩＣＴを利用する主体であれば何でも良い。例えば、医

療ｘＩＣＴ＝ｕ－Ｈｏｓｐｉｔａｌ、住宅ｘＩＣＴ＝ｕ－Ｈｏｍｅ、環境（グリーン）ｘＩＣＴ＝ｕ－Ｅｃｏな

どと整理することが可能であろう。 

また、“ｘＩＣＴ”の“ｘ”はＸＭＬ22と同様に“ｅＸｔｅｎｓｉｂｌｅ”とも読め、ＩＣＴの拡張型や発

展形、汎用化と理解することも可能だ。２０１１年の完全デジタル元年に向けて、産業

や地域がＩＣＴを徹底活用して適応力を高め、大きく成長する姿が、次世代のＩＣＴのあ

り方であることを示唆する。 

なお、産業や地域の裏付けとなる基本は、「人」のエンパワメントにある。人がＩＣＴを

徹底活用して変わってこそ、組織やコミュニティの変革が起こって、産業や地域も変わ

るのである。「人」が変わるイメージは、利用シーンの事例を通じて具体化され、生活の

変化とほぼ同義となるため、生活が変わるイメージとして整理することとする。以下、第

７章では「産業」が変わるイメージを、第８章では「地域」が変わるイメージを、第９章で

は「生活（人）」が変わるイメージを、それぞれ詳しく記述する。 

  

                                                   
21 広告業界においても、掛け算の記号（×）がコラボレーションを意味するものとして頻繁に利用されている。 
22 XML(eXtensible Markup Language)は、拡張マークアップ言語で、構造化データをＷｅｂアプリケーションに送信

するためにデザインされた、標準化されたテキストフォーマット。Ｗｅｂページの作成等に広く利用されているＨＴＭＬ 

(Hyper Text Markup Language)の制約を踏まえ、ＨＴＭＬの親言語であるＳＧＭＬ(Standard Generalized Markup 

Language)がＷｅｂ上で使用しやすいように単純化する形で設計されている。 

削除: 「○×ＩＣＴ」の

削除: 「○」に

削除: を入れても

削除: ×

削除: ×

削除: ×Ｕ

削除: ｘ

削除: や
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６．５ 変化をもたらすＩＣＴの技術革新 【参考】 

２０１１年の「完全デジタル元年」以降に、さまざまな不連続的な環境変化が到来し、

世の中の「原則」が変わることを示したが、このような変化をもたらしているのは、ＩＣＴの

技術革新である。したがって、このような環境変化によって、世の中の「原則」が変わり、

「生活が変わる」「産業が変わる」「地域が変わる」といった姿やイメージを説得力のある

形で具体化していく際には、ＩＣＴの主な技術動向を詳細に把握しておくことが不可欠

となる。 

ただし、本報告書は、技術動向の把握を行うことが主眼ではないため、利用者が比

較的イメージしやすい象徴的な技術をＩＣＴ産業の４つのレイヤー（端末層、ネットワー

ク層、プラットフォーム層、コンテンツ・アプリケーション層）から各２つ、計８つを選択し、

各技術について、２０１５年頃までに実用化されていると予測されるサービスのイメージ

を整理することとした。 

図表６．７は、２０１５年までの実現性を評価する８つの技術の一覧であるが、これら

の技術について、２０１５年頃までに実用化される主なサービスのイメージを以下に記

述した。なお、各技術の「２０１５年までに実用化されるサービスのイメージ」「要素技術

の例」「主たる要素技術のロードマップ」を詳細に整理し、章末の図表６．８～６．１１に

示したので参照されたい。 

  

図表６．７ ２０１５年頃までの実現性を評価する８つの技術 

 

 

（１） 端末層 

いつでも、どこでも、ネットワークに簡単につながるユビキタスネット社会において、

情報ゲートウェイとしての重要性が著しく高まることが予想される「テレビ」と「携帯電話」

を選択した。 

まず、テレビについては、２０１５年頃までには、超大画面・高精細化が進み、高臨

場感を追求した映像が家庭のリビングルームの端末でも問題なく視聴できるようになる。

テレビ

携帯電話

ネットワーク
基盤

モビリティ

高臨場感
コミュニケーション

次世代情報検索

セキュリティ

ユビキタス
プラットフォーム

端末層
コンテンツ・

アプリケーション層

プラットフォーム層ネットワーク層
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また、薄型・軽量化が進み、いわゆる電子ペーパーが実用化される。録画機能の大容

量化や操作性の向上も進み、タイムシフトやＶＯＤ（ビデオ・オン・デマンド）など視聴形

態の多様化が本格化する。さらに、ネット接続が簡単にできるようになり、屋内の遠隔

制御など映像視聴以外の用途が拡大する。 

次に、携帯電話については、２０１５年頃までには、無線ＬＡＮや４Ｇ（第４世代携帯

電話）等さまざまな無線アクセスが可能となり、ネットワークの多様化や高速大容量化

が進行する。放送視聴や動画コンテンツの配信が一層拡大するとともに、決済・認証

等のコマース系用途等も普及し、通話以外のアプリケーション利用が飛躍的に拡大す

る。認証技術の高度化とともに、ユーザ環境に適応した柔軟な情報配信サービスが実

現する。 

 

（２） ネットワーク層 

ネットワークにおける固定と移動の融合（ＦＭＣ）や通信・放送の融合の進展が加速

化していくことから、有線に関する「ネットワーク基盤」と無線に関する「モビリティ」を選

択した。 

まず、ネットワーク基盤については、２０１５年頃までには、ＩＰ化の進行を通じて高品

質かつ高信頼性のＩＰネットワークへの移行が実現する。また、速度、品質等の多種多

様な要求に応えるユーザに優しい新世代ネットワークの構築が本格化する。さらに、フ

ォトニックネットワークの開発が進み、高速大容量で低消費電力の通信網技術が実用

化する。 

次に、モビリティについては、２０１５年頃までには、周囲の電波環境に自律的に適

応し、意識することなく電波を有効に利用可能な機器が実用化する。また、高速移動

時でも大量の情報を活用できる超高速移動通信ネットワークが実現する。さらに、シー

ムレスなＦＭＣが飛躍的に進展し、一台の無線端末でユーザ環境に応じた最適な有

線・無線の接続環境を選択できるようになる。 

 

（３） プラットフォーム層 

複合的なネットワーク・端末や多様なコンテンツ・アプリケーションを繋ぐ接点として、

プラットフォーム層の重要性は高まる一方となるが、その中でも機能として必須の「ユビ

キタスプラットフォーム」と「セキュリティ」を選択した。 

まず、ユビキタスプラットフォームについては、２０１５年頃までには、センサー情報の

共有と効率的な利用が進み、ユーザ環境に応じたサービス提供を円滑に行う基盤が

整う。また、安全な認証・課金のシステムが高度化し、いつでもどこでも携帯電話等の

身近な端末でユビキタスに安心して接続することが可能となる。さらに、位置や場所に

関する情報を活用した便利なサービスが実現する。 

次に、セキュリティについては、２０１５年頃までには、悪意のある通信の検知・回復・

予防がより確実に可能となり、ネットワーク上での成りすまし防止の精度も増し、情報セ

キュリティが飛躍的に向上する。また、電子や紙等の媒体の別に依存せず、情報資産
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を適正に管理して情報漏えいを抑止することが可能となる。一方、非常時通信網の高

度化により、災害対策や危機管理時の情報が迅速に提供されるようになり、ＩＣＴ自体

の安心・安全に加え、ＩＣＴによる安心・安全を確保するサービスが格段に向上する。 

 

（４） コンテンツ・アプリケーション層 

ＩＣＴの利活用の高度化に伴い、コンテンツ・アプリケーションへの需要は高まる一方

であるが、その中でも情報爆発への対応やリアルな通信の希求に関するニーズが大き

いことから、「次世代情報検索」と「高臨場感コミュニケーション」を選択した。 

まず、次世代情報検索は、２０１５年頃までには、ユーザの状況を考慮した検索・解

析により、ユーザの嗜好等に適したインタフェースや情報利用が可能となる。また、テ

キストに加え、画像・映像や音、センサー情報等のマルチメディア情報を、情報家電等

を含む様々な端末で簡便に利用できるようになる。さらに、大量の玉石混淆のデータ

から、集合知等の有意義なデータを瞬時に解析・発掘する技術が一層高度化する。 

次に、高臨場感コミュニケーションは、２０１５年頃までには、映像・音響技術や伝送

技術の高度化により、超高精細映像や立体音響等が自然に感じられる形で家庭のリ

ビングルームへ向けても伝送可能となる。また、五感を伝える通信・放送が実用化し、

リアルとバーチャルが融合した新しいタイプのコミュニケーション形態が出現する。 
 



 

 
 

図表６．８ 端末層の整理イメージ 

 

テ
レ
ビ

超大画面・
高精細化による
高臨場感の追及

薄型・軽量化

タイムシフト、
VODなど
視聴形態の
多様化

•家庭のリビングが超高精細映像と立体
音響による高臨場感シアターに

•人に優しい、自然な高臨場感放送へ
•五感・体感放送の基礎研究を推進

要素技術の例２０１５年までに実用化されるサービスのイメージ 主たる要素技術のロードマップ

•超高精細映像技術
•立体テレビ
•立体音響
•五感・体感放送技術
•任意視点映像技術

ネット接続による
映像視聴以外の
用途の拡大

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

超高精細映像技術
（液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ）

最大70ｲﾝﾁQFHD（2k×4k） 最大100ｲﾝﾁSHD（4k×8k）

（出典）総務省「次世代放送技術に関する研究会」報告書、経済産業省「技術戦略マップ２００８」等をもとに総務省作成

•新聞や広告（ポスター）に利用可能な
フレキシブルシートディスプレイ

•超小型プロジェクタによるテレビ

有機EL
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

（ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ基板） 1～4型級
QCIF～VGA級

2～4型級
QVGA～VGA級

6～14型級
VGA～XGA級

2～6型級QVGA～VGA級
高輝度・低ｺｽﾄ化

•有機ELディスプレイ技術
•液晶ディスプレイ技術
•電子ペーパー技術

•見たい時に見たい番組だけを視聴可能
•受信機が個人に合わせた番組を提供
～コンシェルジュサービス～

•ダウンロード放送

•情報蓄積機能の発達
（大容量化、知的蓄積化）

•メタデータの高度化
•コンテンツ検索技術
•IPTV技術（VOD, 多ｃｈ）

携帯受信機と
据置型受信機と
の連携技術 ﾓﾊﾞｲﾙｻｰﾊﾞｰ型

放送の標準化

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄや放送波を経由して、
ｻｰﾊﾞｰから携帯受信機に転送・

蓄積され視聴することが可能に

ﾒﾀﾃﾞｰﾀにより番組
検索が可能に

PVRは1年間以上
録画可能に可能に

•「見る」から「使う」へ ～ネットショッピン
グや家電制御、ホームセキュリティなど
のインターフェースとして用途が多様化

•蓄積画像の共有

•ＤＬＮＡ等のネットワーク技術
•ネットワークセキュリティ技術
•センサや家電との連携機能
•操作インターフェース技術

ﾈｯﾄﾜｰｸ技術

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ系
ﾌﾟﾛﾄｺﾙ） UPnP，DLNAなど

個別ﾌﾟﾛﾄｺﾙによる接続
機器間接続・
有無線連携

ｾﾝｻｰ・ＲＦﾀｸﾞ連携

携
帯
電
話

放送視聴・

動画コンテンツ
配信の拡大

アプリケーション
利用の拡大

リアル連携、
コンテキストに
基づくサービス

ネットワークの
多様化・高速化

•環境や通信内容に応じて、常に最適な
無線アクセスを選択

•利用者の周りにある端末と近距離無線
などで連携してパーソナルエリアネット
ワーク、ボディエリアネットワークを形成

•無線アクセス技術
•マルチアクセス技術
•動的通信品質制御
•メッシュネットワーク技術
•人体通信技術

•非接触ＩＣによる決済・認証などリアルな
コマース系用途が拡大

•ＲＦＩＤ連携やＧＰＳ連携などによる、
利用者のコンテクストに応じた情報配信

•ユーザーの趣向に合わせたアプリケー
ションの提供や機能カスタマイズ

•ローカルな記憶デバイスとネットワーク
ストレージが連携した、インテリジェント
なデータ管理

•ワンセグの発展による高品質化、高機
能化した携帯端末向け放送の受信

•通信・放送の連携や、ＡＶ家電との連携
などによる新しい視聴スタイルの実現

•モバイルダウンロード放送の実現

•携帯端末向け放送の大容量化・
高品質化、高機能化技術

•通信・放送サービス連携技術
•携帯受信機と据置型
受信機との連携技術

広帯域移動無線
アクセス技術

3.9Gｻｰﾋﾞｽ（～
300Mbps）の導入 IEEE802.16m

4Gｻｰﾋﾞｽ（100M～
1Gbps）の導入

WiMAX
商用化

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

情報蓄積機能の
発達（大容量化）

•端末プラットフォーム・ＯＳ技術
•携帯向けアプリケーション
プラットフォーム技術
•モバイル向けストレージ
•サービス連携技術

1.0ｲﾝﾁHDD
容量80GB

携帯向け小型
ストレージ技術

1.0ｲﾝﾁHDD
容量400GB

SSDﾒﾓﾘｰ
200円/GB

SSDﾒﾓﾘｰ
30円/GB

SSDﾒﾓﾘｰ
2円/GB

•セキュリティ技術
（ユーザアクセス制御）

•生体認証技術
•コンテキストプラットフォーム
•RFID・センサー連携技術

コンテキスト
プラットフォーム

技術
ﾕｰｻﾞｰ環境
（状況検知、

TPO情報）に
もとづく適応

携帯情報端末向け
情報ｻｲﾄ・OS,個人認証
ﾀｸﾞ,ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報家電
ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの標準化

ﾕｰｻﾞｰﾌﾟﾛ
ﾌｧｲﾙ（属性、

履歴、嗜好）に
もとづく適応

個人認証ﾀｸﾞ
（RFID等）の
無線通信の
標準化

携帯情報端末・個人認証ﾀｸﾞ,
ﾊﾟｿｺﾝ,ﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報家電を
ﾈｯﾄﾜｰｸ経由で連携した
分散処理技術の進展

ｶｰﾄﾞ型ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾊﾞｰ128GB
ﾓﾊﾞｲﾙｻｰﾊﾞｰ型放送対応

ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ1ヶ月録画
H.264：7.2TB/2ch

全ﾁｬﾝﾈﾙ
1年分録画

ｽｰﾊﾟｰﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ級の家庭用
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾓﾃﾞﾙ搭載の素子を開発
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図表６．９ ネットワーク層の整理イメージ 

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
基
盤

要素技術の例２０１５年までに実用化されるサービスのイメージ 主たる要素技術のロードマップ

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

モ
ビ
リ
テ
ィ

ユーザが
意識することなく、
電波資源を
有効利用

•周囲の電波利用環境に自律的に適応す
る高度な電波利用の実現

•高い周波数への移行や、未利用の周波
数帯の利用を促進する機器の実用化

•ソフトウェア無線技術
•小型・低消費電力RF回路技術
•マルチバンドアンテナ技術
•無線環境認識技術
•異種無線システム協調制御技術
•ミリ波帯利用技術

高品質かつ
高信頼な

IPネットワーク

• IPを用いて、既存の電話ネットワークと同
等の信頼性を持つ、高品質・高信頼かつ
高度なモビリティを実現

大量の情報を
交換・活用できる
超高速モバイル

•高速移動時でギガビット級、オフィス環
境で数十ギガビット級のスーパーブロー
ドバンド移動通信を実現

•超高速無線アクセス技術
•周波数利用効率向上技術
•端末プラットフォーム技術
•フレキシブル無線ネットワーク技術

固定と移動/無線の
シームレスな融合

（FMC）

•固定IPネットワークと多様なワイヤレス/
モバイルネットワークの統合により、シー
ムレスでスケーラブルな接続環境を実現

•一台の高機能無線端末により、様々な
場面で必要なコンテンツを常に最適な状
態で享受可能

•異種アクセス網インタフェース技術
•サービスシームレスハンドオーバ技術
•同一周波数・異周波数
RAN間協調制御技術

•機能分散型IPネットワーク運用技術
•複数IPネットワーク間QoS制御技術
•大容量アクセス収容技術
•次世代光無線システム
•大容量IF収容・制御技術

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

異種ｱｸｾｽ網
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ技術

ﾌｪﾑﾄｾﾙ／高機能ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等
による、各種ﾓﾊﾞｲﾙ網と固定網の

ｲﾝﾀﾌｪｰｽの標準化や制度改正など

ｺｸﾞﾆﾃｨﾌﾞ無線技術などを利用し、異種ﾈｯﾄﾜｰｸが
混在する中、ﾕｰｻﾞは１台の高機能ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽにより、

様々な場面で必要なｺﾝﾃﾝﾂを常に最適な状態で

享受できる環境が実現

超高速無線
ｱｸｾｽ技術

4G対応の無線ｱｸｾｽ技術の
開発・標準化を終了

ｽｰﾊﾟｰﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ
移動通信対応の

無線ｱｸｾｽ技術の実現

ｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄ級超高速無線ｱｸｾｽを
情報家電に実装可能とする

ﾁｯﾌﾟ化技術の実現

無線環境認識技術
の確立

空間多重用ｱﾀﾞﾌﾟﾃｨﾌﾞ

ｱﾚｰ技術の確立

大容量アクセス
収容技術

固定・移動通信網融合や、速度の異なるﾈｯﾄﾜｰｸを自律的に構成し
最適な相互接続や品質管理の可能なﾈｯﾄﾜｰｸ構築技術の開発

複数IPﾈｯﾄﾜｰｸ間
QoS制御技術

いろいろなﾈｯﾄﾜｰｸ上で実現される様々なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝを
ｼｰﾑﾚｽに接続し、最適なｻｰﾋﾞｽ提供を可能とする技術の開発

ﾕｰｻﾞが意識することなく、
電波資源を有効に利用する

ｼｽﾃﾑの実現

ﾁｭｰﾅﾌﾞﾙﾌｨﾙﾀ 、ー
CMOSﾜﾝﾁｯﾌﾟ等

RF回路構成技術の
確立

ｺｸﾞﾆﾃｨﾌﾞ無線など
高度な電波共同利用の

ための技術の確立

ユーザに優しい
新世代の
ネットワーク

•ユーザーからの多種多様な要求に応え、
自由自在に最適な通信速度、品質、セ
キュリティ等を確保できる

•ダイナミックネットワーク技術
•スケーラブルネットワーク技術
•ディペンダビリティ確保技術
•仮想ネットワーク設計技術
•ネットワーク資源自律最適化技術 仮想ﾈｯﾄﾜｰｸ

設計技術

様々なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの要求に対し、必要なﾈｯﾄﾜｰｸのﾊﾟﾗﾒｰﾀを設定し、
最適な仮想ﾈｯﾄﾜｰｸを自動的に設計する技術を確立•超大容量光ノード技術

•光波長ユーティリティ技術
•光波長アクセス技術
•集積化アクティブ光アクセス技術
•ユニバーサルリンク技術
•全光ネットワーク基盤技術

大容量、高速、
超低消費電力の
フォトニック
ネットワーク

•多様化するサービスに柔軟に対応し、エ
ンドユーザ間で大容量通信ができる超高
速フォトニックネットワークを低消費電力
で実現

超大容量
光ノード技術

光・電気技術により、
100ﾃﾗﾋﾞｯﾄ級のｺｱﾙｰﾀ実現
のための要素技術を確立

100ﾃﾗﾋﾞｯﾄ級ﾙｰﾀを実用化

（出典）情報通信審議会情報技術分科会研究開発・標準化戦略委員会「我が国の国際競争力を強化するための
ＩＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」、経済産業省「技術戦略マップ２００８」等をもとに総務省作成

周波数利用効率
向上技術・周波
数共同利用技術
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図表６．１０ プラットフォーム層の整理イメージ 

  

ユ
ビ
キ
タ
ス
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

要素技術の例２０１５年までに実用化されるサービスのイメージ 主たる要素技術のロードマップ

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

センサー情報の
共有と効率的な

利用

•多量のセンサー情報を分析して状況や
行動を的確に認識し、利用者の状況に
応じた必要な情報やサービスを提供す
ることが可能な環境を実現

•ｾﾝｻｰ情報発見・管理・探索技術
•小規模ﾈｯﾄﾜｰｸ連携技術
•状況情報生成技術
•状況情報管理・配信技術
•ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ流通技術
•ｻｰﾋﾞｽ連携制御・支援技術

身近な端末で
ユビキタス

サービスを享受

•携帯電話等の身近な端末で、電子タグ
を活用したユビキタスサービスを利用

•複数メディアに対応するシームレス端末
•モノ向けの通信端末の実現

•電子ﾀｸﾞR／W ﾓｼﾞｭｰﾙ技術
•ユビキタス端末利活用技術
•ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ・ｼｰﾑﾚｽ端末技術
•ﾓﾉ通信向けﾕﾋﾞｷﾀｽ端末技術

位置や場所に
関する情報を
サービスに活用

•場所を特定する情報を、どこでも取得し、
いつでもサービスに利用可能に

•多種多様な表現の場所情報を、人間も
コンピュータも理解しやすい形式で管理

•複数位置検出方式の統合利用技術
•センシング空間管理技術
•場所表現変換技術（屋内空間の
表現技術、屋内外空間の統合技術）

•空間コードの体系化

ユビキタス環境に
対応した安全な
認証・課金

•ユーザからのニーズとそれに見合った
サービスを適宜結びつけ“つながり”を
動的に形成することが可能とするための、
セキュアな認証・課金システムを実現

•個人認証技術（生体認証など）
•相互運用技術

状況情報管理・
配信技術

ﾕﾋﾞｷﾀｽｻｰﾋﾞｽ
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ技術の普及

ﾈｯﾄﾜｰｸ上で
の成りすまし
の防止

•情報が発信元から正しく送信されたもの
であることや、個人がまさしく本人である
こと、情報が送信経路上で改ざんされて
いないことなどを確認・証明し、ﾈｯﾄﾜｰｸ
上での成りすましを防止

•ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ認証基盤技術
•証拠性を確保したログ保存等の
管理基盤技術
•暗号・認証ﾌﾟﾛﾄｺﾙの検証
•情報流出の検知及び漏出情報の
自動流通停止のための技術

•ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ分析・対策技術
•ﾄﾚｰｻﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ技術
•経路ﾊｲｼﾞｬｯｸ検知・回復・予防技術
•ﾎﾞｯﾄ駆除のための基盤構築

悪意のある
通信の検知・
回復・予防

•ネットワーク管理として悪意のある通信
を検知・防衛・回復・予防

•ボット対策と漏出情報の自動流通停止

•情報資産管理基盤技術
（情報資産の重要度の自動評価、媒体
の一元管理など）

媒体種別に
依存しない
情報資産管理

•電子・紙など媒体種別に依存せず、
組織間をやり取りされる情報資産を
適正に管理し、情報漏えいを抑止

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
•非常時通信網確保技術
•防災・減災基盤技術
•重要通信確保技術
•地上／衛星共用モバイル通信技術

災害対策・

危機管理情報

•災害発生予測および災害発生状況を収
集し、防災・減災

•災害時の通信回線確保

複数位置検出方式
の統合利用技術

主なﾃﾞﾊﾞｲｽの違いを吸収し

位置情報を取得可能
ｼｰﾑﾚｽな位置情報

技術の普及・標準化

状況情報を共有し、ﾕｰｻﾞがいつでも
簡単・効率的に状況情報が利用

可能になる情報配信技術を確立

電子ﾀｸﾞR/W機能付き
小型端末技術

電子ﾀｸﾞ等を利用して
様々なｻｰﾋﾞｽを連携可能

とするﾐﾄﾞﾙｳｪｱ技術の開発

小型省電力電子ﾀｸﾞ
R/Wﾓｼﾞｭｰﾙ等の開発

電子ﾀｸﾞR/W機能
付き小型携帯

端末技術の確立

電子ﾀｸﾞR/W機能
付き小型携帯

端末技術の普及

個人認証技術

公的な個人認証技術との連携
個人属性やﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰを考慮した
個人認証ｼｽﾃﾑの実現

ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ
認証基盤技術

暗号・認証プロトコルの
検証手法の実現

ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ情報保護型
認証技術の確立

証拠性を確保したログ保存

等の管理基盤技術の確立

ﾄﾚｰｽﾊﾞｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ方式および
同相互接続方式の確立

ﾄﾚｰｻﾌﾞﾙ
ﾈｯﾄﾜｰｸ技術

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄにおけるﾄﾚｰｽﾊﾞｯｸ
技術の実用化

ｾﾝｻｰ等により、災害時に被災者救

出・支援や状況把握に必要な情報を
収集・配信可能とする技術を確立

防災・減災
基盤技術

情報資産管理
基盤技術

電子ﾌｧｲﾙ、紙文書、外部記憶媒体などの情報

資産を一元管理する基盤技術の確立

（出典）情報通信審議会情報技術分科会研究開発・標準化戦略委員会「我が国の国際競争力を強化するための
ＩＣＴ研究開発・標準化戦略（案）」、経済産業省「技術戦略マップ２００８」等をもとに総務省作成
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図表６．１１ コンテンツ・アプリケーション層の整理イメージ 

次
世
代
情
報
検
索

ユーザーの
状況を考慮した
検索・解析

マルチメディア
情報の検索・解析

様々な端末を
活用した
検索・解析

•個々のユーザーの嗜好や置かれた状
況に適した検索・解析

•対話型インターフェースなど新しいイン
ターフェースによる検索

要素技術２０１５年までに実用化されるサービスのイメージ 主たる要素技術のロードマップ

大量なデータ、
集合知の活用

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

状況理解
技術

発言履歴からの
ﾕｰｻﾞｰの発言意図の

推定、内面的状況の推定

•テキストに加え、画像・映像、音、セン
サー情報などの検索・解析へ

体内・脳ｾﾝｼﾝｸﾞ

•メタデータ自動生成
•音声認識技術
•音響認識技術
•画像認識技術
•検索結果の表示インターフェース

•情報家電などの端末によって様々な場
面で使われる検索・解析へ

•センサーネットワークからの計測データ
やインターネットの口コミ等、大量の
データ、情報から集合知や未来予測を
発掘する解析の実現

•自動レポート生成
•データマイニング技術
•情報の因果関係推論技術
•異種システム連携技術
•分散処理技術

ﾃﾞー ﾀﾏｲﾆﾝｸﾞ技術

確率統計的
知識抽出ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ
保護技術

高
臨
場
感
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

リアルと
バーチャルが
融合した新

コミュニケーション

•センサーやディスプレイなどの進歩によ
り、ネットワークの仲立ちを意識せず
直接相手と接しているように感じる等、
新たなコミュニケーション形態が出現

•かおりや手触りも伝える ～五感通信、
五感放送

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

情報家電の
ｺﾝﾃﾝﾂ検索

技術 ﾃﾛｯﾌﾟ認識、ﾒﾀﾃﾞｰﾀ
付与による番組検索

が可能に

音声認識による
ﾒﾀﾃﾞｰﾀからの

番組検索が可能に

個人の特性や、視聴

環境に応じた番組の自動

視聴が可能に

•超高精細映像技術
•立体音響技術
•立体音響符号化技術
•多重伝送技術
•任意・多視点映像生成・表示技術
•五感放送技術

高臨場感の
放送サービス

•家庭のリビングが超高精細映像と立体
音響による高臨場感シアターに

•人に優しい、自然な高臨場感放送へ
•五感放送の基礎研究を推進
•空間再現メディアの開発

立体音響
技術

ﾒﾀﾃﾞｰﾀによる
再生制御技術

多ﾁｬﾝﾈﾙﾌｫｰﾏｯﾄに
対応した立体音響の

収録が可能に

ﾊｲﾚｿﾞﾘｭｰｼｮﾝ
符号化・伝送技術

家庭向け22.2ﾁｬﾝﾈﾙ音声
再生方式の確立

•状況理解技術
•実世界インターフェース
（物体特定技術）

•対話型のユーザー
インタラクション適応

•実写・CG3次元映像合成技術
•立体映像技術
（ﾘｱﾙﾀｲﾑﾎﾛｸﾞﾗﾌｨ生成・表示技術、

複数視差映像撮影表示技術）

•センサー等とアプリケーション
の連携技術
•立体音響
•五感情報伝達技術
（香り情報、体性感覚情報、味覚情報）

ﾏﾙﾁメディア
検索結果表示

特定のﾒﾀﾃﾞｰﾀの付与が開始される
放送ｺﾝﾃﾝﾂに多様なﾒﾀﾃﾞｰﾀが付与される。ある程度、
個人の嗜好に合わせた番組選択が可能になる。

広域ｾﾝｼﾝｸﾞ情報
からの状況推定

•サービス連携技術
（端末属性によるﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ管理）

•ユーザ認証・アクセス制御
•アプリケーション連携技術
•検索インターフェース

ﾒﾀﾃﾞｰﾀによるﾓﾃﾞﾙの
精度向上技術

意味的情報処理
能力向上のため

の推論ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ

複数情報選択・
統合化技術

ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ/
多種ｾﾝｻｰ統合利用

（出典）総務省「新世代ネットワークアーキテクチャに関する調査研究会」報告書、情報通信技術分科会（平成20年3月26日）
「研究開発・標準化戦略委員会報告」、経済産業省「技術戦略マップ２００８」等をもとに総務省作成

立体音響
符号化技術

ﾘｱﾙﾀｲﾑ
ﾎﾛｸﾞﾗﾌｨ生成・

表示技術 ﾌﾙｶﾗｰ、1.3インチ以上、
QVGA、30fpsの動画表示

ﾌﾙｶﾗｰ、5ｲﾝﾁ以上、
SDTVﾚﾍﾞﾙ、30psの動画表示。

ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟの試作。

立体遠隔会議ｼｽﾃﾑ、
立体ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ等の

企業ﾕｰｽ向けの試行。

（2020年頃）

圧縮率20倍以上、
伝送速度1Mbps以上の
圧縮符号化技術の実現

圧縮率30倍以上、
伝送速度5Mbps以上、
遅延5ms以内の

圧縮符号化技術の実現

圧縮率50倍以上、
伝送速度10Mbps以上、
遅延1ms以内の

圧縮符号化技術の実現
（2020年頃）
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第７章  産業が変わる（産業×ＩＣＴ） 

７．１ ＩＣＴ利活用による産業変革 

グローバル成長力の担い手となるのは国際展開する産業であり、これがＩＣＴと深化

した融合を遂げることにより、グローバル成長力を高めることが可能である。また、産業

と地域のネットワークが有機的に形成されることにより、より効果的な成長力のエンジン

として機能する。本章では、ユビキタスネット社会の実現に伴い、ＩＣＴによって「産業が

変わる」姿を具体化することを試みる。 

ＩＣＴのつながり力によって「産業」が変わる姿は、「新たな事業領域を生み出す」こと

で新風を吹き込むパターンと、既存産業の「効率性を高める」ことで体質を改善するパ

ターンの２つに大別可能である。 

 

（１） 新たな事業領域を生み出す 

産業の供給する製品やサービスがＩＣＴ利活用で変革され、新たな事業・産業・業態

として誕生するようなケースである。これは、さらに３つのタイプに分類可能である。 

① 既存業態の深化（＝ＮＥＸＴ◇◇産業） 

既存業態が今までになかった業態に進化し、新たな事業領域を創出するタイプ。

例えば、新聞社による電子ペーパーへの記事配信の事例などが該当すると考えら

れる。 

② 異業種間の連携（＝○○産業×△△産業） 

ＩＣＴが触媒となって、またはＩＣＴを活用することで、異業種同士が連携し、新たな

事業領域を創出するタイプ。例えば、非接触ＩＣカードを通じ、小売や鉄道やセキュ

リティビジネス等々の他業種が連携する事例などが該当すると考えられる。 

③ 新規産業の創出（＝ＮＥＷ□□産業） 

ＩＣＴのイノベーションにより、従来にはない全く新しい事業領域を新たな担い手が

創出するタイプ。例えば、仮想空間ビジネスを行う企業の登場の事例などが該当す

ると考えられる。 

 

（２） 効率性を高める 

企業の既存のバリューチェーンがＩＣＴ利活用で変革し、新たな企業モデルを構築

するようなケースである。これは、さらに３つのタイプに分類可能である。 

① 企業内の効率性の向上 

ＩＣＴを経営に活用することにより、企業内の業務の効率性を向上するタイプ。例

削除: 次

削除: のパターン
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えば、電子タグ導入による生産・流通過程の効率化の事例などが該当すると考えら

れる。 

② 国内の企業との間の効率性向上 

業界横断的なＩＣＴ基盤を整備すること等により、国内企業間の業務の効率性を

向上するタイプ。例えば、統一的な空間コードによる企業間物流の効率化の事例な

どが該当すると考えられる。 

③ 海外の企業との間の効率性向上 

ＩＣＴを活用することにより、海外の子会社・企業等との間の業務の効率性を向上

するタイプ。例えば、国内の病院と国外の医療検査会社によるオフショア連携の事

例などが該当すると考えられる。 

 

以上をまとめたものが、図表７．１である。ｘＩＣＴによって産業が生まれ変わり、ＩＣＴを

使いこなす技術の普及が進むことで、新型ビジネスの創出を競う「新融合市場」へと深

化することが期待される。 

 

図表７．１ 産業が変わるイメージ 
 

 

 

  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
に
よ
る
産
業
変
革

（
新
融
合
市
場
）

新たな事業領域を生み出す

製品・サービスがＩＣＴ利活用で変革され、
新たな事業・産業・業態として誕生

効率性を高める

企業の既存のバリューチェーンがＩＣＴ利
活用で変革し、新たな企業モデルを構築

×

既存業態の進化（＝ＮＥＸＴ◇◇産業）
既存業態が今までになかった業態に進化し、新たな事業領域を創出

（例：新聞社による電子ペーパーへの記事配信）

異業種間の連携（＝○○産業×△△産業）
ＩＣＴの活用が触媒となって、異業種同士が連携し、新たな事業領域を

創出 （例：非接触ＩＣカード （＝小売×鉄道×・・））

新規産業の創出（＝ＮＥＷ□□産業）
ＩＣＴのイノベーションにより、従来にはない全く新しい事業領域を新たな

担い手が創出 （例：仮想空間ビジネスを行う企業の登場）

企業内の効率性の向上
ＩＣＴを経営に活用することにより、企業内の業務の効率性を向上

（例：電子タグ導入による生産・流通過程や顧客管理の効率化）

国内の企業との間の効率性向上
業界横断的なＩＣＴ基盤を整備すること等により、国内企業間の業務の

効率性を向上 （例：統一的な空間コードによる企業間物流の効率化）

海外の企業との間の効率性向上
ＩＣＴを活用することにより、海外の子会社・企業等との間の業務の効率性

を向上 （例：国内の病院と国外の医療検査会社によるオフショア連携）
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７．２ 産業変革の具体的事例 

前節で明確化した“ｘＩＣＴ”による産業変革について、より多くの事例を体系的に整

理・集約しておくことが、有効と考えられる。また、その際に、“ｅ”の世界から“u”の世界

へ進む中で、ビジネスモデルやバリューチェーンがどう変化を遂げたのかという点が、

大きなポイントとなる。 

図表７．２にその事例の一端をまとめたが、総務省で行っている「ｕ－Ｊａｐａｎベストプ

ラクティス」23等の取組を通じて事例の蓄積を進め、インターネット上で検索可能にする

等して、広く知識を関係者の間で共有できるようにすべきである。 

 

図表７．２ 産業変革の具体的事例 
 

 

 

なお、以下に、図表７．２に示した６つのパターン毎の萌芽事例又はアイデアを具体

的に例示する。 

 

７．２．１ 既存業態の進化 

図表７．３は、持ち運べていつでもどこでも視聴可能な電子ペーパーに、既存産業

である新聞社や放送局等が、新聞記事や番組を配信する例を示した。電子ペーパー

を利用した携帯型端末や駅・街頭のポスター等に、無線ＬＡＮや放送波等のワイヤレ

ス経由で、記事でも番組でも何でもネットワーク配信し、タイムリーな情報配信を省エ

                                                   
23 http://www.soumu.go.jp/menu_02/ict/u-japan/new_r_best.html を参照。 

新聞や番組を紙･ﾃﾚﾋﾞ･ﾈｯﾄ等
を通じて視聴

どこでも持ち運べる電子ﾍﾟｰﾊﾟｰ
に新聞や番組を配信

ｅ（電子化）の世界 ｕ（ﾕﾋﾞｷﾀｽ）の世界
＜萌芽事例、アイデア等＞

×ＩＣＴ

新
た
な
事
業
領
域
を
生
み
出
す

効
率
性
を
高
め
る

既存業態の進化（＝ＮＥＸＴ◇◇産業）
既存業態が今までになかった業態に進化し、新たな事
業領域を創出

異業種間の連携（＝○○産業×△△産業）
ＩＣＴの活用が触媒となって、異業種同士が連携し、新た
な事業領域を創出

新規産業の創出（＝ＮＥＷ□□産業）
ＩＣＴのイノベーションにより、従来にはない全く新しい事
業領域を新たな担い手が創出

企業内の効率性の向上
ＩＣＴを活用することによって、企業内の業務の効率性を
向上

国内の企業との間の効率性向上
ＩＣＴを活用することによって、国内企業との間の業務の
効率性を向上

海外の企業との間の効率性向上
ＩＣＴを活用することによって、海外企業との間の業務の
効率性を向上

カーナビで地図や音声により

走行支援
車内情報端末に総合的な観光情
報を配信し、自端末に簡単に移行

電子マネーで小銭要らずの
少額決済

統合されたﾊﾟｰｿﾅﾙなＩＣｶｰﾄﾞで
コンビニも鉄道も鍵も何でもＯＫ

産業用ロボットやペットロボット
ﾈｯﾄを通じた遠隔管理でﾛﾎﾞｯﾄが
介護や健康等のｻｰﾋﾞｽを提供

オンラインゲームで
遠隔地のユーザと対戦

３次元仮想空間内で、広告や不
動産取引等の経済活動を展開

消費電力の少ないチップ、
端末、サーバ等の開発

ｾﾝｻｰ管理による環境負荷低減
向けﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを提供

ＰＯＳ端末でバーコード読取

により販売員が決済
電子タグにより、生産・在庫管理、
決済、顧客情報等を総合管理

化粧品に関する苦情や意見を
ネットで受付

臭いを含む五感通信により、
化粧品開発に消費者が参画

印刷表示された商品識別の
バーコードで物流を効率管理

統一的な空間ｺｰﾄﾞと電子ﾀｸﾞ･
ｾﾝｻｰにより、物流を効率管理

社内ＬＡＮでの研究者の協力に
よる研究開発課題の解決

社外の研究者を活用し、研究開
発をｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝで推進

設計データのＷｅｂ共有による
グローバルな社内技術開発

最適調達情報を含むﾃﾞｰﾀ共有に
よるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築

電子カルテネットワークシステム
により診療記録を共有

病院から送付された検査画像を国
外の医療検査会社でｵﾌｼｮｱ診断
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ネ・省電力で行うことができるようになる。従来型のビジネスモデルをＩＣＴの積極活用

によって電子化し、さらにユビキタス化によって付加価値を大きく高めるケースと言え

る。 

コンテンツ分野における大企業である新聞社、出版社、放送局等は、膨大に保有

する記事や出版物、番組等の既存の経営資産を活かすことによって、このような新規

事業を優位に展開することが可能となる。 

 

図表７．３ 電子ペーパーへの記事や番組の配信 

 

 

７．２．２ 異業種間の連携 

図表７．４は、日本の強みでもあるロボット産業が、ＩＣＴの活用を触媒として、様々な

異業種と連携する例を示した。ネットワークを通じてロボットを遠隔管理し、高齢者・障

害者をはじめ、誰もが複雑な操作やストレスを感じることなく簡単・安全にロボットを使う

ことができるようにすることにより、介護、健康管理、セキュリティ、教育等の様々な異業

種と連携し、新たな事業領域を創造することが可能となる。 

世界最高水準のブロードバンド環境を実現し、世界有数のロボット産業を有する日

本は、ＩＣＴの積極活用によって異業種連携を強く促すことによって、世界に先駆けた

サービスを展開することが可能となる。また、少子高齢化社会を迎え、高齢者が快適

に暮らすことの出来るような環境を構築するという現代社会の課題解決にも大きく貢献

することとなる。 

電子ペーパーを利用したビューア端末
に駅や街頭に設置された無線LANなど
ワイヤレス経由で、新聞記事や動画像
などがネットワーク配信される。

省エネ・省電力でタイムリーな情報配
信サービスが実現する。

情報配信
サーバ

新聞社・出版社・放送局等
のコンテンツホルダ

インターネット

端末画像出典：NHK放送技術研究所
（ICT成長力懇談会 第６回会合資料）
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図表７．４ ネットワークを通じたロボットと異業種の連携 

 

 

７．２．３ 新規産業の創出 

図表７．５は、日本が世界有数の技術水準を誇る環境分野において、環境負荷低

減サービスを創造する例を示した。センサーネットワークを環境計測に適用することに

より、気温、湿度、光量、土壌、磁力等のデータをリアルタイムで遠隔観測できるように

なり、森林、湖沼等の自然環境の監視や火山等の危険な領域での等を総合的に行う

ことが可能となる。 

世界中で深刻化しつつある地球温暖化問題に直面し、日本の誇る環境技術を活か

した全く新しいサービスを創出し、国内のみならず、環境問題の深刻な国々に対して

サービス提供することによって、日本の経済成長に大きく寄与することとなる。また、こ

の種の新規産業の創出は、既存産業のみならず、ベンチャー企業等の全く新しい担

い手の登場が期待されるところである。 

  

3

ロボットサービス
コンテンツ

ロボットサービスプロバイダ

生涯学習
支援

ヘルス
ケア

見守り
サービス

生活支援
サービス

ネットワーク

家電

・・・

・・・

アンコンシャス型
（環境埋込センサ）

・高齢者の情報化、ﾈｯﾄﾜｰｸづくり支援
・ロボットとの対話による学習理解支援、
認知症防止 等

ヘルスケアサービス

・健康ﾓﾆﾀｰ（生体情報の収集・蓄積）
・医師が定期的に健康管理ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ等

ウェアラブル
センサ△×○・・・

ビジブル型ロボット

ＤＢ

見守りサービス

・遠隔地に住む高齢家族の状況把握
・災害時の通報、防犯対策等

生活支援サービス

・ロボットとの対話による家電制御
・外部情報収集、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援等

バーチャル型

○△×・・？

バーチャル型
（画面上のＣＧ）

生涯学習支援サービス社会活動支援サービス

・ロボットによる人体機能（視覚、聴覚、
記憶）の補助
・商業施設などにおける案内支援 等

病院

警備会社

行政機関

公民館・コミュニティサークル

家族
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図表７．５ 地球温暖化に対する総合監視システム 

 

 

 

７．２．４ 企業内の効率性の向上 

図表７．６は、電子タグを活用して企業内の生産・流通工程の管理を効率化する例

を示した。原材料部品へ電子タグを取り付けてサプライチェーンマネジメントのシステ

ムを導入することにより、生産、仕入れ・出荷業務、在庫管理等の業務を効率化するこ

とが可能となる。その結果、生産と流通の効率化や自動化が全体最適の観点から実

現する。 

世界最高水準のユビキタス技術を擁する日本は、電子タグの低コスト化が進むこと

によって、このような経営効率の改善を世界の先進国の中でもいち早く実現することが

できるだろう。 
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図表７．６ 電子タグを活用した生産・流通工程の管理 

 

 

７．２．５ 国内の企業との間の効率性向上 

図表７．７は、企業コードや商品コードを標準化することによって、企業間取引が効

率化する例を示した。企業を識別する取引先コードや、電子タグに対応した商品コー

ドを空間コードとして標準化することにより、業界内における企業間取引と物流プロセ

スの効率性を飛躍的に改善することが可能となる。 

バーコードから電子タグへの移行が進む中で、業界内又は業界間で統一的に企業

コードや商品コードの標準化に取り組むことによって、経営効率を改善し、国内企業の

競争力を高めていくことが必要である。 

 

図表７．７ 企業間取引と物流プロセスにおける企業・商品コードの標準化 

 

リーダ リーダ

受入倉庫ICタグ付き原材料

検収 出庫準備

仕掛品在庫

出庫入庫

• セキュリティ
• 在庫システム
との連携

• …

入庫、出庫等に問題があればアラートを受
け取り、システムからの確認が可能

トラックなど配車の自動化

出庫タイミングが近づくと、
自動的に出荷準備を開始

検収、出庫、在庫棚卸
作業の自動化
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７．２．６ 海外の企業との間の効率性向上 

図表７．８は、オフショア医療機関と連携することによって、遠隔画像診断が実現す

る例を示した。顕微鏡画像のリアルタイム動画伝送と顕微鏡の遠隔操作が低遅延で可

能となることにより、オフショアにある専門機関の病理医が手元にある顕微鏡を操作し

て診断するのと同様の診療効率を実現することが可能となる。 

ユビキタスネットワークが整備され、高速大容量の通信が安定的に海外とも行えるよ

うになることによって、多国籍企業でなくてもこのようなグローバルなレベルでの立地や

業務の最適化が当たり前のように行われる時代が到来する。 

 

図表７．８ オフショア医療機関と連携した遠隔画像診断の実現 

 

 

  

アジア連携
通信共同センター

衛星通信

担当医

アジア各国

インド

シンガポール

中国

病理医

・
・・・

映像／音 コミュニケーション

顕微鏡遠隔操作

コントローラ

顕微鏡動画像 30fps

電動顕微鏡

患者さんを待たせずに
診断結果が得られる

＋光通信海底ケーブル
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第８章  地域が変わる（地域×ＩＣＴ） 

８．１ ＩＣＴ利活用による地域変革 

地域成長力の担い手となるのは地域（中心市と周辺市町村の組合せ）であり、これ

がＩＣＴと深化した融合を遂げることにより、地域成長力を高めることが可能である。また、

産業と地域のネットワークが有機的に形成されることにより、より効果的な成長力のエ

ンジンとして機能する。 

ＩＣＴのつながり力によって「地域」が変わる姿は、中心市の「集積効果を高める」こと

で生産性が高まるパターンと、周辺市町村の「コミュニティを確保する」ことで地域をエ

ンパワーするパターンの２つに大別可能である。 

 

（１） 集積効果を高める 

知識・情報の共有と創造を重視し、「集積効果を高める」ことによって知識・情報

のスピルオーバーを強め、知的生産性を高めるような姿である。これは、さらに３つ

のタイプに分類可能である。 

① 地域産業・サービスの情報武装 

  地場産業が、ＩＣＴを活用することで情報武装化を進め、飛躍的な成長を実現す

るタイプ。例えば、生育ノウハウの見える化による効率的な農業経営の実現の事例

などが該当すると考えられる。 

② 中小企業の協働・連携 

ＩＣＴが触媒となって、地域の中小企業が結束し、情報共有や共同受発注により

競争力を獲得するタイプ。例えば、工業会のポータルサイト構築による商圏拡大の

事例などが該当すると考えられる。 

③ 紐帯の深化による地域活性化 

ＩＣＴを活用することで、信頼や規範といったソーシャルキャピタルを補完し、地域

社会の生産性を向上するタイプ。例えば、地域ＳＮＳによる商店街活性化の事例な

どが該当すると考えられる。 

 

（２） コミュニティを確保する 

行政、医療、教育等の生活に不可欠な生活直結サービスや雇用の遠隔提供を

可能とし、地域のコミュニティをエンパワーするような姿である。これは、さらに３つの

タイプに分類可能である。 

① 行政サービスのユビキタス化 

削除: 次

削除: のパターン
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国・地方公共団体による行政手続等のサービスを、ＩＣＴを活用することで、いつ

でもどこでも利用可能にするタイプ。例えば、２４時間オンライン申請の事例などが

該当すると考えられる。 

② 生活直結サービスのユビキタス化 

医療、福祉、教育、食事等の生活直結サービスを、ＩＣＴを活用することで、いつ

でもどこでも利用可能にするタイプ。例えば、遠隔医療や遠隔教育の事例などが該

当すると考えられる。 

③ 雇用のユビキタス化 

ＩＣＴを活用することで、いつでもどこでも雇用を提供することが可能になるタイプ。

例えば、テレワークやＳＯＨＯの事例などが該当すると考えられる。 

 

以上をまとめたものが、図表８．１である。ｘＩＣＴによって地域が生まれ変わり、ＩＣＴ

のつながり力によって、地縁・血縁、そして電子が人や企業をつなぐ「電縁」の地域社

会へ進化することが期待される。 

 

図表８．１ 地域が変わるイメージ 
 

 

 

  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
に
よ
る
地
域
変
革

（
電
縁
社
会
）

集積効果を高める

知的生産活動における人の交流を補完
し、知識・情報のスピルオーバーを強め
ることで収穫逓増をもたらす

コミュニティを確保する

行政、医療、教育等の生活に不可欠な
サービスや雇用の遠隔提供を可能と
し、地域のコミュニティをエンパワーする

×
※ＩＣＴの補完的利用

※ＩＣＴの代替的利用

地域産業・サービスの情報武装
地場産業が、ＩＣＴを活用することで情報武装化を進め、飛躍的な成長を

実現 （例：生育ノウハウの可視化による効率的な農業経営の実現）

中小企業の協働・連携
ＩＣＴが触媒となって、地域の中小企業が結束し、情報共有や共同受発注

により競争力を獲得 （例：工業会のポータルサイト構築による商圏拡大）

紐帯の深化による地域活性化
ＩＣＴを活用することで、信頼や規範といったソーシャルキャピタルを補完し、

地域社会の生産性を向上 （例：地域ＳＮＳによる商店街活性化）

行政サービスのユビキタス化
国・地方公共団体による行政手続等のサービスを、ＩＣＴを活用することで、

いつでもどこでも利用可能に （例：２４時間オンライン申請）

生活直結サービスのユビキタス化
医療、福祉、教育、食事等の生活直結サービスを、ＩＣＴを活用することで、

いつでもどこでも利用可能に （例：遠隔医療、遠隔教育）

雇用のユビキタス化
ＩＣＴを活用することで、いつでもどこでも雇用を提供することが可能に

（例：テレワーク、ＳＯＨＯ）
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８．２ 地域変革の具体的事例 

前節で明確化した“ｘＩＣＴ”による地域変革について、より多くの事例を体系的に整

理・集約しておくことが、有効と考えられる。また、その際に、“ｅ”の世界から“u”の世界

へ進む中で、地域活性化のパターンやノウハウがどう変化を遂げたのかという点が、大

きなポイントとなる。 

図表８．２にその事例の一端をまとめたが、総務省で行っている「ＩＣＴ地域活性化ポ

ータルサイト」24等の取組を通じて地域活性化に資するＩＣＴ活用事例の蓄積を進め、

インターネット上で検索可能にする等して、広く知識を関係者の間で共有できるように

すべきである。 

 

図表８．２ 地域変革の具体的事例 
 

 

 

なお、以下に、図表８．２に示した６つのパターン毎の萌芽事例又はアイデアを具体

的に例示する。 

 

８．２．１ 地域産業・サービスの情報武装 

図表８．３は、電子タグ搭載の地域通貨を使い、多言語音声観光ガイドを提供する

例を示した。世界遺産に登録された石見銀山で、電子タグ搭載のプラスチック製丁銀

型地域通貨（通称、石見銀ＩＣ小判）を製作し、新たな観光振興のツールとして取組が

                                                   
24 http://www.applic.or.jp/tkportal/を参照。 

ホームページ上で
農産物を全国へ通信販売

生育ﾉｳﾊｳを可視化・最適化し、
遠隔操作で農業経営を効率化

ｅ（電子化）の世界 ×ＩＣＴ

集
積
効
果
を
高
め
る

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
確
保
す
る

地域産業・サービスの情報武装
地場産業が、ＩＣＴを活用することで情報武装化を進め、
飛躍的な成長を実現

中小企業の協働・連携
ＩＣＴが触媒となって、地域の中小企業が結束し、情報共
有や共同受発注により競争力を獲得

紐帯の深化による地域活性化
ＩＣＴを活用することで、信頼や規範といったソーシャル
キャピタルを補完し、地域社会の生産性を向上

行政サービスのユビキタス化
国・地方公共団体による行政手続等のサービスを、ＩＣＴ
を活用することで、いつでもどこでも利用可能に

生活直結サービスのユビキタス化
医療、福祉、教育、飲食等の生活直結サービスを、ＩＣＴ
を活用することで、いつでもどこでも利用可能に

雇用のユビキタス化
ＩＣＴを活用することで、いつでもどこでも雇用を提供する
ことが可能に

観光客と観光ガイドの
ボランティアをネットでマッチング

電子ﾀｸﾞ搭載の地域通貨を使い、
多言語音声観光ガイドを提供

地域情報のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄにより、

各企業のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを検索可能
工業会のﾎﾟー ﾀﾙｻｲﾄを構築し、
技術取引や共同受発注を実施

中小企業が自前でｼｽﾃﾑ構築
し、ｶｽﾀﾏｲｽﾞされたｿﾌﾄを使用

中小企業がASP・SaaSを導入し、
ｼｽﾃﾑやｿﾌﾄの共有で生産性向上

ホームページで商店街の地図
や各店の情報を掲載

高画質ＳＮＳを構築し、商店街ｲ
ﾍﾞﾝﾄや放送局と連動して活性化

自治体が警察等と協力し、防犯
情報を携帯電話に配信

警察・消防等公的機関と住民が連
携しﾈｯﾄで安心・安全ﾏｯﾌﾟを共有

オンラインで自宅からネットで
電子申請や納付が一部可能

原則ｵﾝﾗｲﾝで添付書類が不要
の安価な完全ﾍﾟｰﾊﾟー ﾚｽ申請

行政手続ごとにオンライン申請
各種行政手続を一括して
ワンストップでオンライン申請

簡易なＴＶ電話等による通院
患者への部分的な遠隔相談

自宅や職場に居ながら本格的な
遠隔診療や医療情報利用を実現

ネットを活用した遠隔講義や
教材の部分的な提供

講義や指導を全てネットで行い、
通学しなくても単位が取得可能

小画面で電話やメールを頼りに
単純作業中心のテレワーク

大画面ＴＶ電話で自由に協働し、
複雑な業務もテレワーク

ブロードバンド環境が整う地域
の住民の一部がテレワーク

日本全国いつでもどこでも
ネットや携帯でテレワーク

ｕ（ﾕﾋﾞｷﾀｽ）の世界
＜萌芽事例、アイデア等＞
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進められている。電子タグに記録された言語情報を読み取り、多言語音声ガイドが聞

ける仕組み等を実現している。 

このように、典型的な地場産業である観光産業がＩＣＴを積極活用して情報武装する

ことにより、観光客を呼び込むツールを開発し、地域活性化による成長につなげること

が可能となる。 

 

図表８．３ 電子タグを利用した多言語音声観光ガイド等の提供 

 
【出典】 ｕ－Ｊａｐａｎベストプラクティス２００７「石見銀ＩＣ小判プロジェクト」 

 

８．２．２ 中小企業の協働・連携 

図表８．４は、地域の工業会がポータルサイトを構築し、技術取引や共同受発注を

実施する例を示した。新潟県三条市において、約５００社の金属加工関連中小企業が

参加する工業会がポータルサイトを構築し、共同で金属加工技術の情報共有や見積

依頼・製品注文の受付、会員企業への照会を実施することにより、売上高が３年間で

約４倍に上昇したケースである。売上高総額は、構築費用の約１８倍に達し、顕著な費

用対効果を実現している。 

このように、地域の中小企業であっても、ＩＣＴを積極活用して協働・連携することに

より、商圏拡大や生産性の向上につなげることが可能であり、競争力向上に向けた重

要な手段として認識すべきである。 

書式変更: フォント : (英) HGP創英角ｺﾞ
ｼｯｸUB, (日) HGP創英角ｺﾞｼｯｸUB, 16 pt,
(特殊) ＭＳ Ｐ明朝
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図表８．４ ものづくりネットワークによる地場産業の商圏拡大 

 
【出典】 三条市工業会ホームページ情報を基に総務省作成 

 

８．２．３ 紐帯の深化による地域活性化 

図表８．５は、地域ＳＮＳを構築し、地域の活動と連動させて地域活性化を実現する

例を示した。青森県では、地域住民の協力によりソーシャルメディア（ＳＮＳ）によるコミ

ュニティを形成し、地元のローカルテレビ局とも連携して、地元商店街のイベントとの連

動や廃校利用の企画検討といった地域の課題の解決に取り組んでいる。 

このように、顔見知りの人同士のコミュニケーションが、ＳＮＳによって更に強化される

「ハイブリッドコミュニティ」を活用することにより、地域の紐帯が深まり、地域活性化に

つなげることが可能となる。 

 

図表８．５ 地域ＳＮＳのメディア連携 

 
【出典】 ｕ－Ｊａｐａｎベストプラクティス２００8「地域ＳＮＳのメディア連携と地域活性化」 

 

1

・金属加工関連技術
・特殊技術
・地場企業技術情報データベース
・文化・伝統芸能、自然
・知識、技能を有する人材 etc

要望・質問、
注文情報

魅力ある地場産業受注Ｂ to Ｂサイト構築に
よる商圏の拡大と競争力強化

三条地場金属加工関連中小企業

地域コンテンツの制作

地場企業間ネットワーク
（ＣＡＴＶ、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ等）

情報共有
コラボレーション
大容量図面データ等交換

インターネット

質問、要望

注文顧客・発注企業

地場産業ＰＲ
地域ＰＲ

Ｗｅｂサイト

（協）三条工業会※
※三条工業会 組合員数 509社

インターネット

地域SNS「@ami’z」
（青森県で展開）

携帯電話

PC

地域住民

コミュニティ

コミュニティ

日記

日記

地域住民が集まりコミュニティを形成

地域の価値の浮上

商店街の活性化

地域の市民メディア

クチコミ情報

新たな地域コミュニティ

日記
地元TV局

地元TV局との連携

・番組情報等の
提供

・リクエスト
・地域の課題

・イベント情報等、
住民の有効情報

地域への関心・愛着心醸成

地域人材の発見

商店街イベントへの住民参加

廃校利用の企画検討など

情報投稿量：５２万件

参加人数：１６００人名

地域の課題／話題を抽
出し、地域課題を考える
地元番組制作に反映

・住民のリクエスト
・地域の課題
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８．２．４ 行政サービスのユビキタス化 

図表８．６は、各種行政手続を一括して、ワンストップでオンライン申請をできるように

する取組の例を示した。総務省では、地域の様々な公共情報システムの相互接続・連

携等を通じて地域の活力を高めるため、次世代地域公共情報システムの標準仕様

（地域情報プラットフォーム）に準拠したシステムの実証実験を行い、ＩＣＴ利活用によ

る引越・転退職、医療・健康及び防災等の公共情報サービスの早期実現・普及のため

の課題や解決方策の提示に取り組んでいる。 

行政サービスのユビキタス化においては、まずは遠隔地でもどこでも問題なく電子

的に行政手続が行えることが重要であり、その上でワンストップ手続のような利便性向

上に向けた取組が必要となる。 

 
図表８．６ 地域情報プラットフォームの構築 

 
【出典】 総務省資料 

 

８．２．５ 生活直結サービスのユビキタス化 

図表８．７は、自宅に居ながら本格的な遠隔診療や健康管理等を受診する例を示し

た。信州大学附属病院では、第３世代携帯電話を利用し、在宅で長期療養を余儀なく

されている患児をもつ家族を対象として、主治医の施設と居住地域の医療施設の小

児科医や看護士等が１：Ｎの形でネット連携し、日常的な病状の経過を見守るとともに、

発作等の急な症状に対しても適切なアドバイスを行うことを可能としている。 

生活直結サービスのユビキタス化においては、まずは遠隔地でもどこでも問題なく

医療、福祉、教育、飲食等の生活に不可欠なサービスの提供が受けられることが重要

であり、その上で高速大容量ネットワークを活かした高画質映像等の利用による付加

価値向上に向けた取組が必要となる。  

書式変更: フォント : 12 pt
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図表８．７ ＩＣＴを利用した老人・子どもの在宅医療 

 

【出典】 ｕ－Ｊａｐａｎベストプラクティス２００７「在宅病児のユビキタスケアネット」 

 

８．２．６ 雇用のユビキタス化 

図表８．８は、大画面テレビ電話で自由に協働し、複雑な業務もテレワークする例を

示した。(株)エヌ・ティ・ティ ネオメイトでは、事業所とテレワーク拠点があたかも一つの

工場のように一体的に作業できる仮想工場を実現するシステムを開発し、デジタル地

図の製作やメンテナンス業務（拠点情報の登録・更新等）に活用している。熊本、広島

三重、愛媛など７件の在宅テレワーカー１２９名を雇用し、地方の雇用創造に貢献する

とともに、生産効率を高めて生産コストを３分の２に低減することを可能とした。また、別

の事例では、(株)Ｃ＆Ｒ総研が佐賀市にアジアビジネスラボを設立し、これまで首都圏

で行うことが有利とされてきたホームページやパンフレットの制作等のコンテンツ関連

の仕事を佐賀県内に誘導し、地域のコンテンツ関連企業やクリエイターが全国及びア

ジア圏の市場に向けて雇用を提供している。 

雇用のユビキタス化においては、まずは遠隔地でもどこでも問題なく雇用を提供で

きることが重要であり、その上で高速大容量ネットワークを活かした高画質映像等の利

用により、単純作業でなく、高付加価値をもたらす高度な作業も遠隔提供できる環境

の整備に向けた取組が必要となる。  

ｼｽﾃﾑの特長：

○ 第３世代以降の携帯電話の1：n利用

○ ユビキタス-利用地域や距離を選ばない

○ 家族のストレス、経済的・時間的負担の

軽減、ＱｏＬ（Quality of Life）向上

○ 小児科医師負担軽減と密な医療連携

１：Ｎで利用することで、対応する医師の負担が大きく軽減される。高速ネットワーク

第３世代携帯テレビ電話

64kbps（現在）～

サーバ
信州大学病院

在宅患者のいる地域病院

在宅患児の家庭

主治医

地域の医師

小児科医のいる他の病院主治医のいる病院



 

81 
 

図表８．８ テレワークによる地域雇用の創造 

 

【出典】 ｕ－Ｊａｐａｎベストプラクティス２００6「光ブロードバンドテレワークシステム」 

  

光回線
光回線

光回線

センタクリエータ

自宅マネージャ

リモート

オフィス

自宅

自宅

スーパバイザ
（指導者）

センタ（熊本） テレワーク拠点（７県）

サーバ

ブロードバンド
ネットワーク

ＩＰテレビ電話システム

在宅クリエータ

（テレワーカ）

在宅クリエータ

（テレワーカ）

ＰＣに配信されているのは画

面情報のみで、データは配
信されていない

両者のＰＣ画面の
画面共有が可能
両者のＰＣ画面の
画面共有が可能

クリエータ

（テレワーカ）

デジタル地図バーチャルファクトリ

光回線

在宅クリエータ

（テレワーカ）

静岡県１１名

ﾁｬﾚﾝｼﾞﾄﾞ：９名

母子家庭：２名

このデジタル地図作成・メンテナンス業務の他にも自治体からの受託業務をテレワークによる地元雇用で実施している。

＜担当している在宅テレワーカーの分布＞
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８．３ 地域におけるＩＣＴ利活用のあり方 【参考】 

地域成長力の担い手となる中心市と周辺市町村において、ＩＣＴ利活用のあり方は

異なりうると考えられる。 

図表８．９は、都道府県毎のインターネット利用と人口密度の関係を示すが、人口密

度が高い地域では、メールや情報検索、電子商取引等のインターネット利用率も高い

傾向が観察される。また、図表８．１０は、都道府県毎のＩＣＴ関連事業所数（人口あたり）

と人口増減率の関係を示すが、ＩＣＴ産業の集積が高い地域では、人口増加率も高い

傾向が見られる。人口集積が起こっている地域では情報通信基盤の整備が進み、ＩＣ

Ｔ利用を密に行っている人材が多いと考えられるが、このような人材がさらに高度な利

用を行うことによって知的生産性を高めるようなＩＣＴ利活用25を促進すべきと考えられ

る。また、高度なＩＣＴ利活用を促す基盤を整備することによってＩＣＴ産業が集積し、そ

の集積がさらなる人口集積をもたらし、知識経済の面で地域の成長に好循環をもたら

すことが期待される。 

 

図表８．９ インターネット利用と人口密度（都道府県データ、２００６年） 

 

【出典】 社会生活基本調査及び国勢調査から総務省作成 

  

                                                   
25 都市機能に対して「補完的」な役割を果たすＩＣＴ利活用と評価できる。 
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図表８．１０ ＩＣＴ関連事業所数と人口増減率（都道府県データ） 

 

【出典】 事業所・企業統計調査及び国勢調査から総務省作成 

 

 

一方、人口が減少している地域では、コミュニティを確保するために、行政サービス

や生活直結サービスの遠隔利用や雇用の遠隔提供を確実なものとする必要がある。

図表８．１１は、自治体の属性別に見たＩＣＴ分野別の活用指標を示すが、条件不利地

域（過疎、豪雪等）や高齢化地域の市区町村では、福祉、医療、農業等の地場産業、

観光、住民交流といった地域に密接な課題の解決にＩＣＴ利活用の比重が置かれてい

ることが伺える。このような地域では、地域の課題解決に対して目的意識の高いＩＣＴ

利活用26に徹する必要があり、同時に高齢者や子ども、障害者など誰でも利用できる

ようなＩＣＴ環境を整備することが必要と考えられる。 

 

ＩＣＴ利活用による地域変革を生み出し、地縁、血縁、そして電子が人や企業をつな

ぐ「電縁」の地域社会へと進化するためには、以上を踏まえ、ＩＣＴ利活用のあり方を地

域の事情に応じて適切に使い分けることが重要となる。 

 

  

                                                   
26 都市機能に対して「代替的」な役割を果たすＩＣＴ利活用と評価できる。 
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図表８．１１ 自治体の属性別にみたＩＣＴサミット分野別活用指標 

 

【出典】 総務省調査 
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第９章  生活（人）が変わる（生活（人）×ＩＣＴ） 

９．１ ＩＣＴ利活用による生活変革 

産業や地域の変革の担い手は「人」であり、「人」がＩＣＴをより有効に利活用すること

で、生活がＩＣＴと深化した融合を遂げることが可能となる。 

ＩＣＴによって、「人」がエンパワーされ、「生活」が変わる姿は、具体的な利用シーン

の事例としてｕ－Ｊａｐａｎ政策の策定時に既に整理済みであるが、「産業」や「地域」の

変革と整合性をもった形で、以下の通り再整理した。その結果、次の２つのパターンに

大別可能である。 

 

（１） いつでもどこでも便利に 

日常生活の隅々にＩＣＴが浸透し、いつでもどこでもシームレスに便利なサービス

を利用し、つながることができるようになることで、快適で活力ある明るい生活が実現

するような姿である。これは、さらに２つのタイプに分類可能である。 

① いつでも協働して価値を創発 

離れた場所でもいつでもネットワーク上で協働することで、集合知を生み出し、新

たな価値を創造するタイプ。例えば、マルチ立体画面によるコラボレーションの事例

などが該当すると考えられる。 

② 便利なサービスで快適な生活 

働く親など、仕事や家事に忙しい日々でも、ＩＣＴを活用した便利なサービスで、

快適な生活を実現するタイプ。例えば、携帯電話による自宅内の遠隔操作の事例

などが該当すると考えられる。 

 

このパターンは、若者や勤労世代など、比較的ＩＣＴを良く利用している利用者層

が、さらに生産性を高め、さらに便利で快適に、ＩＣＴを利用できるようになるという姿

である。したがって、高度な機器やサービス等の開発により、革新的なＩＣＴ利活用

が生み出され、生活や人が創造的に「変わる」ことが期待される。 

 

（２） コミュニティを確保する 

機器やネットワークを意識することなく、子どもや高齢者、障害者など誰でも簡単

に安心・安全に利用できるようになることで、安全で優しい豊かな生活が実現するよ

うな姿である。これは、さらに２つのタイプに分類可能である。 

① 人と人との優しいふれあい 
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高齢者と子どもや都市と地方など、心の触れあうコミュニケーションで、世代や地

域を越えた一体感を醸成するタイプ。例えば、大画面ＴＶによる臨場感通信の事例

などが該当すると考えられる。 

② 誰でも元気に社会参加 

ＩＣＴを活用することで、年齢や障害に関係なく、元気に労働や社会活動に参画

可能となるタイプ。例えば、電子タグを活用した自律移動支援システムの事例など

が該当すると考えられる。 

 

このパターンは、高齢者や子ども、障害者など、比較的ＩＣＴを利用する機会が少

なかった利用者層が、難しい初期設定等が一切不要で初心者でも簡単に、キーボ

ード入力ではなく音声入力等の容易なインタフェースを通じて、ＩＣＴを利用できるよ

うになるという姿である。したがって、高度で複雑な技術開発が背景にあったとしても

表面上は全くそれを感じさせないような機器やサービス等の開発により、安心で人

に優しいＩＣＴ利活用が生み出され、生活や人が心配の要らないものに「変わる」こと

が期待される。 

 

以上をまとめたものが、図表９．１である。ｘＩＣＴによって人がエンパワーされ、生活

が生まれ変わり、真の「ユビキタスネット社会」が実現することが期待される。 

 

図表９．１ 生活（人）が変わるイメージ 
 

 

 

  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
に
よ
る
生
活
変
革
（
ユ
ビ
キ
タ
ス
社
会
）

いつでもどこでも便利に

日常生活の隅々にＩＣＴが浸透し、いつ
でもどこでもシームレスに便利なサービ
スを利用し、つながることができる

誰でも簡単に安心して

機器やネットワークを意識することなく、
子どもや高齢者、障害者など誰でも
簡単に安心・安全に利用できる

×

いつでも協働して価値を創発
離れた場所でもいつでもネットワーク上で協働することで、集合知を生み

出し、新たな価値を創造 （例：マルチ立体画面によるコラボレーション）

便利なサービスで快適な生活
働く親など、仕事や家事に忙しい日々でも、ＩＣＴを活用した便利なサー

ビスで、快適な生活を実現 （例：携帯電話による自宅内の遠隔操作）

人と人との優しいふれあい
高齢者と子どもや都市と地方など、心の触れあうコミュニケーションで、

世代や地域を越えた一体感を醸成 （例：大画面ＴＶによる臨場感通信）

誰でも元気に社会参加
ＩＣＴを活用することで、年齢や障害に関係なく、元気に労働や社会活動

に参画可能 （例：電子タグを活用した自律移動支援システム）

ｕ（ﾕﾋﾞｷﾀｽ）の世界
＜萌芽事例、アイデア等＞

×ＩＣＴ
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９．２ 生活変革の具体的事例 

前節で明確化した“ｘＩＣＴ”による生活変革について、より多くの事例を体系的に整

理・集約しておくことが、有効と考えられる。また、その際に、人が生活変革を実感でき

るように、動画等を活用した見える化により、分かりやすい形で利用シーンの深化を理

解できるようにすることが重要である。 

図表９．２にその利用シーンの一端をまとめたが、総務省のｕ－Ｊａｐａｎ政策では、具

体的な利用シーンの事例を精査し、「ｕ－Ｊａｐａｎが実現する暮らしのイメージ」として、

生活面での利用イメージを動画及び静止画で解説を加えて総務省のウェブサイト27に

掲載している。各利用シーンの説明については、ウェブサイト上で具体的なサービス

や利用イメージ、必要となる技術や環境整備等を詳述しているので、参照されたい。 

今後は、実現性や有効性をさらに精査した上で、必要に応じ、利用シーンの事例の

蓄積を進め、インターネット上で検索可能にする等して、広く国民の間で共有できるよ

うにすべきである。 

 

図表９．２ 生活変革の具体的事例 
 

 

  

                                                   
27 http://www.soumu.go.jp/menu_02/ict/u-japan/j_r-menu_u.html を参照。 

便利なサービスで快適な生活
（働く親の場合）

いつでも協働して価値を創発
（クリエーターの場合）

い
つ
で
も
ど
こ
で
も
便
利
に

誰
で
も
簡
単
に
安
心
し
て

人と人との優しいふれあい
（祖父母と孫の場合）

誰でも元気に社会参加
（障害者の場合）
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ＩＣＴ成長力強化プラン 
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第１０章  成長力強化の真に必要な分野 

１０．１ ＩＣＴ産業とＩＣＴ利用産業 

１０．１．１ 生産性の動向 

（１） 経済成長と生産性 

図表１０．１は、経済成長率の寄与度の要因分解についての日米欧比較を示したも

のである。日本の経済成長率は「失われた１５年」を経て大きく低下し、欧米主要国（イ

タリアを除く）との差が開いている。その主な要因は、日本のＴＦＰ（総要素生産性）28の

上昇率による寄与度が近年顕著に減速したことにあるが、欧州主要国も同様の減速を

経験しており、米国のみがＴＦＰ上昇の加速を謳歌している状況にある。また、日本で

は、欧州と異なり、資本・労働の寄与度が大きくが低下している点も特徴的である。 

  

図表１０．１ 経済成長率の寄与度の要因分解（日米欧比較） 

 
【出典】 Fukao and Miyagawa (2007), “Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?” 

(EU KLEMS Working Paper Series No. 18)を基に総務省作成 

                                                   
28 総要素生産性（ＴＦＰ：Total Factor Productivity）とは、資本投資や労働投入の伸びでは説明できない経済成長

部分であり、一般に技術革新、経営ノウハウ等の知識のストック、企業組織改革、産業構造変化等の要因が含まれ

ると理解されている。ＩＣＴのイノベーションによる生産性向上は、主としてこのＴＦＰの上昇として実現されると考えて

よい。 
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（２） 産業別の生産性 

図表１０．２は、ＴＦＰの上昇率の業種別動向についての日米欧比較を示したもので

ある。日本におけるＴＦＰ上昇率の９５年以降の減速は、全産業に占めるシェアが高い

非ＩＣＴ製造業（１６．８％）と流通・運輸（２３．４％）の両部門における減速が主たる要因

となっている。一方、ＩＣＴ産業のＴＦＰ上昇率は９５年以降も主要国でトップとなってお

り、日本経済の牽引役となっている。 

なお、欧米では、イタリアを除き、９５年以降のＴＦＰ上昇は、非ＩＣＴ製造業と流通・

運輸部門が牽引している傾向が見られ、日本とは全く逆の状況である。 

 

図表１０．２ ＴＦＰの成長率の業種別動向 （日米欧比較） 

 
【出典】 Fukao and Miyagawa (2007), “Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?” 

(EU KLEMS Working Paper Series No. 18)を総務省にて一部加筆 

 

 

生産性上昇をＴＦＰではなく労働生産性で見た場合の業種別寄与度を、日米比較

で示したものが図表１０．３である。米国では２０００年以降、流通・運輸や金融等のＩＣ

Ｔ利用型のサービス業が労働生産性の上昇に大きく貢献している一方で、日本では

製造業の労働生産性は互角であるものの、ＩＣＴ利用型のサービス業の労働生産性が

停滞している状況にある。 

これらのサービス業（流通・運輸、金融・ビジネスサービス、飲食・宿泊等）が占める

就業者のシェアは４割超に達し、サービス業の動向が全体の労働生産性の水準を大

きく左右している。 

このように、近年の経済成長率の停滞は、ＩＣＴを利用する側の製造業やサービス業

等に大きな原因があるのではないかと考えられる。 

 

ＩＣＴ産業
（電子機器・通信）

非ＩＣＴ製造業
（電子機器を除く）

非ＩＣＴ財関連業
（建設、電力・ガス・水道、農林水産、鉱業）

非ＩＣＴサービス業①
（金融、ビジネスサービス）

非ＩＣＴサービス業②
（流通、運輸）

非ＩＣＴサービス業③
（その他サービス＊）

＊飲食・宿泊、不動産、社会・個人サービス
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図表１０．３ 労働生産性上昇率の業種別寄与度 （日米比較） 

 

【出典】 経済財政諮問会議・内閣府提出資料（平成１９年４月６日） 

 

１０．１．２ ＩＣＴ投資の動向 

（１） 経済成長とＩＣＴ投資 

図表１０．４は、資本投入による経済成長率への寄与度を、ＩＣＴ資本と非ＩＣＴ資本

の別に分析したものである。日本では、９５年以降、非ＩＣＴ資本の寄与度が急減速し

ているが、欧米では、イタリアを除き、ＩＣＴ資本の寄与度が大幅に高まっている。 

また、近年では、各国ほぼ共通して、ＩＣＴ資本の寄与度が非ＩＣＴ資本の寄与度を

上回る傾向となっている。 

 
図表１０．４ 資本投入増加の成長率への寄与の内訳 （日米欧比較） 

 
【出典】 Fukao and Miyagawa (2007), “Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?” 

(EU KLEMS Working Paper Series No. 18)を基に総務省作成 
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（２） 産業別のＩＣＴ投資 

図表１０．５は、ＩＣＴ利用産業におけるＩＣＴ投資の伸びの国際比較の例を示したも

のである。成長への寄与度の高いＩＣＴ投資の９５年以降の伸びは、米英では約４倍だ

が、日本は２倍弱にとどまっている。また、日本は、特にサービス部門におけるＩＣＴ投

資の伸びが鈍く、米英に大きく引き離されている状況にある。 

 

図表１０．５ ＩＣＴ投資の伸び （国際比較） 

【出典】 Fukao and Miyagawa (2007), “Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling 

    Behind?” (EU KLEMS Working Paper Series No. 18) 

 

一方、図表１０．６は１９９５年から２００５年までの１０年間におけるＩＣＴ投資の伸びと

ＴＦＰの上昇との関係を示したものである。製造業ではＩＣＴ投資の伸びが高いほどＴＦ

Ｐ成長率も高い傾向にあるが、サービス業ではＩＣＴ投資の伸びが必ずしもＴＦＰの上

昇に結びついていない。 

良く指摘されるとおり、ＩＣＴ資本の上昇が比例的に生産性を高めるとは限らず、そ

の成否はＩＣＴ資本の使い方に依存する。例えば、ＩＣＴ投資に伴い、組織改革や人的

資本の充実、ＩＣＴ導入効果の検証といった経営努力を実施した企業に限って、生産

性上昇の果実が得られるといった趣旨の研究成果が数多く報告されている29。 

ＩＣＴと成長力を結ぶ経路を強化するには、単にＩＣＴ投資を加速するだけではなく、

それをいかに賢く利活用するかという「智恵」が重要になってくると言える。 

ＩＣＴは、情報や知識の蓄積・利用促進に加え、情報や知識が利用者間で共有され

ることによりその効果が飛躍的に拡大するという「ネットワーク外部性」を有しており、そ

の効果によってＴＦＰ成長に大きく寄与する可能性が高い。その潜在力を十分に発揮

させるには、政策資源の「選択と集中」を図り、生産性の低いサービス業をはじめとす

るＩＣＴ利用産業において、ＩＣＴの徹底活用を進めていくことが重要となるだろう。 

                                                   
29  篠﨑彰彦『ＩＴ活用とサービス産業―市場拡大への道筋（（社）日本経済研究センター 2008 年３月）』等。 

流通業

個人及び社会的サービス

ＩＣＴ投資の伸び（経済全体）
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図表１０．６ ＩＣＴ資本の伸びとＴＦＰ上昇との関係 （業種別） 
 

（製造業）                        （サービス業） 

   

【出典】平成１９年版情報通信白書（総務省） 
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１０．２ ＩＣＴによる成長力強化の評価軸 

第６章でみたとおり、「成長力」は国際市場への展開を図る「グローバル成長力」と地

域コミュニティにおける生活の豊かさに直結する「地域成長力」に分けることができる。

この両者を高めることによってこそ、真の成長力強化につながると考えられる。 

そのための戦略を検討するにあたっては、成長力強化の対象となる産業に着目し

て、ＩＣＴ産業とＩＣＴ利用産業に分けることが有効と考えられる。ＩＣＴ産業はＩＣＴの基盤

や端末、ソフトウェア、アプリケーション、サービス等を提供する産業、ＩＣＴ利用産業は

ＩＣＴのシステムやサービス等を利用する側の産業である。前節で確認したように、ＩＣＴ

産業とＩＣＴ利用産業において、生産性やＩＣＴ投資の面で大きな相違が観察されるとと

もに、特に近年における日本のＩＣＴ利用産業の状況が、欧米の先進諸国と様相を異

にしていると見受けられるためである。 

以上の認識のもと、成長力強化の真に必要な分野を分析するために、図表１０．７に

示すとおり、「グローバル成長力と地域成長力」と「ＩＣＴ産と ICT利用産業」の二軸で整

理することとした。二つの評価軸に従い、４つの象限に分けて成長力強化の真に必要

な分野を検討することが可能となる。 

 

図表１０．７ 成長力強化の真に必要な分野 

 
 

（１） ＩＣＴ産業×地域成長力（第三象限） 

これは、国内のＩＣＴ産業の改革を進めることにより、ＩＣＴ産業の発展基盤を強化

し、新たなデジタル市場の創出を進めることである。この分野については、「通信・放

送の在り方に関する政府与党合意」（２００６年６月）に基づき、通信・放送分野の改

革を着実に推進する30ため、２０１０年までの５年間に取り組むべき具体的施策を掲

                                                   
30 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に、「『通信・放送の在り方に

関する政府与党合意』に基づき、世界の状況を踏まえ、通信・放送分野の改革を推進する。」と盛り込まれている。 

ICT産業 ICT利用産業

グローバル成長力

地域成長力

新たなデジタル市場の創出
（ＩＣＴ産業の発展基盤強化）

デジタル適応力の向上
（ＩＣＴの徹底活用）

ＩＣＴのつながり力による産業変革
（ＩＣＴ活用の戦略分野の設定）

ＩＣＴ国際競争力の強化
（ガラパゴス体質からの脱却）

“ｘＩＣＴ”

あらゆる産業・地域とＩＣＴとの融合

ＩＴ戦略本部・
関係府省と連携

官民で連携
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げた「通信・放送分野の改革に関する工程プログラム」を２００６年９月に決定してい

る。 

この工程プログラムの主な内容は、ＮＨＫ関連（経営委員会の抜本的改革等）、

放送関連（マスメディア集中排除原則の緩和等）、融合関連（通信と放送に関する

総合的な法体系の検討）、通信関連（公正競争ルールの整備等）となっている。 

ＩＣＴ産業を通じて地域成長力を高めるには、この工程プログラムを２０１０年まで

に着実に実施し、通信と放送の融合等を中心にさらに新たな取組を充実させていく

とともに、２０１１年の完全デジタル元年に向けて、ブロードバンドや携帯電話、地上

デジタル放送等の情報通信基盤の整備を確実に進めていくことが必要である。 

 

（２） ＩＣＴ産業×グローバル成長力（第二象限） 

これは、日本のＩＣＴ産業が、国内市場偏重によりグローバル市場との親和性に乏

しい独自の発展を遂げることで隘路に陥るという、いわゆるガラパゴス体質からの脱

却を図り、ＩＣＴ国際競争力の強化を進めることである。この分野については、２００７

年５月に「ＩＣＴ国際競争力プログラム」31を策定し、２００７～０８年度を「ＩＣＴ国際競

争力強化年間」と位置付け、政策資源の集中と選択、産学官の連携強化などにより、

完全デジタル元年を迎える２０１１年までに、ＩＣＴ産業の国際競争力強化を実現す

ることとしている。 

ＩＣＴ産業を通じてグローバル成長力を高めるには、「ＩＣＴ国際競争力プログラム」

における基本プログラム及び個別プログラム（ＩＣＴ研究開発強化プログラム、ＩＣＴ標

準化強化プログラム等）に盛り込まれた各種施策を総合的に推進するとともに、「ＩＣ

Ｔ国際競争力会議」において定期的にフォローアップを行い、その結果を踏まえて

本プログラムを適切に見直し、施策を一層充実させていくことが必要である。 

 

（３） ＩＣＴ利用産業×地域成長力（第四象限） 

これは、医療、教育、行政等の公共的サービスや、農業、製造業、観光業、中小

企業等の地場産業が、業務改革等を通じてデジタル適応力を高め、ＩＣＴを徹底活

用することによって生産性の向上や新規事業の創出を実現することである。この分

野については、情報通信審議会における「ＩＣＴによる生産性向上戦略」の策定や、

厚生労働省との共同による「遠隔医療の推進方策に関する懇談会」の開催、「電子

自治体の推進に関する懇談会」における業務システムの共同化・標準化の推進等

に取り組んでいるところである。 

ＩＣＴ利用産業を通じて地域成長力を高めるには、“ｘＩＣＴ”によりあらゆる地域の

地場産業とＩＣＴとの深化した融合を促進し、官民をあげたＩＣＴ利活用のための課題

総点検や、地域産業・地域サービスの革新、電子政府・電子自治体の一層の取組

                                                   
31 「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決定）に、「ＩＣＴ産業の国際競争力強化」が盛り込

まれ、「『ユビキタス特区』を平成１９年度内を目途に創設し、世界最先端ＩＣＴサービスが開発・利用できる環境の整

備、電波の二次取引の拡大への取組を進めるなど、『ＩＣＴ改革促進プログラム』に基づき、通信・放送分野の改革

を加速化するとともに、ＩＣＴ産業の国際競争力を強化する。」と記載されている。 
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強化等を進めていくことによって、ＩＣＴの徹底活用を図ることが必要である32。 

 

（４） ＩＣＴ利用産業×グローバル成長力（第二象限） 

これは、グローバル市場に直結する日本の産業分野について、ＩＣＴ活用の戦略

分野を設定し、ＩＣＴのつながり力による産業変革を促すことである。この分野につい

ては、２００８年１月に創設した「ユビキタス特区」による自動車、ロボット、環境等のＩ

ＣＴ利用産業による新たなサービスの開発・実証の推進等に取り組んでいるところで

ある。 

ＩＣＴ利用産業を通じてグローバル成長力を高めるには、“ｘＩＣＴ”によりあらゆる産

業とＩＣＴとの深化した融合を促進し、特に自動車、ロボット、環境、コンテンツ33等の

日本の強みとも言える産業について、国際展開支援、研究開発の重点化、特区34・

大型プロジェクト等の戦略的な支援策を講じることが必要である。 

 
 総務省においては、従来からＩＣＴ産業（第２及び第３象限）を強化する政策を中心に

展開し、２００６年度においては、ＩＣＴ産業×地域成長力の分野を主とする強化策（通

信・放送分野の改革に関する工程プログラム）、２００７年度においてはＩＣＴ産業×グロ

ーバル成長力の分野を主とする強化策（ＩＣＴ国際競争力強化プログラム）をまとめてき

たところである。 

 しかし、今回、ＩＣＴによる成長力強化策をまとめるにあたっては、生産性やＩＣＴ投資

における課題を踏まえ、ＩＣＴ利用産業（第１及び第４象限）の直面する問題に正面から

向き合い、この分野における成長力強化に資する政策も含めて本格的な検討を行うこ

とが必要である。 

                                                   
32 「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）に、「電子政府の早期実施等」が盛り込まれ、

「i)国民の利便性向上、ii)企業のコスト削減、iii)内部業務の効率化の３つの観点から、国民の立場に立ったＩＴ化を

政府において徹底し、国全体のＩＴ化につなげる。」と記載されている。また、遠隔医療について、「『遠隔医療の推

進方策に関する懇談会』における検討を踏まえ、遠隔医療技術の活用を推進する。」と記載されている。 
33 ＩＣＴ産業における映像や音楽等のコンテンツにとどまらず、文化や芸術などいわゆるソフトパワー全般に関わる

ような広義のコンテンツを意図しているため、ＩＣＴ産業とＩＣＴ利用産業の双方にまたがるものとなる。 
34 「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）に、「『サイバー特区』等によるクリエイティブ

産業強化など重点的取組を平成２０年度中に具体化する。」と記載されている。 
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第１１章  「ＩＣＴ成長力強化プラン」の策定 

１１．１ 基本的理念 

第Ⅰ編において、ＩＣＴと成長力に強いつながりがあり、少子高齢化社会における成

長モデルを確立する上で、ＩＣＴを産業の基軸に位置づけることが有効と確認した。 

第Ⅱ編では、日本のＩＣＴ環境は、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の推進等を通じ世界最高水準の

基盤を実現したが、電子政府、医療・教育、中小企業経営等、官民双方でＩＣＴの利活

用が十分には進んでおらず、ネット上の違法・有害情報の社会問題化に代表されるよ

うに、ＩＣＴ利用面での安心・安全の抜本強化も急務となっていることが明らかとなった。 

第Ⅲ編において、２０１１年に「完全デジタル元年」を迎え、「いつでも、どこでも、何

でも、誰でも」ネットワークに簡単につながる環境が実現する「ユビキタスネット社会」で

は、ＩＣＴの潜在力が経済成長と環境を両立させ、持続可能な成長モデルを構築する

ための切り札となることを整理した。また、「紙が基本から電子が基本へ」や「自分でつ

くるから皆で協働するへ」といった世の中の「原則」に不連続的な環境変化をもたらし、

これに対応して産業・地域・生活が変革を遂げることで、ＩＣＴによる成長力強化を最大

限に享受することが可能となることを示した。 

第Ⅳ編では、以上を背景に、成長力強化が喫緊の課題となっていることを踏まえ、Ｉ

ＣＴによる成長力強化に向けた政策の具体化を行うこととした。第１０章で明らかになっ

たように、「グローバル成長力と地域成長力」「ＩＣＴ産業とＩＣＴ利用産業」の２つの評価

軸によって、成長力強化が真に必要な分野を４象限で整理・明確化することが効果的

である。この手法によって、ＩＣＴと成長力を結ぶ経路を集中強化するための政策パッ

ケージを浮かび上がらせることができるが、この政策パッケージを「ＩＣＴ成長力強化プ

ラン」として策定すべきである。本プランにより、従来の「ＩＣＴ産業の成長力」を基本とし

た政策から、「ＩＣＴ利用産業の成長力」を包含した政策に脱皮し、“ｘＩＣＴ”のコンセプ

トを通じて、社会全般に広く貢献するＩＣＴ政策の立案に取り組むことが可能となる。 

総務省は、以下に示す内容を踏まえて「ＩＣＴ成長力強化プラン」を速やかに策定し、

本プランに基づき政策の具体化を進めるべきである。また、「ＩＣＴ成長力強化プラン」

の基盤となるｕ－Ｊａｐａｎ政策の各種施策を現行化し、引き続き２０１０年の「ユビキタス

ネット社会」の実現に向けて取組を充実させていくべきである。 
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１１．２ 「ＩＣＴ成長力強化プラン」に盛り込むべき内容 

総務省において策定する「ＩＣＴ成長力強化プラン」には、具体的な政策として、以

下に掲げる項目を盛り込むことが望ましい。なお、この提言の内容は、「ＩＣＴ成長力懇

談会」の中間取りまとめとして平成２０年４月１６日に公表したものである。総務省では、

これを踏まえて関連する政策のパッケージ化を検討した結果、平成２０年５月２３日に

「ＩＣＴ成長力強化プラン」35を策定・公表している（参考資料を参照）。 

 

１１．２．１ 地域成長力の強化 

１１．２．１．１ 官民をあげたデジタル適応力の向上 

図表１０．７の第４象限（ＩＣＴ利用産業×地域成長力）に対応し、以下の項目に取り

組むべきである。 

 

（１） 官民をあげたＩＣＴ利活用のための課題総点検  

① ＩＣＴ利活用に関する制度・慣習等の総点検 

ＩＣＴ利活用が進んでいない分野を中心に、障壁となりうる法制度、各種ルール、

慣習、価値観等を包括的に調査し、障壁を取り除くための施策を検討すること。  

 

（２） 徹底的なＩＣＴ利活用を促すための重点分野の設定  

（２－１） 国における行政サービスの革新  

① 新たに策定する「利用促進計画」を通じたオンライン利用の加速化36 

新たな「オンライン利用促進計画」の策定、政府の業務・システム最適化の推進 

などに取り組むこと。 

（２－２） 地方における行政サービスの革新  

① 地方公共団体のシステムの標準化や共同化の推進 

地域情報プラットフォーム事業の推進、共同アウトソーシング事業の推進などに

取り組むこと。 

② 民間のＩＣＴサービスやＩＣＴインフラの利用の促進 

ＡＳＰ・ＳａａＳの利用の促進、コンビニのキオスク端末による証明書等の電子交付

                                                   
35 「経済財政改革の基本方針２００８」（平成２０年６月２７日閣議決定）の「第２章 成長力の強化」「１．経済成長戦

略」「Ⅰ 全員参加経済戦略」「④ 世界最先端のＩＴ国家化」に、「『ＩＣＴ成長力強化プラン』(平成２０年５月２３日)に

基づき、官民連携の下、地上デジタル放送等の情報通信基盤の整備及びその徹底活用を進め、２０１１年までに経

済社会・地域とＩＣＴの融合を目指す。」と記載された。 
36 「ＩＴ政策ロードマップ（平成２０年６月１１日 ＩＴ戦略本部決定）」において、「新たな目標を設定するとともに各手

続ごとに添付書類の省略、手数料の引下げ等の具体的な改善措置を定めた上で、政府全体としての行動計画を

本年８月末までにとりまとめ、ＩＴ戦略本部で決定する」こととされている。 
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の実現、携帯電話を活用した電子申請の推進などに取り組むこと。 

③ オンライン利用の基盤整備に向けた施策の展開 

住民基本台帳カードの交付手数料の無料化の促進、他の市区町村へ転出した

場合でも住民基本台帳カードが使い続けられる方策の検討などに取り組むこと。 

 

（２－３） 地域産業・サービスの革新 

【業種横断的対応】 

① ＩＣＴ利活用による生産性向上プログラムの策定 

中小企業等におけるＡＳＰ・ＳａａＳの利用促進策、コード体系の整備などに取り組

むこと。 

② 既存産業におけるＩＣＴを活用した新規サービスの創出促進 

既存産業分野における新規サービスの可能性を包括的に掘り出す調査の実施

などに取り組むこと。 

【業種別対応】 

③ 地域成長力を高めるための重点分野の設定（遠隔医療など） 

医療(u-medicine)、中小企業(u-management)、教育(u-learning)、観光(u-visit)な

どについて、実行計画の策定を検討すること。 

 

１１．２．１．２ 新たなデジタル市場の創出 

図表１０．７の第３象限（ＩＣＴ産業×地域成長力）に対応し、「通信・放送分野の改革

に関する工程プログラム」（２００６年９月１日策定）を十分に踏まえた上で、以下の項目

に取り組むべきである。 

 

（１） 完全デジタル元年の着実な実現 

① ブロードバンド、携帯電話、地上デジタル放送の整備推進 

ブロードバンド・ゼロ地域の解消37、携帯電話サービスのエリア整備の推進、地上

デジタル放送への完全移行の実現などに取り組むこと。 

 

（２） 新たな情報通信サービスの創出  

① 地上デジタル放送の実現により利用可能となる周波数を活用した新サービスの 

実現 

地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い利用可能となる周波数を、携帯電話、Ｉ

ＴＳ、自営通信、移動体向け放送等に活用するための制度を整備すること。 

                                                   
37 デジタル・ディバイドの解消の早期実現に向けた「デジタル・ディバイド解消戦略」を平成２０年６月２４日に策定・

公表済み。http://www.soumu.go.jp/s-news/2008/080624_3.html 
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② 通信・放送の融合・連携の一層の促進によるＩＰＴＶ等の新サービスの展開 

通信・放送の総合的法体系の検討等を通じて通信・放送の融合・連携を一層促

進し、マルチキャスト放送等の新たなサービスの創出に取り組むこと。 

③ 新競争促進プログラム２０１０に基づくブロードバンド市場の競争促進策の展開 

ＩＰ化に対応した競争ルールの包括的見直し、利用者保護策の強化などに取り組

むこと。 

 
１１．２．２ グローバル成長力の強化 

１１．２．２．１ ＩＣＴのつながり力による産業変革 

図表１０．７の第１象限（ＩＣＴ利用産業×グローバル成長力）に対応し、以下の項目

に取り組むべきである。 

 

（１） 新事業領域の創出  

① クリエイティブ産業（コンテンツ周辺分野）の抜本的強化 

・コンテンツ産業に加え、知的財産、広告、デザイン等を包括的に位置づけた産業

振興策のパッケージ化を検討すること。 

・ソフトパワー発揮のための国際展開支援体制構築やルール整備を検討すること。 

② 世界最高水準の情報通信基盤を活かすプラットフォーム基盤の強化 

競争力の弱いコンテンツやアプリケーションと、世界最高水準のインフラをつなぐ

端末や課金・認証機能の産業強化策等を検討すること。 

 

（２） 環境力の戦略展開  

① ＩＣＴによるネットワーク化を通じた環境負荷低減とこれを核とした国際展開 

ＣＯ２排出削減効果の簡易な評価手法の確立、国際標準化の推進、テレワークの

大幅な強化、ＣＯ２排出削減に資する研究開発の推進等に取り組むこと。 

 

（３） オールジャパンで取り組む大型プロジェクト 

① 日本中の知的資産を総デジタル化する「デジタル文明開化プロジェクト（仮称）」

の実施 

国立国会図書館、国立公文書館、他府省庁、地方自治体、図書館・博物館・美

術館、大学等との連携を図り、産学官を挙げてデジタル化の推進に取り組むこと。 

② ハード、コンテンツ、人材等を一体化した総合的な国際プロジェクトの実施 

日本発のＩＣＴのシステムやノウハウを活用した国際プロジェクトを途上国をフィー

ルドに行い、日本の技術やコンテンツの国際展開を促進すること。 
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（４） 民の取組を後押しするための「特区」の導入  

① コンテンツ流通等における新規事業創出を促す「サイバー特区（仮称）」の検討 

サイバー上に実名参加によるクローズドのコミュニティを構築し、その中に限定し

たインセンティブ付与やサービス試験等が可能な仕組みを検討すること。 

② 日本の強みであるユビキタス技術をさらに伸ばす「ユビキタス特区」を拡充 

「地域再生・産業創造」を目的とし、周波数を柔軟に利用可能とするユビキタス特

区を一層強化すること。 

 

（５） 「強み」をさらに伸ばすための重点分野の設定 

① 日本の強みを伸ばす重点分野の設定（自動車×ＩＴＳ，住宅×情報家電、店舗

×電子タグ等） 

自動車(u-auto)、住宅(u-home)、店舗(u-shop)、ロボット(u-robot)などについて、

実行計画の策定を検討すること。 

 

１１．２．２．２ ＩＣＴ産業の国際競争力強化 

図表１０．７の第２象限（ＩＣＴ産業×グローバル成長力）に対応し、「ＩＣＴ国際競争力

強化プログラム」（２００７年５月２２日策定）を十分に踏まえた上で、以下の項目に取り

組むべきである。 

 

（１） 重点技術分野における国際展開の積極推進  

① デジタル放送等の３分野における日本発技術の国際展開の推進 

次世代ＩＰネットワーク、ワイヤレス、デジタル放送の３分野において、ＩＣＴ産業や

日本発技術の国際展開支援策を拡充すること。 

② モバイルビジネス活性化プランの推進 

モバイルビジネスにおける販売モデルの見直し、ＭＶＮＯの新規参入の促進など

に取り組むこと。 

③ 新世代ネットワーク等の重点研究開発課題の推進 

新世代ネットワーク、ユビキタス・プラットフォーム、ネットワークロボット等の重点研

究開発課題について「ＵＮＳ研究開発戦略プログラムⅡ（仮称）」に基づき推進する

こと。 

 

（２） 国際標準化活動の抜本強化  

① 国際標準化を推進するための戦略再構築 

「ＩＣＴ国際標準化戦略マップ」、「ＩＣＴパテントマップ」、「ＩＣＴ国際標準化推進ガ
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イドライン」、「アジア地域連携」等を推進すること。 

② 国際標準化体制の強化 

研究開発、標準化、知的財産戦略を一体的に推進するための「ＩＣＴ標準化・知

財センター」の設置、標準化活動支援、ＩＣＴ標準化エキスパート創設などに取り組

むこと。 

 

（３） 高度ＩＣＴ人材育成の推進体制の強化  

① 先進的な取組を横展開するためのナショナルセンター機能の構築 

・高度ＩＣＴ人材の量的拡大、地方の人材の育成の観点から、産官学の先進的な取

組みを横展開するためのナショナルセンター機能の構築に取り組むこと。 

・高度情報通信人材育成プログラムの開発、人材育成支援プラットフォームの基盤

技術開発などに取り組むこと。 

 

１１．２．３ グローカルの情報発信 

（１） ＩＣＴ政策について世界と交流する国際イベントの定例開催（ＩＣＴ版ダボス会議） 

国内外の経営トップや政策トップが集まり、英語で情報発信を行う国際会議の定例

的な開催を検討すること。 

（２） ユビキタス戦略を掲げる地域（都道府県、市町村、外国の自治体）のネットワーク化 

「ユビキタスシティ」などの戦略を掲げる地域（都道府県、市町村、外国の自治体）の

会議を実施し、共同サイトをウェブ上に構築することを検討すること。 



 

103 
 

１１．３ 「ＩＣＴ成長力強化プラン」の実行にあたっての留意点 

「ＩＣＴ成長力強化プラン」は、ＩＣＴ産業のみならず、さまざまなＩＣＴ利用産業を含む

あらゆる産業とＩＣＴとの深化した融合を進めていくことを狙ったものである。しかし、ＩＣ

Ｔ利用産業については、さまざまな業界や府省が関係し、総務省単独の取組では政

策効果があがることが期待しにくいため、「ＩＣＴ成長力強化プラン」に基づく具体的施

策の実行にあたっては、民産学官や関係府省との連携に努め、可能な限り大仕掛け

で推進することが必要である。 

また、ＰＤＣＡを着実に実施し、定期的な評価を行った上で、政策の不断の見直し

につなげることによって、政策立案と実行の好循環を生み出すことが重要である。 

 

  

削除: に基づく施策の実行にあたって

削除: が

削除: む
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削除: 官民
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図表１１．１ 「ＩＣＴ成長力強化プラン」の全体像  

 

ICT産業 ICT利用産業

グローバル成長力

地域成長力

ＩＣＴ成長力強化プラン

新たなデジタル市場の創出
（ＩＣＴ産業の融合基盤の強化）

官民をあげたデジタル適応力の向上
（ＩＣＴの徹底活用）

（１） 官民をあげたＩＣＴ利活用のための
課題総点検

① ＩＣＴ利活用に関する制度・慣習等の総点検

（２） 徹底的なＩＣＴ利活用を促すための重点分野の設定
（２－１） 国における行政サービスの革新
① 抜本的改善策に沿った利用促進計画の実施を通じたオンライン利用の飛躍的拡大

（２－２） 地方における行政サービスの革新
① 地方公共団体の業務効率化（地域情報プラットフォーム、ASP・SaaSの利用 等）
② 住民の利便性向上（住民基本台帳カードの無料交付の促進 等）

（２－３） 地域産業・サービスの革新
① 「ＩＣＴによる生産性向上戦略」の推進
② 地域成長力を高めるための重点分野の設定（遠隔医療、中小企業等） など

（１） 完全デジタル元年の着実な実現
① 地上デジタル放送への完全移行に向けた総合
対策の推進

② デジタル・ディバイド解消に向けた取組の推進
③ 地域ＷｉＭＡＸの推進

（２） 新たな情報通信サービスの創出
① 地上デジタル放送への完全移行により利用可能となる周波数を活用した
新サービスの実現

② 通信・放送の融合・連携の一層の促進によるＩＰＴＶ等の新サービスの展開
③ 新競争促進プログラム２０１０に基づくブロードバンド市場の競争促進策の展開

（１） 重点技術分野での国際展開の積極推進
① 次世代IPネットワーク、ワイヤレス、デジタル放送の３分

野での日本発技術やＩＣＴ産業の国際展開の推進
② モバイルビジネス活性化プランの推進
③ 新世代ネットワーク等の重点研究開発課題の推進

（２） 国際標準化活動の抜本強化
① 「ＩＣＴ国際標準化戦略マップ」「ＩＣＴパテントマップ」等
の策定

② 「ＩＣＴ標準化・知財センター」の設置

（３） 高度ＩＣＴ人材育成の推進体制の強化
① 先進的な取組を横展開するためのナショナル
センター機能の構築

（１） 新事業領域の創出
① クリエイティブ産業（コンテンツ周辺分野）の抜本強化
② 世界最高の情報通信基盤を活かすプラットフォーム基盤の強化

（２） 環境力の戦略展開
① 評価手法の確立・標準化、研究開発等、ＩＣＴによるネットワーク
化を通じた環境負荷低減とこれを核とした国際展開

（３） 日本の「強み」とＩＣＴとの融合促進
① 日本が「強み」を有する産業分野（自動車、住宅、ロボット等）に
ついて、ＩＣＴとの融合市場の創出促進

（４） オールジャパンで取り組む大型プ
ロジェクト

① 日本中の知的資産を総デジタル化する
「デジタル文明開化プロジェクト（仮称）」の
実施

② ユビキタスネット社会を国際展開する総合
的なプロジェクトの実施

（５） 民の取組を後押しするための
「特区」の導入

① コンテンツ流通等における新規事業創出
を促す「サイバー特区（仮称）」の導入

② 日本の強みであるユビキタス技術をさらに
伸ばす「ユビキタス特区」の拡充

（３） 総合的な違法・有害情報対策の推進
① 違法・有害情報対策相談窓口の強化、コンテンツのレイティング普及促進等

ＩＣＴ産業の国際競争力強化
（ガラパゴス体質からの脱却）

ＩＣＴのつながり力による産業変革
（ＩＣＴ活用の戦略分野の設定）


